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*Investigation of Salinity Intrusion at the Koyoshi River by Akiho Konaka and Kazuya Watanabe 

子吉川を対象とした塩分遡上に関する検討＊ 

 

秋田大学工学資源学部    古仲 陽穂 

秋田大学大学院理工学研究科 渡辺 一也 

 

1． はじめに 

 本荘平野において子吉川は古くから農業用水として利用されていた。子吉川は良質な米を作

り出す水として知られている。また，割合は少ないものの，他には水道および工業用水として

利用されている。しかし，子吉川では頻繁に渇水による水不足に見舞われており，特に流量の

低下時において，塩分の遡上も発生している。その遡上距離は河口から 10km近くまでであり，
塩分遡上時においては本荘市子吉地区までが揚水不能となっている。そのため，塩水の遡上に

関してその状況を把握し，遡上の条件について検討することは非常に重要である。 

そこで，本研究では秋田県の一級河川である子吉川を対象として塩分遡上と流量・波高など

の外力との関係について検討を行った。 
2． 研究対象河川 
子吉川は図-1 に示されるように秋田県南西部に位置し

ている。その幹川流路延長は 61km であり，流域面積は

190km2 となっている。笹子川，鳥海川，石沢川，芋川等

の支川を合流させ本荘市街地を迂回し，日本海に注ぐ一級

河川となっている。 
3． 観測結果                                                                      

観測は 2013年から行っており，データの取得については
既往の研究（例えば 1）2））を参考に多項目水質計を使用し

た。それらのデータと秋田河川国道事務所が観測したデー

タを併せて検討を行った。ここでは一例として図—2に 2015
年における子吉川の塩分観測状況を示す。これ

により，8km付近まで高濃度の塩水が遡上され
ていることが確認された。 
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図—1 研究対象領域 

図—2 塩分遡上に関する検討 
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秋田県南部沿岸の沖積低地にみられるイベント堆積物＊
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1．はじめに 

秋田県では 1983 年 5 月 26 日に発生した日本海中部地震で，県北部沿岸を中心に 79 人が犠

牲になるなど大きな津波被害を受けた。秋田県内においてこの津波で大きな被害を受けた地域

は男鹿半島以北で，県中部以南の地域ではそれほど大きな遡上高は観測されていない（土木学

会日本海中部地震震害調査委員会，1986 など）｡秋田県中－南部地域は，1983 年日本海中部地

震と 1833 年庄内沖地震の震源域の間にあたり，大きな津波を伴うような海域を震源域とするよ

うな地震が知られていない地域，すなわち地震空白域とされる（石川，2002；大竹，2002）｡

一方，この地域における過去の津波記録をみると，前述の海域における地震に比べると地震規

模は一回り小さいが，1804 年象潟地震により秋田県南部のにかほ市沿岸部に津波被害があった

とされる（羽鳥，1986 など）｡1804 年象潟地震は，秋田県にかほ市の象潟から金浦にかけて地

盤を隆起させた地震として知られ，海陸の境界部にある活断層による地震と考えられている｡

秋田県地震被害想定調査報告書（2013）では，秋田県が設定した想定津波の中で最大クラスの

津波が発生すると，にかほ市沿岸域で浸水深が 10m 規模の津波が襲来することが想定されてい

る｡しかしながら，この地域でそのような地震が発生したことを裏付ける古文書等の記録はない｡

したがってにかほ市のみならず秋田県中－南部や山形県北部の防災施策を考える上でも，この

地域における過去の津波による浸水履歴や浸水範囲を明らかにすることは重要である｡そこで

我々は，古地震・古津波に関する証拠を集め，地震・津波被害の将来予測に資する情報を整備

することを目的として，秋田県沿岸域において古津波痕跡に関する調査を進めている。鎌滝ほ

か（2015）は，にかほ市北部の三森地区で津波堆積物の可能性があるイベント堆積物（志岐，

1988）を 3 層報告しているが，その形成要因は明らかになっていない｡本研究では，秋田県にか

ほ市の沖積低地で実施した群列ボーリング調査により，過去の津波によって形成された可能性

があるイベント堆積物が見出されたので報告する。 

 

2．調査地域および調査方法 

調査地域は秋田県南部のにかほ市三森地区で，鳥海山北麓で白雪川と大沢川に囲まれた沖積

低地に位置する｡ボーリング調査を実施した地点は海岸から約 100～400m までの沖積低地で，

浜堤の内側の後背湿地にあたる標高約 2～3m の水田である｡ボーリング調査はここで海岸線に

直交した測線を設定し，それに沿って群列掘削をおこなった｡この地点は秋田県地震被害想定調



査（秋田県，2013）によると，秋田沖の地震空白域（石川，2002；大竹，2002）を中心とした

海域の想定地震および青森沖から山形沖まで震源域を拡げた最大クラスの想定地震（秋田県，

2013 による海域 A+B+C の連動地震）による津波で，5～10m の浸水深が想定されている｡その

ため，地震空白域の地震が過去に発生していたか否かを評価する上で，この地域における津波

堆積物の有無は重要な根拠となる。ボーリング調査は径 30mm 程度のハンドコアラ－と小型ジ

オスライサー（高田ほか，2002）でおこない，深さ 1～2m 程度のコア試料を採取した。試料は

現地にて半裁し，堆積物の観察，記載を実施した。 

 

3．結果と考察 

採取したボーリングコア試料には，沖積低地で堆積した有機質シルトや泥炭を主体とした細

粒堆積物中に，砂を主体とした粗粒堆積物が複数枚挟まれることが明らかになった。それら粗

粒堆積物の中で，深度 1m 付近に挟まれる最大層厚 70cm 程度の中粒～細粒砂層には，1）基底

部がシャープな侵食面を呈すること，2）侵食面の上部の堆積物に下位の地層を侵食し取り込ん

だ有機質シルトや泥炭のリップアップクラスト（偽礫）が含まれること，3）内部に平行層理，

斜交層理等の初生堆積構造が見られること，4）上部には材や植物片が密集すること，などの特

徴が見られる。したがってこれらの粗粒堆積物は，平常時には有機質シルトや泥炭を主体とし

た細粒の堆積物が堆積する湿地環境に，強い水流を伴った突発的なイベントによって砂質堆積

物が流入し，その強い水流の影響下で形成されたイベント堆積物と解釈した。 
このイベント堆積物の海岸付近から内陸方向への厚さの変化をみると，最も海側の地点で最

も厚く，陸側に向かって薄くなり消滅するという特徴が確認できた｡また，粒径も中粒砂を主体

としたものから細粒砂を主体としたものへと細粒化することがわかった｡これらの特徴から，こ

のイベント堆積物は，海からの強い流れによってもたらされたと解釈することができる｡したが

って，現時点ではこのイベント堆積物は津波もしくは高潮によるものと考える｡ 
 

4．おわりに 

今後，イベント堆積物の形成要因および形成年代を明らかにするために，イベント堆積物の

より広範囲への分布調査および試料の各種分析等を進める予定である。 
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1.  はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う津波では，岩手県・宮城県・福島県
を中心に約 2 万人が犠牲となった。太平洋沿岸のみならず日本海沿岸においても 19 世紀から 20
世紀にかけて 1833年庄内沖地震，1983年日本海中部地震，1993年北海道南西沖地震などマグニ
チュード 7.5 を超える巨大地震が発生し，沿岸各地に津波による被害を経験している。こうした
地震・津波被害の低減は自治体や住民にとって非常に重要な課題であり，防災・減災意識を高め

ていくためにも過去に発生してきた地震や津波の頻度や規模，被害の種類や大きさ等の情報を古

文書に加えて科学的な根拠によって示すことが重要である。このうち，津波堆積物は，地層中に

保存された過去の津波痕跡であり，その分布調査や年代分析を行うことによって過去の津波によ

る浸水範囲や発生時期を推定することが可能となる。最近では津波堆積物を使った古地震・古津

波研究が国内外で数多くなされるようになった。しかし我が国における研究例はそのほとんどが

太平洋沿岸のものであり，日本海沿岸からの報告は，箕浦ほか   (1987)，平川ほか   (2013)，鎌滝ほ
か   (2015)  等に限られる。筆者らは日本海沿岸の古地震・古津波研究の一環として，青森県の日本
海沿岸における過去の津波痕跡に関する調査を実施している。本年度に実施した青森県鰺ヶ沢町

鳴沢川周辺での津波堆積物調査の結果，有機質シルト層の中に水流によって運ばれてきたと考え

られるイベント堆積物（砂層）が見出されたのでこれについて報告する。 
 
2.  調査地域および調査方法 
調査地点の選定にあたっては，津波による浸水が推定される場所およびその周辺であること，

人口改変の影響が少ない場所，過去の研究例などを基準とし，空中写真，地形図等で調査地点を

抽出した後，現地確認を行い，ハンドコアラーにて事前調査を行った。その結果，青森県鯵ヶ沢

町北部に位置する鳴沢川下流部でボーリング調査を実施した。この周辺は，鳴沢川が形成した沖

積平野の最下流部になっている。鳴沢川最下流部付近には標高 5～10m 前後の砂丘上の高まりが
存在し，それを切って鳴沢川が日本海へ流出している。津波は鳴沢川を遡上する際には，この砂

丘上地形の北端，鳴沢川の低所を遡上するものと推定されている(小岩，2012)。 
この地域での過去の調査によると，海岸線からの直線距離が約 400m，鳴沢川左岸沿いの氾濫原

上に位置している美ノ捨という地点で，津波堆積物と思われる砂層が見つかっている(小岩，2012)。
また，この堆積物は 2,300年前以降に形成されたと推測されており(葛西，2014)，年代測定や空間
分布の調査などの必要性を示唆している。 
 

*   Event   deposits   recorded   in   coastal   lowland   areas   of  Ajigasawa   Town,  Aomori   Prefecture   by   Shuhei  
Kumagai,  Koji  Umeda,  Takanobu  Kamataki  and  Naoto  Koiwa 



そこで，今回，美ノ捨とその周辺をボーリング地点として選定し，イベント堆積物の空間分布

の調査および明確な年代測定を行い，津波堆積物であるかどうかのより詳細な検討を実施した。

なお，ボーリングは，ハンドコアラーとジオスライサーを使用して行い，長さ 1～2m前後のコア
を採取した。採取したコアは層相観察および記載を行い，材や植物片の放射性炭素年代測定，砂

質堆積物および海浜砂・河川砂の検鏡観察および粒度分析を実施した。 
 

3.  結果とその解釈 
採取されたボーリングコア試料には，沖積低地に堆積した有機質シルトや泥炭を主体とした細

粒堆積物中に砂を主体とした粗粒堆積物が数枚挟まれることが明らかになった。深度 24～42cm
は極細粒砂混じり有機質シルトからなり，この中の深度 26cm には，パッチ上に褐色テフラが挟
在し，深度 39～41cmには細粒砂の薄層(以下①層)がみられる。深度 42～46cmは暗灰色粘土から
なる。深度 46～58cm は細粒砂からなり(以下②層)，下層に有機質シルトを含む。深度 58～85cm
は有機質シルトからなり，下層ほど材や植物片を含む。深度 85～115cmは泥炭からなり，材や植
物片が密集している。またこの中の深度 107～109cmには細粒砂の薄層(以下③層)がみられる。深
度 115～125cmは細粒砂からなり(以下④層)，この中の深度 123cmには層厚 5mmほどの有機質シ
ルトの薄層がみられる。深度 125～140cm は再び泥炭からなり，材や植物片が密集している。深
度 140cm以深では細粒砂層(以下⑤層)と有機質シルトまじり泥炭層の互層が厚く堆積している。 
各層の鉱物組成については，①層では石質岩片，石英，斜長石を，②層では石質岩片と石英を

主体とするのに対して，③～⑤層では石質岩片と斜長石が卓越する。また，鳴沢川河口付近で採

取した海浜砂は，円磨された石質岩片，石英粒子を多く含むが，斜長石をほとんど含まないこと

を特徴とする。粒度組成は①層と②層では，0.01mm前後，および 0.3mm前後，③層では，0.01mm
前後，および 0.15mm前後，④層では，0.01mm前後，および 0.2mm前後，深度 140cm以深の各
⑤層では，0.01mm 前後，および 0.1mm 前後と，いずれも二峰性を有するものとなっていて，淘
汰の悪い砂層である。 
この中で，①層および②層の細粒砂層には，(a)基底部が侵食面であること，(b)堆積物の下部に

下位の地層を侵食し取り込んだものと思われる有機質シルトが含まれているという特徴がある。

したがってこれらの堆積物は，有機質シルトや泥炭を主体とした細粒の堆積物が堆積する湿地環

境に，強い水流を伴った突発的なイベントが発生することで形成されたイベント堆積物と解釈し

た。このイベント堆積物は，前述のように海岸と調査地点との間に砂丘上の高まりが存在してお

り，海岸線からもある程度離れていることから高潮堆積物の可能性は低いと考えられる。なお，

調査地点の近傍には鳴沢川が流れているため，洪水堆積物の可能性もあるが，(c)海浜砂の粒度組
成が 0.3mm前後にピークを有し，①層および②層の粒度組成と一致していることから，これらの
イベント堆積物は現段階では津波による可能性が高いと考えられる。 
 
引用文献：平川ほか，第 30回歴史地震研究会講演要旨集，41p．；鎌滝ほか，2015，第四紀研究，
54，129-138．；小岩，2012，鳴沢地区の歴史時代の津波堆積物に関する地質調査（鰺ヶ沢町役場
受託研究）.；葛西，2014，地域社会研究（弘前大学地域社会研究会），7，73-77．；箕浦ほか，1987，
地震 2，40，183-196． 
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浮体式津波避難シェルターの挙動に関する検討 

～第二波目以降が最大津波となるケースを想定した検討～ 

 

秋田大学工学資源学部    藤井 龍也 

秋田大学大学院理工学研究科 渡辺 一也 

 

1． はじめに 

2011年の東日本大震災の発生を受けて，従来想定よりも巨大な津波が来襲されることが予測

されている。今後，南海トラフ地震や首都直下型地震などの巨大な地震が予測される中で，防

潮堤や高所避難などでは防ぎきれないような津波から身を守るための対策に加えて，避難後の

対策も必要となっている。また，東日本大震災や 2010年に発生したチリ地震のように，津波の

第二波目以降が最大波となるケースもあり，その対応が求められている。そのため，高所避難

と浮体式津波避難シェルターを利用したハイブリットな避難に注目した。この手法は従来手法

と組み合わせることにより生存率の向上を図るものである。 

本研究では，特に第二波目以降が最大津波となる場合を想定した水理実験を行い，シェルタ

ーの挙動や波高についての検討を行った。 

2． 実験方法 

水理模型実験は津波避難シェルターを建物上に設置したものと仮定して行った 1）2）。縮尺は

1/20とし，波高や挙動等を計測して，シェルターを使った避難に対する評価を行った。シェル

ター模型は 6人乗りを想定している。大きさは，直径 8.6cm，重さ 78.9gの球形の模型となって

いる。建物模型の材料はアクリル板を使用し，中にはおもりとしてコンクリート片と粘土を使

用した。大きさは奥行 30cm，高さ 15cm，幅 14cmとした。 

本研究では津波の第二波目以降を想定しており，第一波目の津波については建物模型付近に

貯水することで表している。実験水路について図－1に示す。また，実験条件は表－1に示した

様に，各ケース 3回ずつ計 54回実験を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 実験水路 



表－1 実験条件 

 止水板(大) 止水板(小) 
貯水深(cm) 40.0 35.0 30.0 
静水深(cm) 15.0 7.5 
斜面勾配 １/26 
設置位置(cm) 建物模型前面から 3.0 15.0 27.0 

 
3． 実験結果 
図－2に今回の実験の一例を示す。図中に（×）で示される点は，シェルターの図心を表し

ている。この図心の動きとビデオ解析を併せてシェルターの挙動について検討した。その結果

表－2の様にシェルターの挙動を 6パターンに分類することができた。実験条件を見ると，静
水深が 15cmの場合はパターン B，Cが多く，7.5cmの場合にはパターン Aが多く見られた。 

 

図－2 パターン Aの挙動 
 

表－2 シェルターの挙動 
 シェルターの挙動 

A 建物模型から落下後，建物模型の後ろで回転する 
B  水に浮き，安定な状態で流される 
C 水に浮き，不安定な状態で流される 
D 波と共に回転しながら流される 
E 建物模型から落下後流され，回転しながら建物模型へ戻る 
F 建物上に残る 

 
4． おわりに 
今回の実験ではビデオ解析による結果から，シェルターの挙動を 6パターンに分類すること

ができた。同じ条件でも異なる挙動を示す場合もあったため，今後はシェルターの移動速度に

ついての検討や波高，流速などと合わせた解析を行っていく必要がある。 
参考文献 
1) 渡辺一也・金子祐一：津波避難ビル上に設置した浮体式津波シェルターの挙動に関する検
討，土木学会論文集 B3（海洋開発），Vol. 71(2), I_701-I_706，2015．（CD-ROM） 

2) 遠野雄樹・渡辺一也：建物上に設置した浮体式シェルターの挙動分析と流速・波力に関す
る検討，土木学会東北支部技術研究発表会講演概要，2016（CD-ROM） 



津波氾濫水密度に関する定量的実験＊ 
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１．はじめに 
 津波氾濫水の密度は津波荷重に対して線形的に影響するが、その最大値は判っていない。津

波の遡上距離（遡上高）、土砂堆積距離と遡上距離の比や土砂堆積厚にも影響を及ぼし、土砂

堆積距離を基礎データとして評価される歴史津波の規模に影響するが、これらの密度依存性は

定性的な実験的検討にとどまっている。 
 本研究は、津波荷重や津波規模評価の高度化への寄与を目指して、津波氾濫水密度の各種水

理量への依存性を工夫した水理実験に基づいて定量的に検討することを目的とする。 
 
２．実験方法 
 高シールズ数を確保するため、すべり台

状の実験水路を自作する（図-1）。ただし、

すべり台の下端に水平水路部を設け、水平

水路部の下流端には高さの低いジャンプ台

（逆勾配）を接続する。氾濫流はすべり台

の上端にゲート付きの貯水槽を設置し、ゲ

ート急開により発生させる。氾濫流はすべ

り台を流下し、水平水路部に敷かれた土砂     図-1 実験水路と測定器具の配置 
（砂層長Ls、初期砂層厚hT）を巻き込んで 
下流端の低いジャンプ台を駆け上がり、空中に飛散する。飛散した土砂水は落下点域に配置さ

れたメスシリンダー群（8 8=64本）に飛び込む（図-1上図）。あらかじめ各メスシリンダーの

重さを量り、土砂水が飛び込んだ後の各メスシリンダーの重さを量れば、土砂水の体積はメス

シリンダーから直接読み取れるので、メスシリンダー内の土砂水の密度が評価できる。すべり

台の高さは1.2 m、水路幅は0.3 mとし、貯水槽の長さ、貯水深、すべり台斜面の角度S1、水たた

き部の長さ、水平水路長、低いジャンプ台の高さhSと斜面角度S2は試行錯誤して決定する。 
 水理量評価のため、土砂を敷いた土砂層域の上下流端付近に水位計（高精度超音波式変位セ

ンサー）を設置する（図-1）。また、土砂層域の中心部に設置したポイントゲージとその横の

水路側壁に設置した微小角柱で氾濫流表面にマッハ波を形成させ、上方からのビデオ撮影によ

りマッハ角を評価し、入射氾濫流のフルード数と流速を評価する。さらに、氾濫流先端移動速

度、非先端部氾濫水深を評価するため、水平水路部にスケールを配置し、ビデオ撮影を行い、

フルード数を評価する。フルード数についてはマッハ角によるものとのクロスチェックを行う。 
 
３．津波氾濫水密度の水理量への依存性 
 津波氾濫水密度のフルード数やシールズ数への依存性を検討する。その結果は発表時に示す。 
                                           
* Quantitative experiment on the density of tsunami flooding water     by Fumiko KONNO, Hideo 

MATSUTOMI, Koki ATOMURA and Kota KONDO 



*Study on Recovery Process of Bathymetry of Sendai Bay after the 2011 Tsunami    
by Shintaro Saegusa,Hitoshi Tanaka and Yuta Mitobe 

深浅データを用いた津波後の仙台湾海浜地形の回復過程に関する研究 
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1． 研究の目的 

2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖津波により,仙台湾南部海岸の海浜・河口部で

は大規模な地形変化が生じた。これらの被災地の内一部は急速な地形回復を示しているが，津

波来襲から 5年経過した現在でも大規模な地形変化が残存している箇所は多く存在する。これ

は津波以前の同海岸における土砂収支のバランスが崩れたままであることを意味している。本

研究では 2010年夏季から 2015年冬季までの仙台湾南部海岸における深浅測量データを用いて

個々の箇所の海浜地形の回復過程を明らかにした。 

2． 研究内容 

(1)研究対象：宮城県仙台市の深沼海岸から宮城県山元町の山元海岸にまたがる仙台湾南部

海岸を対象とした。東北地方太平洋沖津波により仙台湾南部海岸では，ほぼ全線で壊滅的な被

害を受けた。津波後，現在まで各海岸において多様な回復過程を示している。  

(2)深浅測量データ：今回用いた深浅測量データは国土交通省仙台河川国道事務所より提供

を受けた。測線は仙台湾南部海岸北部から約 100個の測線が設定されている（図－1）。測量は

2010年 8－9月から 2015年 12月まで年に 2回，概ね夏季と冬季に 1回ずつ行われ計 11回の測

量が行われた。これら深浅測量データを用いて各海岸，河口付近における海浜地形の回復過程

を分析した。閖上漁港海岸荒浜地区測線 No.11+5 における岸沖方向(y)100m-1500m，100m 毎

の水深の経年変化を示す(図－2)。名取海岸閖上漁港付近（図‐3）では北向きに卓越している

沿岸漂砂が防波堤により遮断され堆積し海浜地形が回復傾向を示している。また，山元海岸で

は津波による甚大な地形変化が生じた。今回は津波湾が生じた箇所にある測線 Co.34の測量デ

ータを示す（図－4）。津波直後は汀線付近で浸食，300-400m 沖で堆積が観測され，その後汀

線付近は急速な回復傾向を示している（図－5）。 

3． 主要な結論 

仙台湾南部海岸では津波来襲後 5年経過した現在，海岸構造物，河口などの影響により場所

による多様な海浜地形の回復過程を示しており，土砂収支の崩れたままの海浜地形も多く残存

している。名取海岸閖上付近では名取川河口防波堤の影響で海浜地形の回復が促進されている。 

また，津波湾の生じた山元海岸の汀線付近の海浜地形は津波直後に大きく浸食され，その後急

速な回復傾向を示していた。 



   

図－1：測線配置図 

図－2：閖上漁港防波堤付近の測線

No.11+5における水深の経年変化 

図－3：閖上漁港の防

波堤と測線 No.11+5

（ 2016/11/12 ）

 

Co.34 

図－4：山元海岸坂元付近の地形変化 

図－5：山元海岸坂元の測線
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園芸用パイプハウスの耐風・耐雪性能と補強効果＊ 

 

東北大学 植松 康・高橋和也 
 

1． はじめに 

 我が国では，植物生産施設として，設置費用が安く施工も容易であることから，パイプハウ

スが広く用いられている。温室としての機能上多くの透過光量を必要とするため，骨組部材寸

法と部材数が最小限に抑えられている上，作業性の観点から支柱等の補強は通常なされない。

そのため，通常の建築物に比べて耐風・耐雪性に乏しく，台風等の強風や大雪による倒壊もし

ばしば発生している。このような被害を低減するためには，パイプハウスの耐風・耐雪性能を

正確に把握するとともに，効果的な補強方法を明らかにすることが重要である。 
 本研究においては，まず典型的なパイプハウスの二次元フレームモデルを対象とし，風荷重

あるいは雪荷重が作用した際，崩壊までの挙動を幾何学的・材料非線形を考慮した有限要素解

析により明らかにする。風荷重については，パイプハウスが比較的変形しやすいこと，変形に

伴って作用する風圧分布が変化することを考慮し，数値流体計算(CFD)と構造計算を連成させ
た解析を行う。ただし，ここでは時間平均成分のみに着目する。また，雪荷重については，風

の影響で偏分布になることを考慮し，雪荷重分布がハウスの最大耐力や崩壊性状に及ぼす影響

についても検討する。次に，パイプハウスの設計で一般的に用いられる許容応力度あるいは許

容限界変形に基づき，各種補強方法が耐風・耐雪性能に及ぼす影響を把握する。 
 

2． 解析モデル 

 解析モデルを図 1に示す。アーチパ
イプ (STKM11A)の特性は，外径：
I=22.2mm，厚さ：t=1.2mm，ヤング係
数 E=2.05 u105  N/mm2，ポアソン比Q=0.3，
降伏応力度Vy=175  N/mm2であり，応力

度－ひずみ度関係は(c)でモデル化さ
れている（第二勾配=E/420）。 

 検討した補強方法を図 2に示す。補
強部材はアーチパイプと同じ部材で

ある。Case  5では，強風や大雪が予想
されるとき，7 フレームごとに鉛直支
持部材を応急的に設置したもの，Case  
6は斜めのアーチである。柱脚は固定，
補強部材の端部はピン接合とする。 
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(b)有限要素モデル 

(c)応力度－ひずみ度関係 図 1 解析モデル 
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(a)  Case  1 (b)  Case  2 (c)  Case  3 

(d)  Case  4 (e)  Case  5 

(f)  Case  6 図 2 補強方法 
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3.     解析方法 

3.1 構造解析方法 

 構造解析には ABAQUS  6.13を用いる。
幾何学的非線形に加え，材料非線も考慮

する(図 1(c))。アーチパイプは，図 1(b) 
に示すように 58 個の梁要素に分割されており，各節点に荷重負担面積に応じた荷重を集中荷
重として作用させる。荷重の大きさを徐々に増大させ，各荷重ステップでの釣合形状を，孤長

制御法を用いて計算する。風荷重については，次節に示す数値流体解析によりパイプハウスの

変形を考慮して計算する。一方，雪荷重については，図 3に示すような 3パターンの分布を想
定する。Type  2，3は風による雪粒子の移動に伴う不均一荷重をモデル化したものであり，全荷
重は同一である。また，荷重の大きさと作用方向はフレームの変形によらず不変とする。 

3.2 数値流体解析 

 フレームが風圧によって変形すると外圧分布も

変化するので，図 4 に示すように，CFD と構造解
析の連成計算を行う。すなわち，風速を徐々に増大

させ，変形に応じた平均外圧係数分布を CFD で求
め，その結果を新たな荷重として用いる。解析には 

オープンソースコード OpenFOAM(ver2.1.0)を用いる。乱流モデルは改良型 k-Hモデルである。 
 

 

 

 

 

 

4.  解析結果と考察 

4.1  崩壊過程 

 雪荷重(Type   1)および風荷重が作用したとき，崩壊(フレームの一部が地面に設置する状態)

に至るまでの変形課程を図 5および図 6に示す。破壊形状はいずれも実際のパイプハウスの被
害状況に近い。図中，許容応力度に達したときの変形を〇付きの曲線で表しているが，いずれ

も初期形状に近い。部材の塑性化の拡大に伴い，急激に変形が進む様子がよく分かる。図 7は
風荷重により変形したフレームに作用する外圧分布である。変形に伴い外圧分布は大きく変化

し，正圧域の広がりによってフレームが圧し潰されるように変形する状況がよく理解できる。 

4.2  補強効果 

 図 2に示した各種補強方法について，許容応力度もしくは許容変形限界を与える雪荷重およ
び風荷重を計算し，無補強時の値と比較することで補強効果を検討した。その結果，Case  1，2
は対称な雪荷重については非常に効果的であるが非対称分布に対しては効果が小さいこと，

Case   4は対称分布に対しては Case   1，2ほどの効果はないが，非対称な荷重に対しても効果が
期待されること，Case  5，6も効果は小さいこと，などが示された。 
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CFD解析：風力係数Cfの算出

FEM解析：頂部風速UHにおける変形形状把握

頂部風速UHを増分

初期形状（頂部風速UH =0m/s）

メッシュ・境界条件の更新
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図 4 解析フロー 

図 5  雪荷重(Type  1)による変形 図 6  風荷重による変形 
図 7 変形に伴う外圧係数分布の変化  



Effect of opening size and wind speed on the internal pressure of a low-rise building caused by sudden 
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瞬間的な開口発生時の室内圧変化に及ぼす開口面積と風速の影響 
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1． はじめに 

 台風や竜巻等の強風災害においては，飛来物により窓ガラス・ドアといった開口部被害が多

く見られる。強風時における開口部の破壊は，内部への風の吹込みによる室内圧上昇の原因と

なり，屋根葺き材など外装材の飛散や，構造骨組の破壊といった甚大な二次被害をもたらす恐

れがある。 

建物の開口部が瞬間的に開放された場合の室内圧変化の性状については，開口部分の空気塊

の運動による Helmholtz 共鳴によって内圧変動が説明できるとした Holmes1)の研究が最も有名

である。近年では，松井ら 2)や染川ら 3)は，風洞実験や理論解析により，区切られた室内空間

内の開口部破壊による圧力変化や，開口発生直後のオーバーシュート現象に関する検討を行っ

た。しかし，それらは限定的な開口寸法や風速を対象としたものである上，内圧のみの検討に

留まっている。屋根や壁面に作用する風力は，外圧と内圧の差で与えられることより，内圧だ

けでなく外圧も併せて考慮する必要がある。したがって，外圧と内圧との相関も考慮しなけれ

ばならない。そこで，本研究においては，開口を瞬間的に発生させることのできる模型を用い

た風洞実験により，内外圧の同時測定を行い，開口発生時の内圧変動に加え，屋根面や壁面な

らびに全体風力に及ぼす影響を検討する。 

2． 実験概要 

風洞実験模型は，外法で 100mm(B)× 100mm(D)×

50mm(H)の陸屋根模型であり，厚さ 2mmのアクリル板で作

製されている。幾何学的縮尺率を λL = 1/100と仮定する。

その場合，対象建物は実寸で 10m×10m×5m となる。

Holmes1)によれば，風洞実験により内圧変動をシミュレー

トするためには内部空間の容積に対して相似則を満たす必

要がある。そこで，模型下部には，瞬間的に変動する内圧

を測定する為に，相似則関係を満たすような容積を持つ空

気層模型を取り付けている。空気層を取り付けた模型写真

を図 1に示す。 

模型の側面には大きさの異なる開口部を設けており、そ

れぞれの開口は瞬間的に開放することが可能である。それ

ぞれの開口の寸法および壁面に対する開口率は表 1に示す

とおりである。また，風圧測定点位置と開口位置の詳細を

図 2に示す。測定点数は，屋根面に 25点，窓面に各 3点×

4面で 12点，内圧測定点が 4点の，計 41点である。 

表 1 各開口面積と開口率 
開口 開口面積 開口率 

A 20mm×25mm 10% 
B 30mm×25mm 15% 
C 40mm×25mm 20% 
D 60mm×25mm 30% 

 

 
図 1 実験模型(空気層模型付) 
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実験には，東北大学大学院工学研究科都市・建

築学専攻所有のエッフェル型境界層風洞を使用

した。本実験では異なる風速の影響も把握する

ために，地表面粗度区分をⅢと仮定し，設計風

速 UH を実スケールで UH = 25.4(m/s)および

10(m/s)と設定した。実験では使用した風洞の性

能より，UH_model = 9(m/s)および 3.5(m/s)と設定

した。従って，風速の縮尺率は λV ＝ 1/2.82 と

なり，幾何学的縮尺率 λL = 1/100より，時間の

縮尺率は λT ≈  1/35.5となる。風洞実験は，「開口

瞬間開放」，「開口常時開放」の 2ケースについ

て行った。風向角は各窓面に対し，窓面に正対

する方向(θ=0°)から 90°まで 13風向である。 

3． 実験結果 

結果の一例として，開口 A(開口率

10%)および D(開口率 30%)に対す

る結果を図 3(a) ~ (d)に示す。実験条

件は，開口瞬間開放，風向角 θ = 0°

であり，縦軸は開口開放前後の内圧

係数及び窓周囲の外圧係数，横軸は

実スケールの時刻を示している。結

果として，開口開放後に内圧は窓面

外圧とほぼ同様の変動をするが，風

速が低く，開口が大きい場合には開

放直後に過渡的な振動が見られ，外

圧を上回る大きさの内圧も計測され

た。これは，Helmholtz振動によるも

のと考えられる。 

4． まとめ 

開口を瞬間的に発生させることの

できる模型を用いた風洞実験を行い，

内圧の変動に及ぼす風速と開口面積

の影響について検討した。 

参考文献 
1) Holmes, J. D. (1978). Mean and fluctuating internal pressures induced by wind (pp. 435 -450). Department of Civil 

and Systems Engineering, James Cook University of North Queensland. 
2) 松井正宏, 田村幸雄, 吉田昭仁. (2005). 強風時の建物内圧の非定常性に関する風洞実験 . 理論応用力学講演
会 講演論文集, 54(0), 199-199. 

3) 染川大輔, 川口彰久, 谷口徹郎, 谷池義人. (2008). 内圧のオーバーシュートを考慮した外装材設計用風荷重 . 
日本建築学会構造系論文集, 73(628), 867-873. 
 

 
図 2 測定点位置 

○︓：測定孔(室内)
●︓：測定孔(室外)
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(a)開口率 10%, UH = 25.4(m/s)  (b)開口率 30%，UH = 25.4(m/s) 

  

(c)開口率 10%，UH = 10(m/s)   (d)開口率 30%，UH = 10(m/s) 

図 3 開口率，風速が異なる場合の内外圧係数時刻歴の比較 
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*Numerical simulation of internal pressure of vent layer in ventilated exterior wall systems of a low-rise 
building, by Kei Watanabe, Yasushi Uematsu 

通気工法外壁システムにおける通気層内圧のシミュレーションによる予測* 
 

東北大学大学院工学研究科 渡部慶，植松康 

 

1． はじめに 

近年，低層建物の外壁として，サイディングを用いた通気

工法が普及している。通気工法は，サイディングの裏に通気

層を設けて換気を行うことにより，壁体内の結露やカビの発

生を抑制する目的で用いられる。図 1に通気工法外壁システ
ムの例を示すが，通気層は外部に直接通じているため，通気

層内の圧力(以下，層内圧)が外圧とともに変化する等圧効果

が生じる。サイディングに作用する風力は，外圧と層内圧の

差であるから，等圧効果によって低減され，残りの荷重を通

気層より室内側の部材が負担する。よって，外壁の合理的な

耐風設計のためには,外圧だけでなく，層内圧を把握すること

で各部材の負担する風力を適切に評価することが必要である

と考えられる。しかし，これまでに通気工法外壁システム内

の流れの性状や等圧効果について，風荷重の観点から検討し

た例はなく，外圧と層内圧の関係も明らかにされていない。

そこで，本研究では，非定常ベルヌーイ方程式を用いたシミ

ュレーションで壁面に作用する外圧の時刻歴データから層内

圧を予測し，各部材に作用する風力について検討する。 

 

2． 本研究の概要 

建物壁面の通気層は，壁面全体に連続して設けられるが，実物大の通気層全体をそのまま再

現して層内圧の測定実験を行うことは現実的ではない。そこで，本研究では，通気層全体をシ

ミュレーションモデルで再現し，層内圧の計算を行う。まず，実際の部材を用いて通気層の一

部を模した試験体に風洞実験で得られた変動風圧を作用させる実験(以下，実物大動風圧実験)

層内圧を測定する。次に，この実験結果を数値シミュレーションによって適切に再現できるよ

うな通気層のモデルを作成する。それを壁面全体のモデルへ拡張し，さらに，壁面に作用する

空間的・時間的に変動する外圧を入力値とすることで，層内圧を予測する。 

なお，通気層の施工方法には複数の仕様があるため，通気層の流れ性状に影響があると考え

られるパラメータを変化させて検討を行う。ここで，通気層と外部との流れ，または通気層内

での流れが生じる部分は，①嵌合部の隙間，②通気層上下端の開口，③胴縁間の隙間である。

これらの隙間の流れをモデル化するため，実物大動風圧実験では，嵌合部のみに着目した試験

体と，上端の開口状態と胴縁隙間の形状を変化させたアセンブリ試験体を用いる。 

 

図 1通気工法外壁システムの例 



3. 壁面風圧測定実験 

実物大動風圧実験と層内圧シミュレーションの入力値と

して，壁面に作用する外圧係数の時刻歴を取得するために，

風洞実験を行う。図 2に示すような切妻型軒付きの低層建物
を模した縮尺率 1/100の模型を用い，風向を変化させながら，

境界層乱流中で妻面および桁行面の風圧を測定する。 
 

4． 層内圧シミュレーション手法 
層内圧のシミュレーションには，非定常ベルヌーイ方程式に圧力損失を考慮した Oh et al. 1)

の方法を用いる。まず，通気層内をいくつかの仮想室に分割し，各仮想室の圧力は一様である

と仮定する。そして，仮想室(i, j)の内圧を Pi,j，外圧または隣接する仮想室の内圧を Pとし，
開口部および仮想室間の流れを層流と仮定すると，Pi,jと Pの関係は，式(1)のように表される。 
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 ρ：空気密度[kg/m3] l：隙間の深さ[m] U：流速[m/sec] ( 
・  は時間微分) 

 k：流量係数[-] n：流れ指数[-] ν：動粘性係数[m2/sec] 

 d：隙間の幅[m]   
    

また，仮想室についての質量保存則より，式(2)が導かれる。 
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 γ：比熱比 P0：大気圧[Pa] V0：仮想室の体積[m3] 

 A：開口面積または仮想室間の隙間の断面積[m2] N：仮想室数 

各方向の流れに式(1)を適用し， Runge-Kutta 4th order法を用いて時間刻み⊿tごとの流速変化
を求め，式(2)に代入して得られた圧力変化から，次ステップの各仮想室の内圧を計算する。 
ここで，嵌合部の有効隙間幅や，隙間の流量係数が不明であるため，実物大動風圧実験の試

験体を再現したモデルを用いたシミュレーションによる層内圧と実験値とが一致するように値

を決定する。このようにして決定した隙間の特性値を用いて，風洞実験模型の壁面の大きさに

拡張した通気層全体モデルを作成する。そして，全体モデルの各仮想室に風洞実験で得られた

風圧係数を外圧として与え，壁面全体の層内圧を計算する。 
 

5． まとめ 

通気工法外壁システムにおける適切な風荷重評価を行うことを目的として，通気層内圧をシ

ミュレーションによって予測することを試みた。 
参考文献 

1) Oh et al.：The UWO contribution to the NIST aerodynamic database for wind loads on low buildings: 

Part3.Internal pressures, Journal of Wind Engineering and Industrial Aerodynamics, 2007 

 

図 2 風洞実験模型 
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**Development of a stochastic model for predicting wind-induced damage to wooden houses in snowy cold 
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積雪寒冷地の木造住宅を対象とした 

小屋組の垂木・軒桁接合部の強風被害予測に関する研究＊ 

 

東北大学大学院工学研究科 吉田 早智子 
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大阪市立大学大学院工学研究科 ガヴァンスキ 江梨 

東北大学大学院工学研究科 植松 康 
 

1． はじめに 

本研究では主として積雪寒冷地にある木造住宅を対象とし，部材耐力と部材に作用する風力

の確率モデルに基づき，屋根の構造的・形態的特徴を考慮した強風被害予測モデルを提案する

ことを目的としている。 

積雪寒冷地では，住宅の設計時に積雪や地震に比べて強風への配慮に欠ける場合が多く 1)，

過去の強風被害調査においては図 1のような屋根部の大きな構造被害も報告されている。その

ため，設計で想定している風速以下の強風においても被害が発生する場合もあると考えられる。

そこで，本研究では小屋組の被害シナリオを想定するとともに，被害に影響を及ぼすと予想さ

れるパラメータを選定し，耐力と風力の確率モデルに基づく強風被害予測モデルを構築するこ

とを目指す。このような被害予測モデルを用いることで，各パラメータが被害に及ぼす影響を

明らかにし，有効な被害低減対策を講じることが可能になると考えられる。  

強風被害予測に関して，屋根に作用する風力は日本建築学会「建築物荷重指針・同解説

(2015)2)」(以後，「荷重指針」と称す)等によりある程度定められているが，屋根部の耐力に関

する系統的な研究はほとんど行われていない。そこで，本研究では特に耐力モデルに着目する。

積雪寒冷地における木造住宅の強風被害について，植松ら 3)は，屋根葺き材の耐力を過去の強

風時における風速記録と被害率に基づいて推定しているが，こ

の手法は特定地域の平均的な被害率を推定するものであり，

個々の建物特性は反映されない。そこで，本研究では既往の文

献や実物大耐力試験の結果に基づき耐力を推定することで，被

害に対する各因子の影響評価や個々の住宅に必要な耐風性能を

把握することを可能とする被害予測モデルの構築を試みる。 

 

2． 本研究で対象とする小屋組の強風被害のシナリオとパラメータ 

既往の文献調査に基づいて，積雪寒冷地にある木造住宅の小屋組の強風被害のシナリオと被

害に影響を及ぼすと予想されるパラメータを設定する。文献調査の結果，本研究では小屋組の

図 1 小屋組の強風被害

 



強風被害のシナリオを以下のように想定する(図 2)。 

雨戸やシャッターが用いられていな

いため強風時に飛散物によって開口部

(主に窓ガラス)が破損 

→内圧の上昇により，屋根に大きな風 

力が作用 

→垂木・軒桁接合部の破損 

→屋根の飛散 

また，強風被害予測において被害に影響を及ぼすと予想されるパラメータは屋根勾配，屋根

葺き材の種類および開口部の破壊の有無の 3点とする。 

 

3． 強風被害予測モデルの概要 

耐力 Rと外力 S が対数正規分布に従うと仮定すると，次式を用いて比較的容易に被害確率 pf
を計算することができるため本研究ではこの手法を用いる 4)。 

> @
2 2
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p P R S P P

Q Q

ª º
« » d  �)
« »�¬ ¼

   (1) 

ここで，μR：耐力 R の平均値，μS：外力 S の平均値，νR：耐力 R の変動係数，νS：外力 S の変
動係数である。また，Φ[・]は標準正規分布の確率分布関数を表す。 

耐力 Rは，文献 5)の実物大耐力試験の結果の値に基づき推定を行う。また，外力 S は，本研
究では小屋組の垂木・軒桁接合部を対象とすることから，比較的狭い範囲に作用する風力が対

象となる。そこで，そのような風力を荷重指針の「外装材用風荷重」に基づき推定する。 
 

4． まとめと今後の展望 

本研究は，積雪寒冷地の木造住宅を対象とし，住宅の構造的・形態的特徴や強風被害の特徴

を考慮した強風被害予測モデルを提案することを最終目標としている。本報では，小屋組の強

風被害に着目し，文献調査や現地調査，耐力試験に基づき，強風被害予測モデルを提案した。

部材の劣化の評価方法や連鎖的な被害を十分に考慮できていないこと等の課題は残るが，それ

らの検討を行うことで予測精度を向上できると考えられる。 
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図 2 小屋組の強風被害のシナリオ 
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* Literature survey on damage of hot springs due to the 1896 Rikuu earthquake by Toshihiko Mizuta and 
Hiroshi Kagami 
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*Tracing for footprints on reconnaissance reports of 1896 Rikuu earthquake by Hiroshi Kagami and 
Toshihiko Mizuta 
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秋田県南部海岸における汀線位置変化動向と海域構造物規模の関係 

に関する実証研究＊ 

 
秋田大学 鍵主佳飛 秋田大学 松冨英夫 

 
１．はじめに 
 松冨ら（1992）は秋田市の雄物川河口（放水路口）からにかほ市の

平沢漁港までの延長約45 kmの秋田県南部海岸（図-1）の汀線位置変化

を1991年8月から月に2回（13年4ヶ月間）、2005年1月からは月に1回（11
年11ヶ月間）の頻度で現地調査している。また、日本海側で初の島式

漁港である道川漁港（沿岸方向幅約270 m、初期の離岸距離約340 m）

の背後2地点（St.6ʺとSt.6。以下、調査点をSt.と略記）と漁港南端から

約350 m南側に位置し、その南西沖に2014年から離岸堤が築造されてい

る地点（St.6'）の計3地点で汀線位置変化を現地調査している。漁港南

側の調査点St.6'は1998年5月から、漁港北端の調査点St.6ʺは2015年4月か

らの調査である。後者の調査目的は、①大規模海域構造物の背後地汀

線位置変化への影響、②同一波浪条件下における海域構造物の規模に

よる汀線位置変化への影響差と③本海岸における卓越沿岸漂砂方向の

検討にある。                          図-1 対象海岸と調査点 
 本研究は秋田県南部海岸における海域構造物規模の汀線位置変化動向への影響を、これまで

の汀線位置変化に関する現地調査データの巨視的かつ微視的な解析を通して実証的に論じる。 
 
２．海域構造物規模の影響 
 各調査点における諸構造物の設置状況は表-1の通りである。表-1の情報段階で海域構造物の

汀線位置変化への影響が心配される調査点はSt.4、St.6ʺ、St.6、St.6'、St.9、St.14、St.16である。 
 図-2に各調査点における1年毎の汀線位置変化を示す。St.6については調査開始初期の4年間

分を除いた1996年からのものを示している。 
 表-2に図-2と秋田沿岸海岸保全施設台帳（秋田県河川砂防課、2016）から判断した各調査地

における海域構造物の有無、設置位置、規模と通年の巨視的な汀線位置変化動向を示す。表中、

凸とは汀線位置が夏季に前進、冬季に後退、凹とは夏季に後退、冬季に前進傾向であることを

示す。 
 海域構造物がない場合、通年の汀線位置変化動向は凸である。また、St.4、St.9、St.16など、

近場に単堤の離岸堤のような小規模な海域構造物があっても、本海岸の汀線位置は波の穏やか

な夏季に前進、波の荒い冬季に後退（凸）の傾向である。この傾向は大規模な道川漁港の北端

背後と南端の南側に位置するSt.6ʺとSt.6'でも同じである。ただし、St.6ʺはSt.6'に比べて通年の

汀線位置変化の振幅が大きい傾向にある。 
                                           
* An empirical study on the relationship between trend of shoreline position change and scale of sea 

area structure on the Akita Southern Coast     by Kai KAGINUSHI and Hideo MATSUTOMI 
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 一方，St.6は大規模な海域構造物である道川漁港の配後に位置し，汀線位置は夏季に後退，

冬季に前進傾向で，St.14を除く他の調査点と逆の変化動向を示す。これは，(1)夏季は波が小さ

いため（周期が短いため），回折による漁港背後への波と漁港周辺への直接波との絶対的な波

諸元差が小さく、(2)冬季は波が大きく（周期が長く）、回折による漁港背後域への波と漁港周

辺への直接波との絶対的な波諸元差が大きいためと考えられる。また、通年の汀線位置変化の

振幅が大きい傾向にある。汀線位置変化の微視的な動向は発表時に言及する。 

 
表-1 各調査点における諸構造物の設置状況   表-2 海域構造物の有無、設置位置、規模 

と通年の汀線位置変化動向の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
        (a) St.0'           (b) St.0             (c) St.2            (d) St.4 

 
        (e) St.6ʺ           (f) St.6             (g) St.6'           (h) St.9 

 

        (i) St.14            (j) St.15             (k) St.16         (l) St.18 
図-2 各調査点における1年毎の汀線位置変化 

調査点 海 域 
構造物 

設置 
位置 規模 通 年 の 

変化動向 
St.0' 無 － － 凸 
St.0 無 － － やや凸 
St.2 無 － － 凸 
St.4 有 正面 小 やや凸 
St.6  ̋ 有 南北 大・小 凸 
St.6 有 正面 大 凹 
St.6' 有 南北 大・小 凸 
St.9 有 北 小 凸 
St.14 有 南北 大・小 やや凹 
St.15 無 － － やや凸 
St.16 有 北 小 凸 
St.18 無 － － やや凸 

調査点 諸構造物の設置状況 
St.0' 海域構造物なし 
St.0 海域構造物なし 
St.2 海域構造物なし 
St.4 ほぼ正面に潜堤，北側に離岸堤，背後に消波護岸 
St.6  ̋ 島式漁港の北端背後に位置し，北側に離岸堤群 
St.6 島式漁港の背後に位置 

St.6' 島式漁港南端から約 350 m 南に位置．2014～2015
年にかけて南西沖に離岸堤が出現．背後に消波護岸 

St.9 北側に離岸堤．背後の消波工に波が当たることあり 
St.14 防砂堤の付け根に位置．最近南に離岸堤群を設置 
St.15 海域構造物なし．南に西目川河口，背後に消波工 

St.16 北側に離岸堤，南側に消波護岸，背後は階段護岸．
階段護岸に波が当たることが多い 

St.18 直接に影響を与えるような海域構造物なし 
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Analysis of erosion and accretion waves on Cua Dai Beach in Central Vietnam  
 

Dinh Van Duy1, Hitoshi Tanaka2, Yuta Mitobe3, Nguyen Trung Viet4 and Le Thanh Binh5 
 

1. Introduction 
 In recent years, beach erosion has occurred at almost all delta coastlines in Vietnam. Cua Dai Beach 
located on the left coastline of Thu Bon River delta in Central Vietnam is also one of such cases. 
Because of significant beach deformation at Cua Dai Beach, there have been many studies related to this 
problem such as finding the erosion mechanism (Tanaka et al., 2015) or applying beach nourishment as a 
sustainable solution against coastal erosion at Cua Dai Beach (Fila et al., 2016). In addition, Duy et al. 
(2016) applying the analytical solution of one-line model for delta formation proposed by Larson et al. 
(1987) to find a constant expressing time scale shoreline change denoted by H (m2/day). However, there 
are still many assumptions in his study. Therefore, it is necessary to find further approach for the 
estimation of the constant H in order to make comparison with result from the previous study. For that 
reason, an analysis of erosion and accretion waves on both sides of Cua Dai River mouth will be 
performed in this study to clarify the value of H. 
2. Study area and data collection    

Cua Dai Beach is a 5km long coastline on the left of Thu Bon River mouth (also known as Cua Dai 
River mouth) (Figure 1). Cua Dai Beach used to be one of the most beautiful beaches in Vietnam. 
However, severe erosion has resulted in the completely lost of this white sandy beach. Moreover, the 
erosion zone is proceeding northward to the neighbor beaches and this phenomenon can be observed 
clearly from the recent field trips. 

Concerning the data set used in this study, Landsat images from 1973 to 2016 were utilized. Those 
images are rectified to the same coordinate system in the World Geodetic System 84 (WGS-84) with the 
coordinates of the origin are 217,298.08 E and 1,754,078.07 N. The baseline is set at 144.94 degrees 
counter clockwise from the North. In this study, tidal correction was not performed since the maximum 
difference between shoreline positions before and after tidal correction is still smaller than the resolution 
of Landsat images. Spatial moving averaging was applied to reduce the impact of big scatter in shoreline 
position due to low resolution of the Landsat 
images. 
3. Results and discussion 

Figure 2 shows the comparison between the 
measured data and the analytical one in terms of 
propagation speed of the erosion wave. Figure 2a 
and 2b both represent the shoreline changes of 
Cua Dai Beach with reference to the shoreline 
position in 1989. In which, shoreline positions 
for Figure 2a are extracted from Landsat images 
while shoreline line positions for Figure 2b are 
obtained from analytical solution for delta 
growth (Larson et al.,1987) as in Eq. (1). 
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Figure 1. Study area 



In which, y: shoreline positions; x: longshore coordinate with the origin at the river mouth; t: time; q0: 
sediment supply rate from the river; D=DB+DC (DB: berm height, DC: depth of closure); H: diffusion 
coefficient related to the longshore sediment transport coefficient; erfc: complementary error function. 

After obtaining the shoreline positions, Figure 2a and 2b can be easily plotted by subtracting the 
shoreline positions from the initial one in 1989 as presented in Eq. (2).  
 � � � �1989,, xytxyy � '  (2) 

As can be seen from Figure 2, there is a good agreement between the measured data (61m/year) and 
the theoretical one (71m/year). It should be noted that shoreline positions from the analytical solution 
were obtained with the value of H=125 m2/day. This value of H is obtained from Duy et al. (2016). 
Therefore, it can be concluded that the value of H=125m2/day is reliable. 
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 a) Measured data                              b) Analytical solution 
Figure 2. Comparison between measured data and analytical solution 
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UAVを用いた高頻度海浜モニタリング＊ 
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1． はじめに 

海浜形状データは海岸部における土砂輸送や地形変化を把握するための基礎的なデータと

して必要不可欠である。空中写真は広域の地形情報を一度に捉えることができ，海岸を対象と

した研究にも大いに活用されてきている。一方河口地形は複雑な外力のもと絶えず変化し続け

るため，この変形過程を分析するには，高頻度にデータを取得することが必要になる。しかし

従来の空中写真測量は高価であることから，高頻度に実施することには難しさが伴う。一方で

近年，小型の UAV(Unmanned  Aerial  Vehicle)の普及が進み，その簡便さから海岸部のモニタリン
グにも適用され始めている（例えば，松葉ら，2016）。本研究では，一週間に一度という高い頻
度で UAVを用いた空撮を実施し，その空中写真を解析することで，河口の変形過程について分
析を行う。 
   

2． 研究対象と研究手法 

本研究では二級河川・七北田川河口付近を対象とした（図 1）。この地域はこれまでにも様々
な研究がなされており，その変形過程について分析が行われている（例えば，Srivihok，田中，
2004）。最近では 8月末に東北に上陸した台風 10号の影響で，海岸線が大きく浸食された。一
方河口部の砂州は日常的に変形している。 
今回の研究では，SwellPro社製の Splash  Droneを用いた。内蔵 GPSによる完全自律飛行が可

能なため，予め河口部を含む全長約 1kmの海岸線を航路に選択し，航行及び空撮を行った（図
1）。UAV の移動速度は約 5m/s，撮影間隔は 0.5 秒とした。使用したカメラの解像度は 12MP
（3000×4000）で，高度 80mから空撮を実施した。地上解像度は 4cmとなっている。なお，カ
メラは広角レンズのものを使用したため，画像全体にレンズ歪みが生じたが，キャリブレーシ

ョンを実施し，得られた校正値を用いてこれを除去した（図 2）。今回は得られた画像群から，
河口部だけを抽出し解析を行った。画像の幾何補正は，画像内にある漂流物等を地上基準点と

して用いることで実施し，幾何補正された画像から，輝度を利用し汀線を抽出した後，潮位補

正を行った。 
 

3． 結果と考察 

 高度 80mでの地上解像度は約 4cmなので，地上の小さな漂流物や凹凸，色の変化などを目視
で確認できた（図 2）。また河口部の汀線変動を図 3として示す。これは 10月 22日から 11月 
18 日までの一週間間隔の汀線データを 10 月 22 日を基準画像としてプロットしたものである。 



これを見ると，特に河口右岸部で砂が堆積傾向にあることがわかる。NOWPHAS（全国港湾海
洋波浪情報網）で，七北田川河口から一番近い仙台新港の波浪情報から，この海岸線では最多

波向が東南東であることが分かった。これにより河口右岸側からの沿岸漂砂が卓越し，河口左

岸側も堆積傾向ではあるものの，より河口右岸側に堆積したと考えられる。今後は，UAV空撮
によって得られた画像から得られた汀線データや波浪データ，NOWPHASの観測点から得られ
た波浪情報をより詳細に分析することで，河口砂州及び海岸線の変形過程を議論していく。 
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図 1：対象地域（七北田川河口部） 

図 2：撮影された写真           図 3:河口部の汀線変動 



*Economic evaluation of beach in Japan by Hedonic Approach by Kanako Hamada and Keiko Udo 

変数名 単位 出典

公示地価 円/m2

地点面積 m2

前面道路幅員 m

最寄り駅との距離 m
用途区分が住居地域である （ダミー変数）

砂浜幅 m 国土地理院　海岸情報データファイルをArc上で計測
公園や海水浴場が整備されている （ダミー変数） 地図上で目測
海岸との距離 m 地図上で計測

国土交通省　国土数値情報地下公示データ，土地総合情報ライブラリ

我が国におけるヘドニック法を用いた砂浜の経済評価＊ 
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1． はじめに 

気候変動に関する政府間パネル第 5 次評価報告書により，気候変動に起因する海面上昇が 

予測されている。さらに，その影響で海岸侵食が進行し，日本の砂浜の最大約 9 割が消失する

可能性があるとされている（有働・武田，2014）。 

 砂浜は，陸域への波浪の侵入を防ぐ防災機能を有するほか，動植物の生息地，人々のレクリ

エーションの場など多様な役割を担う空間である。砂浜の消失はこうした機能を失うことを意

味し，長期的な砂浜の侵食に対して，その機能を維持するための策を講じる必要がある。砂浜

消失は日本全国において予測されているが，そのすべてを保全することは現実的ではなく，砂

浜の重要度に応じて保全する必要がある。本研究では，日本全国の砂浜の重要度を測るために，

ヘドニック法を導入して統一的な手法で経済評価を行うことを目的とする。 

 

2． 研究方法 

77 の沿岸区分を対象にヘドニック法を用いた。ヘドニック法は，ある価格はそれを構成する

要素によって説明されるという理論に基づいて，価格に対して各要素が与える影響を評価する

手法である。地価などが用いられ，大野（2000）によると下記の式で表現できる。 

ℎ = 𝑎 + 𝑎ଵ𝑥ଵ + 𝑎ଶ𝑥ଶ +⋯+ 𝑎𝑥 + 𝜀 
        （h:地価， 𝑎:パラメータ， 𝑥：要素，𝜀：誤差項） 

ここでは公示地価を目的変数とし，藤田ら（1997）を参考に構成要素として表-1 のデータを

採用した。これらを使用して重回帰分析を行い，その結果を考察した。  

 

表-1 使用データ 

 

 

  

 

 

 

 

3． 結果とまとめ 

図-1 および 2 に示す千葉と千葉東の区分における分析結果を表-2 および 3 にそれぞれ示す。 

 



係数 t P-値
切片 12414.22 5.868593 6.63E-06 1％有意
地積 -2.28413 -0.68944 0.497754
前面道路幅 2308.843 5.81343 7.54E-06 1％有意
駅との距離 -0.83978 -4.92375 6.34E-05 1％有意
住居地域 1824 1.195583 0.244588
砂浜幅 -54.2429 -2.35015 0.028146 5％有意
公園・海水浴場 7371.474 4.50069 0.000178 1％有意
海岸までの距離 -3.00751 -2.40409 0.025075 5％有意

決定係数 0.75245 観測数 30

係数 t P-値
切片 17533.72 2.357265 0.027294 5％有意
地積 -4.24 -0.90246 0.376166
前面道路幅 1498.37 1.955526 0.062777 10％有意
駅との距離 -1.26841 -1.54309 0.136456
住居地域 9250.285 2.595436 0.016174 5％有意
砂浜幅 -56.1719 -1.72615 0.097731 10％有意
海岸までの距離 1.040371 0.328927 0.745187

決定係数 0.52557 観測数 30

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 千葉                 図-2 千葉東 

 

    表-2 千葉における分析結果       表-3 千葉東における分析結果 

 

 

 

  

 

 

  

千葉において，表-1に示すすべての変数で分析を行うと，砂浜幅と公園・海水浴場の 2変数

間の相関が 0.7 を超え非常に大きくなった。砂浜が存在する点では必ず公園あるいは海水浴場

が整備されており，この 2変数が同じ意味を持つことになったため，砂浜幅のみを採用した。 

砂浜幅について，千葉・千葉東ともに負の値を示している。これは砂浜幅が広いほど地価が

低下することを意味するが，係数の値がほかに比べ小さいことや，t 値の絶対値も小さくなっ
ていることから，これらの砂浜の影響力は大きくないと言うことができる。千葉と千葉東それ

ぞれの係数を比較すると，ほぼ同じ値になっている。しかし，t 値に注目すると，千葉東の砂
浜幅の方が地価に対し強く影響するとわかる。 

 今後，全国の砂浜において同様の分析を行い，砂浜の重要度について検討する予定である。 
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直線状の海岸砂丘上の風況特性に関する研究 
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1． 序論 

海岸砂丘は，内陸への波浪や飛砂の侵入を防ぐ自然堤防としての機能を有する。しかしなが

ら，例えば茨城県の砂丘では風の影響で人工的に作られた直線状の砂丘が数十年かけておよそ

100 m毎の小さい砂丘に分断されることが Udo et al. (2003；図 1(a)-(c)参照)によって示されてお
り，こういった砂丘の長期変形は堤防としての機能を大きく損なう恐れがある。本研究では砂

丘を分断するメカニズムを明らかにするため，ラージエディシミュレーション (LES) を用いた
数値計算により直線状の砂丘周辺の風況を再現することを目的とする。 
 

2． 研究方法 

2005年に国土地理院によって測定された 2 mメッシュの数値標高モデルを用いて，砂丘周辺
の風場の数値計算を行った。ここではラージエディシミュレーション（LES）を基礎とした数
値流体解析のソフトウェア RIAM-COMPACT® (Uchida, 2014) を用いた。計算領域は水平方向に
0.5 × 0.5 km2，鉛直方向に 0.2 kmとした。流入境界面は主流方向と垂直になるように設定した。
グリッド数は水平方向に 400 × 400，鉛直方向に 50である。風の流入条件は 1/7のべき乗則に

よって決定した。側方境界面と上部境界面はすべり条件，流出境界面は対流型流出条件とし，

地面は粘着条件とする。流入する風の風速 u0 と角度T0 は，研究対象領域の風配図(Udo et al., 
2003) を考慮して，ケース 1ではそれぞれ 20 m/sと 22.5°（北北東），ケース 2では 20 m/sと 112.5°
（東南東）とする。いずれも砂丘を斜めに横断する風向である。 

 

3． 結果と考察 

地面から𝑧 = 0.07mにおけるケース 1およびケース 2の流入風向方向の平均風速を，それぞれ
図 2(a)および図 2(b)に示す。またそのときの砂丘に沿った平均風速の変化を図 2(c)および図 2(d)
に示す。図 2(a)と図 2(b) ともに，特に図 2(b)では砂丘に沿って約 100m間隔で速度が増大する
傾向にあった。これを砂丘コンターの変化 (Udo et al.，2003；図 1(b)) と比較すると，砂丘が
分断された場所と風速が増大する場所が概ね一致しており，砂丘に沿った風速の違いにより砂

丘の分断が生じたことが示唆された。今後，風速の鉛直方向の変化や，三次元的な風の挙動，

地形の影響など，より詳細な解析を行う必要がある。 
 

4． 結論 

本研究では，直線状の海岸砂丘周辺の風況について，ラージエディシミュレーションを基礎

とした数値流体解析ソフトウェア RIAM-COMPACT® を用いて再現した。流入風速および風向
を 20 m/sと 112.5°（東南東）としたとき，砂丘に沿って風速が増大する場所が見られた。 



(a) (b) 

 

 

図 1. (a) 2 mメッシュ数値標高モデル(国土地理院提供)，(b) 1984年から 1999年の砂丘コンター
の変化（Udo et al.，2003），(c) 茨城県下津海岸の 1985年から 1999年の風配図。(a)での赤枠は
風向北北東および東南東のときの計算範囲を示す。 

 

        

       

図 2. (a) 風速 u0  =  20 m/s，角度T0 =  22.5°(ケース 1)と風速 u0  =  20 m/s，角度T0  =  112.5°における
流入風向方向の平均風速の数値計算結果と(c) ケース 1 および (d) ケース 2 における地表から
の高さ𝑧 = 0.07mでの砂丘に沿った平均風速の変化 
 

参考文献 

1) Uchida, T., 2014. Validation testing of the prediction accuracy of the numerical wind synopsis 
prediction technique RIAM-COMPACT for the case of the bolund experiment: comparison against 
a wind-tunnel experiment, Reports of RIAM, Kyushu University, 147, 7-14. 

2) Udo, K., S. Takewaka, and H. Nishimura, 2003. Long-term morphological change of backshore 
dunes, Coastal Engineering 2002 (Proc. of 28th Int. Conf. on Coastal Eng.) , 3786-3798. 
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三沢海岸 2016年地形変動特性 

 
八戸工業大学工学部土木建築工学科  佐藤 航、佐々木 幹夫 

 

1. はじめに 

 三沢海岸では、三沢漁港防波堤の建設以来、その北側海岸において侵食が急激に進んでいた。三

沢海岸の侵食を防ぎ砂浜を残すための対策としてヘッドランド工法が用いられている。ヘッドラン

ド工周辺の海岸地形を定期的に調査することで、地形変動の傾向を把握でき、海岸の地形変動の特

性を明らかにすることができる。また同時に、ヘッドランド工法の効果を確認することが可能とな

る。本研究では、2016年 4月から 12月までの汀線位置を調べることにより地形の変動特性を明ら

かにしてみる。 

2. 現地観測 

 観測は、ＧＰＳ、小型パソコンを一枚の板に固定して、Ｂ１～Ｂ１３ＨＬ区間（１４ｋｍ）を汀

線に沿って歩き汀線位置を月に 1度の割合で測定した。気象条件により観測実施日は左右されたが

おおむね月 1回の観測は実施できた。             

    

3. 地形変動特性   

図 1は 2000年 4月 29日と 2015年 12

月 24日における汀線位置を示す。図に

おいて点線は、2000年 4月 29日の汀線

位置を示し、細線は 2015年 12月 24日

の汀線で、太線は 2016 年 4 月 25 日の

汀線を示している。図より、B6HLから

B7HL海岸において太線が 2015年 12月

24 日汀線より南側で前進、北側では、

ほぼ同位置にある。2000年 4月 29日汀

線と比較すると、前進と後退を繰り返し

ながら、ほぼ同位置にある。汀線形状は、

円弧状を示し、この海岸は安定化が進ん

でいると考えられる。一方、B7HLから

B8HL海岸では、2016年 4月 25日の汀

線が、2000年 4月と 2015年 12月の汀

線位置より前進していることがわかる。

この海岸でも形状は円弧状を示し、海岸

の安定化が進んでいると考えられる。 

 
図 1 地形変動特性 2000 年 4 月 29 日 2015 年 12
月 24日 2016年 4月 25日における汀線位置 
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図 2は 2000年 4月 29日から 2016年

4 月 25日および 11月 2日の B6HLか

ら B7HL 間の汀線位置を示す。点線は

2000年 4月 29日を示し、細線は 2016

年 4月 25日を、太線は 2016年 11月 2

日の汀線位置を示している。図 2 より

B6HL から B7HL 海岸において、太線

が 2016 年 4 月、2000 年 4 月汀線より

全体的に後退していることがわかる。

B7HLから B8HL海岸も 2000年 4月、

2016年 4月汀線より、後退しているこ

とがわかる。しかし、この後退は、海岸

の侵食を意味するものでなく、年変動

の範囲内の後退である。 

 図 3は 2016年における 4月 25日か

ら 11月 2日にまでの B6HLから B7HL

までの各月の汀線位置を示している。

一番前進しているのが 4月 25日の汀線

であり、一番後退しているのは、8月 25

日の汀線である。他の月はこれら二つ

の汀線間に位置している。汀線形状は

ヘッドランドの近くが前進、ヘッドラ

ンド間中央部が相対的に後退している

形状となっており、その形は円弧に近

くなっており、この形状は海岸がヘッ

ドラインにより安定化が進んでいるこ

とを示していると言える。 

 

4. おわりに 

 本研究では、2016年 4月から 1月に

月に一度の割合で汀線位置を測定する

計画で現地観測を実施した。その結果、

ヘッドラインの建設により、三沢海岸

は安定してきていることを示すことが

できた。 

  

 

 
図 3 地形変動特性 2016年 4月 25日から 11月 2日
における汀線位置 
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図2 地形変動特性 2000年4月29日、 2016
年4月25日、 2016年11月2日における汀線位

-1200

-800

-400

0

400

800

1200

0 40 80 120 160 200

S
-
N

 (
m

)

W-E (m)

2016.4.25
2016.06.03
2016.06.29
2016.07.26
2016.08.25
2016.09.20
2016.10.14

B6ヘッドランド

B7ヘッドランド

B8ヘッドランド



小川原湖汽水環境調査 

 

八戸工業大学 古村 朋也・佐々木 幹夫、鉄建建設㈱ 功刀 智 
 

1. はじめに 
本研究では、青森県の東部に位置する小川原湖を

調査対象地としている(図 1)。高瀬川は湖沼面積

62.12km2、水面の標高は 2014 年の年平均水位が

0.291ｍとなっている。小川原湖は、日本の湖沼では

11 番目の面積規模を有している(汽水湖の中では 5

番目)。青森県では、最大の湖である。また、流入河

川は七戸川や花切川などで流出河川は高瀬川となっ

ている。小川原湖の水質が平成 16年から平成 26年
にかけて急激に悪化している。水質悪化の原因とし

て塩分進入量の増加や、塩淡境界面の上昇が考えら

れている。そこで、本研究では、湖における汽水環

境特性を明らかにすることを最終的な研究目的とし、

今年度は、遡上塩水の現地観測を行い、遡上している塩水の鉛直構造を検討してみる。 

 
2. 観測方法 
観測は自記式の塩分水温計、

流向流速計を用いて、10月 6
日から 11月 10日にかけて行
った。図１に観測地点を示す

（図 1 印）。写真 1に流向流
速計と塩分計の固定状況を示

す。流向流速計は底面から

48cmの高さに設置した。計器
設置は観測地点に船で行き船

上よりロープに固定した塩分計(写真 1)を鉄パイプに縛り付けて固定した(写真 2)。塩分計の位
置は湖の底より約 18日間隔で 16ｃｍ、32ｃｍに設置した。 

 
3．結果と考察 
図 2、図 3 に湖底から 16cm、32cmの高さの塩分観測結果を示す。観測は 10/6 から 10/24 の

18日間は湖底より 16cm、10/24から 11月 10日の 19日間は湖底より 32ｃｍの位置で行ってい
る。図の縦軸は塩分濃度を示し、単位は psuである。図 2に示すように湖底 16ｃｍの時は 10/8、
20:00 から 23:00 は高い濃度となりすぐに減少し、10/17 から 10/24 までは、塩分濃度が上昇、

 

図１ 観測機器設置位置（ 印） 

 
写真 1現地観測の状況  写真 2計測器設置完了後の様子 

            左:流向流速計、右:塩分計 

 

 

 



下降を繰り返している。湖底から 32cmの高さは(図 3)、11/1、11/4から 11/5は大きく上昇し下
降している。図 4に高瀬川の順流と逆流を示す。縦軸は流速を示し、横軸は時間で単位は１０
/1からの日数(32から 11/1)である。流速がプラスのときは順流（湖から海へ）、マイナスの流

速は逆流を示す。図

2 と図 4 の比較より

10/17 逆流から塩水

が観測地点に進入し

ている。この逆流は、

図 2の塩分濃度が高

くなっているところ

に対応している。図

3 と図 5 を比較する
と逆流は生じている

が上層までは塩水が

多くは来ていない

ことが分かる。 

 

4．おわりに 
 湖に塩分計を

設置し塩分の現地

観測を実施し、遡

上塩水の鉛直構造

を調べてみた。 

 
図 2 塩分観測結果(Z=16cm) 
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図 3 塩分観測結果(Z=32cm) 
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図 4 高瀬川の順流と逆流(10/6～10/24) 
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図 5 高瀬川の順流と逆流(10/24～11/10) 
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* A fundamental study of surface velocity estimation with SAR data on tropical glacier by Shota Funaki, 
Yoshihiro Asaoka and Hiroyuki Wakabayashi 

熱帯氷河の流動速度推定に向けた 

合成開口レーダー利用に関する基礎的検討＊ 

 

日本大学大学院工学研究科土木工学専攻 ○舩木 翔太 
                        日本大学工学部土木工学科  朝岡 良浩 

日本大学工学部情報工学科  若林 裕之 
 

1． はじめに  

氷河末端の変動は，涵養域の雪氷量が氷河流動によって消耗域に移動し，消耗域で減少した

雪氷量との収支によって決まる。このことから，氷河流動は氷河の末端変動に大きな役割を果

たす。氷河の流動速度を調べる上で，山岳氷河は現地調査が困難なため，連続的かつ広域的に

観測可能な衛星リモートセンシングが有効である。これまでに，光学センサや SAR(Synthetic 
Aperture Radar:合成開口レーダー)によって観測された 2 時期の画像を用いた画像相関法や
InSAR (Interferometric SAR:干渉 SAR)による研究が行われている。ここで，合成開口レーダーと
は，見かけ上アンテナを合成して観測対象の画像の空間分解能を向上させたレーダーである。

SARは能動型センサであるため，太陽や対象物を放射源としている光学センサとは異なり，昼
夜を問わず観測可能という特徴をもつ。また，全天候で観測可能という特徴がある。この特徴

は，被雲率の高い極域や熱帯地域などでの観測に有効である。 
本研究では，熱帯氷河の流動速度推定に向けた合成開口レーダー利用に関する基礎的検討と

して 2期間の InSAR解析を行った。 
 

2． 対象氷河および使用データ 

本研究は，南米ボリビア多民族国のアンデス山脈に

分布する 2つの熱帯氷河を対象とした。それぞれ，ワ
イナポトシ西氷河およびコンドリリ氷河である。 
使用データは人工衛星 ALOS-2(Advanced Land 

Observing Satellite-2:陸域観測技術衛星だいち 2号)に搭
載されている PALSAR-2(Phased Array type L-band 
Synthetic Aperture Radar-2:フェーズドアレイ方式 L バ

ンド合成開口レーダー)によって観測されたデータを
用いた。観測波長帯は L-Band (波長 λ=23.6cm)，回帰日
数は 14 日である。使用した PALSAR-2 データを表-1
に示す。分解能は 10mである。 

 
図-1 対象氷河 

ワイナポトシ西氷河

コンドリリ氷河



3． InSAR解析の概要 

InSAR 解析とは SAR によって観測された，異なる 2
時期の位相情報をもつ複素画像について位置合わせを

行い，生成された干渉縞から地表面変位を算出する手法

である。 
本研究では若林(2009) の SAR 解析手法を適用して，

2 期間の InSAR 解析を行なった。解析期間はペア 1 の

2015年 3月 8日－2015年 3月 22日(14日間隔)およびペ
ア 2の 2016年 3月 6日－2016年 5月 1日(56日間隔)の
計 2ペアである。軌道間基線長はペア 1が約 59m，ペア
2が約 30mである。 
 

4． 結果および考察 

ワイナポトシ西氷河における 2 期間の InSAR 解析の
結果を図-2に示す。ペア 1(14日間隔)では標高約 5100m
付近に氷河の流動によると考えられる約 1 周期の干渉
縞を確認できた。ペア 2(56日間隔)では干渉縞を確認で
きなかった。ペア 2において干渉縞を得られなかった要因として，時間間隔が広いことと，解
析期間が 3 月～5 月と雨季の期間(11 月～4 月)を跨ぐため，降雪や降雨により地表面の状態が

大きく変化したと考えられる。 
 

5． 終わりに 
本研究は，熱帯氷河の流動速度推定に向けた合成開口レーダー利用に関する基礎的検討と

して 2期間の InSAR解析を行った。その結果，ワイナポトシ西氷河においてペア 1(14日間隔)
で 1周期の干渉縞を得ることができ，ペア 2(56日間隔)では干渉縞を得ることは出来なかっ

た。今後は，InSAR解析の結果をもとに，氷河流動速度の推定を行う。 
 
謝辞：本研究の一部は JSPS科研費(15H06642,代表:朝岡良浩)，JSPS二国間交流事業の助成を受
けた。PALSAR-2データは JAXAより提供(JAXA PI No. 1362)を受けたものである。ここに記し
て謝意を表する。 

参考文献： 1) 若林 裕之 : PALSARデータの多偏波干渉 SAR解析,平成 21年リモートセン

シング学会学術講演会, pp.281-282, 2009 

表-1 ALOS-2/PALSAR-2 使用データ一覧 
シーン ID 観測日 軌道 運用モード 

ALOS2042663940-150308 2015/3/8 南行軌道 SM3 
ALOS2044733940-150322 2015/3/22 南行軌道 SM3 
ALOS2096483940-160306 2016/3/6 南行軌道 SM3 
ALOS2104763940-160501 2016/5/1 南行軌道 SM3 

 

 

図 -2 ワイナポトシ西氷河の
InSAR 画像  (A)ペア 1(14 日間
隔), (B)ペア 2 (46日間隔) 



*Estimation of volume of driftwood at railway bridge by using drone aerial photography by Kazuki Horii, 
Yuriko Matsubayashi and Toshinori Ogasawara 

マルチコプターでの空撮による鉄道橋に堆積した流木量の推定 

 

岩手大学大学院 ○堀井一希  岩手大学 松林由里子  岩手大学 小笠原敏記 

 

1． はじめに 

 2016年 8月 30日に岩手県を通過した台風第 10号による降雨に伴い，岩手県久慈市市街地を

流れる久慈川流域で，大量の流木が発生した。この流木が久慈川にかかる橋梁に堆積し，河川

氾濫により久慈駅周辺で床上浸水被害発生の一因となったと考えられる。 
近年，小型 UAV による空撮画像による高精度な地形情報取得技術が開発され、様々な分野

で利用されている 1)。自然災害の被災状況の把握にも活用されており，今後の対象分野の拡大

が期待されている 2)。 
本研究では，橋脚周辺の流木堆積状況の把握のために，マルチコプターで撮影した画像を解

析して三次元のデータを作成し，橋脚に堆積した流木量を算出した。非接触観測で流木量の推

定を行った既往の研究 3）では，3D スキャナを用いて，橋脚と流木の三次元モデルを作成し，
流木撤去後の地形データを利用して高精度に流木量を算出している。本研究では，制度は劣る

が，より安価なマルチコプターを用い，上空からの撮影により，安全な場所から広範囲の流木

量の推定を行える手法を用いて流木量を推定した。 
 

2． 調査内容 

対象領域は橋脚に流木が堆積し，上流の左右岸か

ら越流した JR 八戸線の鉄道橋とし，写真 1 に赤線
で示す範囲を撮影対象とした。矢印は流下方向を示

す。 

撮影は 9月 2日に行い，DJI社製の Phantom4と搭

載されているカメラを使用した。対象領域の上空約

50mの高さからカメラを地面に対して垂直に向けて
行った。 
 

3． 解析結果 

マルチコプターで撮影した画像から三次元的な堆積状況を得るために Agisoht 社の

PhotoScanPro を用い，RTK-GPS による測量データによる補正を行って三次元モデルを作成し，
線路と橋脚，地盤の堆積を引いて流木量を求めた。図-1に三次元モデルの上空と左岸上流から
見た図を示す。写真-2 は 9 月 12 日に撮影した鉄道橋の様子である。また，図中の矢印は流下
方向を示す。 

 
写真 -1:久慈川鉄道橋の航空写真 (国土地

理院（2013年撮影)を加工 

久慈川 



    

 

 

流木量の計算を行うに当たって，作成した三次元モデルから

10cm/pixelの解像度で数値標高モデル（以下、DEMと略す）を

抽出して用いた。DEMによる鉄道橋周辺の高さの分布を図-2

に示す。 

解析対象は，左岸部に堆積した流木のみを対象とし，空隙は

ないものとして計算した。 

 流木の体積計算は，鉄道橋に隣接するテニスコートの高さを

基準とし，基準点の位置を図-2に赤点で示す。基準点より標高

が高い点を流木または橋とし，標高が低い点を地盤として計算

を行った。 

DEMから流木と橋の合計体積を求め，さらに橋桁と橋脚の体積を引いた値を堆積した流木量

とした。橋の体積は実測結果や三次元モデルの計測から，橋脚 2本，線路距離 24.8mに対して、

堆積量 164.5m3の結果を得た。 

 

4． まとめ 

マルチコプターでの上空からの撮影で，流木の堆積が算出でき、災害の状況把握に役立つと

考えられる。しかし，今回求めた流木の堆積は，洗掘された地盤の高さ、橋桁や橋脚の体積に

誤差が含まれるため、流木撤去後の線路の三次元解析を行い，計算の精度を高めることで，流

木量の精度が向上できると考えられる。 
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図-2:左岸部の DEM 

図-1:左岸部の三次元データ(左:上空より，右:左岸上流より) 

基準点 

写真 2:撮影した鉄道橋の様子 
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Fig. 1 Location map of microtremor observation points 

Microtremor Observations in Tono Basin, Iwate Prefecture 
- Preliminary results -㸨 

 

Anupap Wanasawan1㸪Ai Sato2㸪Hidekazu Yamamoto3㸪Tsuyoshi Saito4㸪Fumika Sato1, Nobuo Doi5 

 

1. Introduction 
    We estimate underground S-wave velocity structures by using microtremor observation in 

order to understand site effects on strong motions. This research aimed to find peak frequencies of 

microtremor H/V spectral ratios for analyzing underground structures. These included a thickness 

and/or a S-wave velocity of soil layers for predicting damage from an earthquake that may occur in 

the future. Our research focused on Tono City located in east-southern part of Iwate Prefecture. We 

observed microtremors by using a single three-component seismograph and by using an array of 

seismographs. 

 

2. Microtremor Observation 
    We conducted two cross observation lines across the central area of Tono City. The first line 

named ‘B-Line’ was located along the latitude direction (north-south), and the second line named 

‘D-Line’ was located along the longitude 

direction (east-west). The observation 

points consisted of 34 single observation 

points and 6 miniature array observation 

points. The miniature array had a circular 

shape and consisted of four microtremor 

sensors with a radius of 60 cm. We used a 

three-component accelerometer type 

JU310, made by Hakasan Kogyo Co. Ltd., 

as a microtremor sensor. We observed 

microtremor records for 15 minutes with 

one observation point for both single and 

array points. 

 

 

 

 



Fig. 2 Example of power spectra and H/V spectral 

ratio of microtremors 

 
3. Microtremor H/V spectral ratio and peak distribution 

We divided the observed 15-minute microtremor records into small segments of which length 

was 40.96 sec in order to calculate power spectra by FFT. We obtained the average of all spectra for 

three components. Microtremor H/V spectral ratio was calculated from the horizontal spectrum 

divided by the vertical spectrum. The horizontal spectrum was calculated from the vector 

summation of NS and EW spectra. We obtained a peak frequency from the H/V spectra. Figure 2 

shows examples of power spectra observed at the site of B11. The figure shows the clear peak 

which was about 3 Hz. H/V peak frequencies were obtained from all sites. Figure 3(a) shows peak 

frequencies at all sites and figure 3(b) shows peak frequencies in the B-Line. Peak frequencies at 

the center area were about 3 Hz, but those at 

northern and southern areas were higher. A 

peak frequency corresponds to a thickness of 

a sedimentary layer. The result implied that 

the central area was located at a plain area 

and the northern and southern areas were 

located near mountain. 
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Fig. 3 Peak frequency distribution of microtremor H/V spectral ratios (a) Peak frequencies. A red color 

indicates relatively high frequency and a blue color indicates relatively low frequency. (b) Peak frequency 

distribution along the B-Line. 

(a)

(b)
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َ୦২ुୂःञَُୂःञऒध
ऋँॊَُୂःञऒधमँॊऋ
ಁइथःऩःَُୂःञऒधऋ
ऩःَُॎऊैऩःُभ5උؚ
௦दସਖ॑ষढञ

ᅗ 1㸬ᖹᖖ㜵⅏⾜ືࡢᚓⅬ㑊㞴ࡢ㛵ಀ ᅗ 2㸬ഛ㣗ᩱ㑊㞴ࡢ㛵ಀ 

ᅗ 3㸬⅏ᐖ⤒㦂㑊㞴ࡢ㛵ಀ 

51%

26%

19%

31%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

৽ୡखؚੇોभ૩ृೂ॑ষढञقn=45)

৽ୡखञऋؚ૩मਭऐऩऊढञ(n=714)

ਊৎभ૾ய॑ୂःञऒधऋँॊ(n=112)

ಁइथःऩः؞ੴैऩः(n=67)

ਛ20ফగু؞ଗಮ൜भ৽ୡभથ૮धೂથ૮

ೂँॉ ೂऩख
ʖ225.949؟
p<0.01दથਔ

⾲ 1㸬ᖹᖖ㜵⅏⾜ືࡢ 10 㡯┠ 



*Estimation of phase velocities of Love wave from array records of horizontal microtremor by using FK 
analysis by H. Yamamoto, K. Kanezaki and T. Saito 

�ࡿࡼ࿘ἼᩘἼᩘゎᯒἲࡢỈᖹືᚤືࡓࢀࡉ ほࣞ

/RYH Ἴࡢ┦㏿ᗘࡢ᥎ᐃ㸨�

�
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�

1㸬 ࡵࡌࡣ�

ᚤືࣞ᥈ᰝ࡛ࡣ㸪ᚤືୖࡢୗືᡂศࢆ⏝ࡀࡇࡿࡍከࡃ(Okada, 2003)㸪Ỉᖹືᡂศࡣ

ࢆ࿘ἼᩘἼᩘゎᯒἲỈᖹືᚤືࡿࡼ㰻⸨(2007)ࡣỈᖹືゎᯒࠋ࠸࡞࠸࡚ࢀࡉ⏝ࡾࡲ࠶

㐺⏝ࡓࡋᡭἲࡋࡔࡓࠋࡿ࠶ࡀ㸪3 ᡂศᚤືࡢ◊✲ሗ࿌ࡣᚤືィᩘྎࡢไ㝈ࡽ࡞⏤⌮ࡢᑡ࡞

ᚲࡀᨵⰋࡢ࡞㓄⨨᪉ἲ㸪ゎᯒ᪉ἲࡢ㸪ᶵჾ࡚ࡋࡸቑࢆ㸪2014㸧㸪ほ ࣭ゎᯒ㸦⸨᰿ࡃ

せࡿࢀࡉẁ㝵࡛ࠋࡿ࠶ᮏ◊✲࡛ࡣ㸪㰻⸨(2007)ࡢỈᖹື FK 㸪ᒾᡭᏛᵓࡵࡓࡿࡄࡉࢆ⏝㐺ࡢ

ෆ࡛ྛ✀ᙧ≧ࢆࣞࡢ⏝࡚ࡋỈᖹືᚤືࢆ ᐃࡋ㸪Ỉᖹືࡢ┦㏿ᗘࢆ⟬ᐃࡋ㸪ᡭἲࡢ㐺

⏝ᛶ᳨ࢆウࠋࡿࡍ 

�

2㸬 ᚤືࣞほ �

ᮏ◊✲࡛⏝ࡓ࠸ᚤືࡣࢱ࣮ࢹ 2016 ᖺ 9 ᭶ 4 ᪥ᒾ

ᡭᏛ⌮ᕤᏛ㒊࡛ࢻࣥ࢘ࣛࢢほ ࠋࡓࢀࡉᅗ 1 

ࢻࣥ࢘ࣛࢢࡢᒾᡭᏛ⌮ᕤᏛ㒊ࠋࡍ♧ࢆ㓄⨨ᅗࣞ

㔜୕ゅᙧᆺ୕࡚࠸⏝ࢆ㸪ᚤືィ࡚࠸࠾ 10 ྎ㓄⨨

ࡣᚄ༙ࡢゅᙧ୕ࠋࡓࡋ 45m, 15m, 5m ࡢᚄ༙ࠋࡿ࠶࡛

ࢆࡉࡁ 3 ಸࡈኚࡅࡔࡿࡁ࡛ࠋࡓࡏࡉᑡ࠸࡞

ᚤືィ࡛㸪ᖜᗈ࠸Ἴ㛗ࢆࡇࡿࡍ࣮ࣂ࢝ࢆᐃ࡚ࡋ

ᡂ୕ࡢⓑᒣᕤᴗᰴᘧ♫〇ࡣᚤືィࡓࡋ⏝ࠋࡿ࠸

ศຍ㏿ᗘィ(JU310)࡛ࢢࣥࣜࣉࣥࢧࠋࡿ࠶࿘Ἴᩘࡣ

200Hz㸪้ࡣ GPS 16:25~8:25ࠋࡿ࠸࡚ࡋᮇྠࡾࡼ

ࡢ࡛ࡲ 8 㛫ほ ࠋࡓࡗ⾜ࢆ� � � � � � � � � � � � � � � �  

�

3㸬 ゎᯒ�

ほ ࡓࢀࡉᚤືࢆᇶᮏ༊㛫 40.96 ࡈ⛊ FFT ࡢ㰻⸨(2007)ࡵồࢆࣝࢺࢡ࣌ࢫࢫࣟࢡࡾࡼ

ᡭἲࡾࡼ┦㏿ᗘࢆ᥎ᐃࠋࡓࡋᅗ 2 ࡣ Vertical(Z)ᡂศࡢほ  Rayleigh Ἴ┦㏿ᗘ⌮ㄽ

Rayleigh Ἴ┦㏿ᗘ㸪ᅗ 3 ࡣ Transverse ᡂศࡢほ  Love Ἴ┦㏿ᗘ⌮ㄽ Love Ἴ┦㏿ᗘ㸪

ᅗ 4 ࡣ Radial ᡂศほ  Rayleigh Ἴ┦㏿ᗘ⌮ㄽ Rayleigh Ἴ┦㏿ᗘ࡛ࠋࡿ࠶⌮ㄽ┦㏿ᗘࡣ

ᒣᮏ(2000)ࡢ S Ἴ㏿ᗘࣔࢆࣝࢹ⏝࡚ࡋᇶᮏ࣮ࣔࢆࢻィ⟬ࠋࡓࡋTransverse ᡂศ༙ࣞࡣᚄ

ᛂࡓࡌ┦㏿ᗘ᳨ࡀฟྍ⬟࡞࿘Ἴᩘᖏ࡚࠸࠾ほ  Love Ἴ⌮ㄽ Love Ἴࠋࡿ࠸࡚ࡋ⮴୍ࡰࡀ

ᅗ  㓄⨨ᅗࣞ 1



ࡽỈᖹືᚤືࡽࡇࡢࡇ Love Ἴ᳨ࢆฟ࡛ࡓࡁ᥎ᐹࠋࡿࡍVertical ᡂศࡣ 5Hz~18Hz㸪Radial

ᡂศࡣ 5Hz~8Hz㸪10Hz~13Hz ࡛ほ  Rayleigh Ἴ⌮ㄽ Rayleigh Ἴࡋࡋࠋࡿ࠸࡚ࡋ⮴୍ࡀ㸪

Vertical ᡂศ࡛ࡣ 18Hz~20Hz㸪Radial ᡂศ࡛ࡣ 13Hz~20Hz ࡛ほ  Rayleigh Ἴࡀ⌮ㄽ Rayleigh Ἴ

ࡣ㸪Verticalᡂศࡣࡽࢀࡇࠋࡿ࠸࡚ࡋ♧ࢆ┦㏿ᗘ࠸㏿ࡶࡾࡼ 5Hz~18Hz㸪Radialᡂศࡣ 5Hz~8Hz㸪

10Hz~13Hz ࡛ᇶᮏ࣮ࣔࢻ㸪Vertical ᡂศࡣ 18Hz~20Hz㸪Radial ᡂศࡣ 13Hz~20Hz ࡛㧗ḟ࣮ࣔࢻ

ࡣ࡛ ほࡢᅇࠋࡿ࠶ࡀᛶ⬟ྍࡿ࠸࡚ࡋฟ᳨ࢆ 10 㸪4ࡵࡓࡓࡁ࡛⏝ࢆᚤືィࡢྎ Ⅼ୕ゅᙧ

ẚࡾࡼ࡚ᗈ࠸࿘Ἴᩘᖏ࡛ Love Ἴ Rayleigh Ἴࢆほ ࡽࡇࡢࡇࠋࡓࡁ࡛ࡀࡇࡿࡍỈᖹ

FK ἲ࡚࠸⏝ࢆ Love Ἴࡢ┦㏿ᗘࢆ⏝ࡿࡍᚤືࣞ᥈ᰝࡢ᭷ຠᛶࠋࡓࢀࡉ♧ࡀ 

 

ㅰ㎡�

� 㸦ᅜ◊㸧㜵⅏⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ᡤࡽᚤືィ࠾ࢆࠋࡓࡋࡲࡋࡾグࡇࡇ࡚ࡋㅰពࠋࡍࡲࡋ⾲ࢆ�

�

ཧ⪃ᩥ⊩�

Okada(2003): The Microtremor Survey Method 

p.135 

㰻⸨(2007)�≀⌮᥈ᰝ�60, 297-304�

ᒣᮏ(2000):≀⌮᥈ᰝ, 53, 153-166 

⸨᰿(2014):බ┈㈈ᅋἲே ≀⌮᥈ᰝᏛ 

➨ 131 ᅇᏛ⾡ㅮ₇ㄽᩥ㞟 126-128 
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ᅗ 2 Vertical(Z)ᡂศࡢほ  RayleighἼ
┦㏿ᗘ⌮ㄽ Rayleigh Ἴ┦㏿ᗘ

ᅗ 3 Transverse ᡂศࡢほ  Love Ἴ

┦㏿ᗘ⌮ㄽ Love Ἴ┦㏿ᗘ 
ᅗ 4 Radial ᡂศほ  Rayleigh Ἴ┦

㏿ᗘ⌮ㄽ Rayleigh Ἴ┦㏿ᗘ 



* Seismic interferometry analysis of short-period microtremors observed with a linear seismimeter array for 
estimating two-dimendional shallow S-wave velocity structures -An experiment in a ground of Iwate 
University- H. Yamamoto, K. Sasaki and T. Saito 

ὸ㒊 � ḟඖ 6 Ἴ㏿ᗘᵓ㐀᥎ᐃࢆ┠ⓗ࡛ࣞࢽࣜࡓࡋほ ࡓࢀࡉ�

▷࿘ᮇᚤືࡢᆅ㟈Ἴᖸ΅ἲゎᯒ�ᒾᡭᏛᵓෆࡿࡅ࠾ヨࡳ�㸨�

�

ᒾᡭᏛ� ᒣᮏⱥ� �ᮌᜤ㍜ࠎబۑ 㰺⸨๛ 

�

1㸬 ࡵࡌࡣ�

ᆅ㟈ࡢᦂࢆࡉࡍࡸࢀホ౯ࡵࡓࡿࡍ㸪ᆅ┙ࡢ S Ἴ㏿ᗘᵓ㐀ࢆᢕᥱࡀࡇࡿࡍ㔜せ࡛ࠋࡿ࠶

᭱㏆㸪ὸ㒊ᆅ┙ࡢ S Ἴ㏿ᗘࢆ᥈ᰝࡵࡓࡿࡍ㸪ᆅ㟈Ἴᖸ΅ἲ࠺࠸᪂࠸ࡋᡭἲࡀᥦ࠸࡚ࢀࡉ

ࡿࡍ㛗㛫㔜ྜࢆ┦㛵㛵ᩘ┦ࡢᖖᚤືグ㘓ࡣࢀࡇࠋࡿ 2 ᆅⅬ㛫࣮ࣥࣜࢢࡢ㛵ᩘࡀᚓࢀࡽ

ࡢὸ㒊࡚ࡋ⏝ࢆ㸪▷࿘ᮇᚤືࡣ࡛✲◊ᮏࠋࡿ࠶࡛ࡢࡶࡿ 2 ḟඖ S Ἴ㏿ᗘᵓ㐀᥈ᰝࡢ᪂࡞ࡓᡭ

ἲ㛤Ⓨࢆ┠ⓗ㸪㸱ᡂศᚤືィࡢ┤⥺㓄⨨ࡿࡼ㛗㛫ࡢᚤື ᐃࢆᐇࡋ㸪ᆅ㟈Ἴᖸ΅ἲゎ

ᯒࡾࡼ㸪ୖୗືࡧࡼ࠾ỈᖹືࡢἼືఏࡀ☜ㄆ࡛ࢆ࠺ࡿࡁヨࠋࡓࡳ 

�

2㸬  ࣜ � ᚤືほࡿࡼࣞࢽ

� ᒾᡭᏛ⌮ᕤᏛ㒊࡚࠸࠾ࢻࣥ࢘ࣛࢢࡢ㸪㛗ࡉ 100m ࢆ➃㸪༡ࡋタᐃ༡ࢆ⥺ ࡢ 0m ᆅ

Ⅼ㸪➃ 100m ᆅⅬࠋࡓࡋᚤືィࡣⓑᒣᕤᴗᰴᘧ♫〇ࡢ 3 ᡂศຍ㏿ᗘィ JU310 ࢆ 11 ྎ⏝

ࡣᚤືィ㛫㝸ࠋࡓࡋ 10m ࡣ࿘Ἴᩘࢢࣥࣜࣉࣥࢧࠋࡿ࠶࡛ 200Hz ᖹᡂࡣ ほࠋࡿ࠶࡛ 28 ᖺ 10

᭶ 15 ᪥ࡢ 9  25 ศࡽ 14  25 ศᐇࠋࡓࡋ 

�

3㸬 㔜ྜ┦┦㛵ゎᯒ�

� ᇶᮏゎᯒ༊㛫ࢆ 20.48 㸪FFTࡋ⛊ ࠋࡿࡍ⟭ィࢆ┦㛵㛵ᩘ┦ࡾࡼゎᯒࣝࢺࢡ࣌ࢫࡿࡼ

ᅇ㸪 ⥺ࢆ༡᪉ྥタᐃࡵࡓࡓࡋ㸪JU310 ሙྜ㸪ch1ࡢ ࡀ radial ᪉ྥ㸪ch2 ࡀ transverse ᪉

ྥ㸪ch3 ࡚ࡋᑐࡢᚤືࡓࢀࡉ 㸪ほ࠸⩦ゎᯒ᪉ἲࡢBensen et al. (2007)ࠋࡿ࡞ୗື᪉ྥୖࡀ

࿘Ἴᩘつ᱁㸪್ࡢࢀࡒࢀࡑࡽ࡚ࡗ࡞ࡇ࠾ࢆᡂศᑐ࡚ࡋ┦┦㛵㛵ᩘࢆィ⟬ࡋ㸪㔜ྜ

ᅗࠋࡓࡋ 1 transverseࠋࡓࡋ♧ࡈ㊥㞳ࢆ┦㛵㛵ᩘ┦ࡢࡏࢃྜࡳ⤌ ᪉ྥࡀ radial ᪉ྥ㸪

ୖୗື᪉ྥẚ࡚㸪ྠ୍㊥㞳ࡀ࣒ࢱࢢࣛࡿࡅ࠾㛗ࡀࡇ࠸ศࡽࡇࡢࡇࠋࡿ

transverse ᪉ྥࡢఏ㏿ᗘࡀ㐜ࡀࡇ࠸ணࠋࡿࢀࡉ 

�

4㸬 ⩌㏿ᗘࡢ᥎ᐃ�

Dziwonsky et al. (1969)ࡢゎᯒ᪉ἲ࠸⩦㸪࣮ࢱࣝࣇࣝࣉࢳ࣐ࣝゎᯒ࠸⾜ࢆ㸪⩌㏿ᗘࡢ᥎ᐃ

ほ Ⅼ࡚ࡋࠋࡓࡗ⾜ࢆ No.1  No.11 ᅗࢆᗘ㏿⩌ࡢ 2 plusࠋࡍ♧ ࡀ No.1 ࡽ No.11 ᪉ྥ㸪

minus ࡀ No.11 ࡽ No.1 ᪉ྥ࡛ࡓࡲࠋࡿ࠶㸪ᒣᮏ(2000)ࡿࡼ S Ἴ㏿ᗘࣔࣝࢹ(ᅗ ࡋ⟭ィࡽ(3

ᅗࢆᗘ㏿⩌ࡓ 4 EWࠋࡍ⾲ ᪉ྥࡣほ ್ィ⟬್࡚࠸࡚ࡋ⮴୍ࡰࡀ㸪NS  UD ್ ほࡣ࡛



 ࠋࡓ࠸࡚ࡗ࡞ࡃ㏿ࡋᑡࡶࡾࡼ್⟭ィࡀ

ࡣ࡛ ほࡢ㸪ᅇࡓࡲ 2 ḟඖኚ᳨ࢆฟୖ⥺┤ࡵࡓࡿࡍከᩘࡢᚤືィࢆタ⨨࡚ࡋ⩌㏿ᗘ

ᒾᡭࡽࡇࡢࡇࠋࡓࢀࡽᚓࡀᗘ㏿ࡢᗘ⛬ྠࡰࡽ࡞࿘Ἴᩘ୍ྠ࡚ࡋ㸪⤖ᯝࡀࡓࡋ᥎ᐃࢆ

Ꮫ⌮ᕤᏛ㒊ࡰࡣࢻࣥ࢘ࣛࢢᆒ㉁࡞ᵓ㐀࡛ࡀࡇࡿ࠶ண࡛ࠋࡿࡁ 

�

ㅰ㎡�

㸦ᅜ◊㸧㜵⅏⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ᡤࡽᚤືィ࠾ࢆࠋࡓࡋࡲࡋࡾグࡇࡇ࡚ࡋㅰពࠋࡍࡲࡋ⾲ࢆ�
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� Bensen, G.D. et al. (2007), Geophys. J. Int., 169, 1239-1260. 

Dziewonski, A. et al. (1969), Bull. Seism.Seism. Soc. Am., 59, 427-444. 

ᒣᮏⱥ(2000), ≀⌮᥈ᰝ, 53, 153-166. 
�

 

ᅗ 1� ┦┦㛵㛵ᩘ ᅗ 2� ᥎ᐃࡓࡋ⩌㏿ᗘ 

ᅗ 4� ᒣᮏ(2000)ࡿࡼ⩌㏿ᗘ ᅗ 3� ᒣᮏ(2000)ࡿࡼᵓ㐀ࣔࣝࢹ 



*Seismic interferometry analysis of microtremors observed in liniear array with broadband seismometers in 
Fukushima Prefecture Part 2 by F. Sato, H. Yamamoto and T. Saito 
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1㸬 ࡵࡌࡣ�

๓ᅇࡢሗ࿌࡛ࡣᆅ㟈ண▱⯆ࡾࡼ⚟ᓥタ⨨ࡓࢀࡉ 10 Ⅼࡢ⮫ほ Ⅼୖࡢୗືࢱ࣮ࢹ

⥙ ᗈᖏᇦᆅ㟈ほࡢ㸪ᅜ❧◊✲㛤Ⓨἲே㜵⅏⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ᡤ F-net ほ Ⅼࡢ HRO ほ Ⅼ

SBT 㸪ほ Ⅼࡣ࡛✲◊ᮏࠋࡓࡗ⾜ࢆᆅ㟈Ἴᖸ΅ἲゎᯒ࡚࠼ຍࢆࢱ࣮ࢹୗືୖࡢ No.1㹼No.10 ࡢ

Ỉᖹື࡚࠸⏝ࢆࢱ࣮ࢹᆅ㟈Ἴᖸ΅ἲࡾࡼ Radial ᡂศ Transverse ᡂศࡢ┦┦㛵㛵ᩘࡢ⟬ฟ

 ࠋࡿࡍⓗ┠ࢆࡇ࠺⾜ࢆᐃ⟭ࡢᗘ㏿⩌ࡽ┦㛵㛵ᩘ┦ࡓࢀࡽ㸪ᚓ

2㸬ᗈᖏᇦࣜࣞࢽほ   
� ᗈᖏᇦࣜࣞࢽほ ࡣᆅ㟈ண▱⥲ྜ◊✲⯆ࡾࡼᖹᡂ 23 ᖺ 8 ᭶ࡽᖹᡂ 26 ᖺ 2 ᭶

ᅗࢆ⨨㓄ࡢ⥺ ࣞࢽࣜࠋࡓࢀࡉᐇ࡛ࡲ 1  ᗈᖏᇦ㏿ᗘィ㸦Trilliumࡣほ ᶵჾࠋࡍ♧

Compact㸸Nanometrics 〇㸧㸪࣮࢞ࣟࢱ࣮ࢹ㸦LS-8800㸸ⓑᒣᕤᴗᰴᘧ♫〇㸧ࡓࡲࠋࡓ࠸⏝ࢆ㸪

ᮏゎᯒ࡛ࡣほ Ⅼ No.1 ࡽ No.10 ṇ㸪No.10ࢆࡁྥࡢ ࡽ No.1  ࠋࡓࡋタᐃࡁྥࡢ㈇ࢆࡁྥࡢ

3㸬┦┦㛵㛵ᩘࡢ⟬ᐃ 
� ほ Ⅼࡢ⨨㛵ಀᇶ࡙ࡁ㸪㛫㡿ᇦ࡛ EW ᡂศ㸪NS ᡂศ

ࡽ Radial ᡂศ㸪Transverse ᡂศࢆィ⟬ࡕࡢࡓࡋ㸪ᒣᮏ

ࢆ㛵ᩘ࣮ࣥࣜࢢ㸪ࡋ㔜ྜࢆᡭἲ࡛┦┦㛵㛵ᩘࡢᵝྠ(2016)

⟬ฟࠋࡓࡋᅗ 2  1 ࣨ᭶ᖹᆒ┦┦㛵ࡢほ Ⅼࡏࢃྜࡳ⤌ࡢ

Radial㸪Transverseࠋࡍ♧ࢆほ Ⅼ㊥㞳ࡣ㍈⦪ࠋࡍ♧ࢆ ᪉࡛ほ

 Ⅼ㊥㞳ࡢቑຍࡶ┦ࡢ㐜ࡀࢀ☜ㄆ࡛ࠋࡿࡁ 

4㸬⩌㏿ᗘࡢ⟬ᐃ��

ᚓࡓࢀࡽ┦┦㛵㛵ᩘᑐࡋ㸪ࢱࣝࣇࣝࣉࢳ࣐ࣝゎᯒ㸦Dziewonsky et al., 1969㸧ࡾࡼ

࿘ᮇࡢࡈ⩌㏿ᗘࢆ⟬ฟࡓࡲࠋࡓࡋ㸪ྠ SN ẚࡶ⟬ฟࡋ㸪ಙ㢗ᛶࡢ㧗࠸⩌㏿ᗘࡢ࿘ᮇ⠊ᅖ

SNࠋࡓ࠸⏝ࡵࡓࡿࡍド᳨ᐃ㔞ⓗࢆ ẚࡀࡣࡇ࠸ࡁ⟬ᐃࡓࢀࡉ⩌㏿ᗘࡢಙ㢗ᛶࡀ㧗࠸

㸪ᅗ࡚ࡋࠋࡿࡍពࢆࡇ 3 ほ Ⅼ No.5  No.10 ࡢ 2012 ᖺ 10 ᭶ࡢ RR ┦㛵┦ࡢ

㛵ᩘࡽィ⟬ࡓࢀࡉ⩌㏿ᗘศᩓ᭤⥺ྠィ⟬ࡿࢀࡉ࿘ᮇࡢࡈ SN ẚࠋࡍ♧ࢆSN ẚࡢ㜈

ᵝྠ๓ሗࡣ್ 10 ௨ୖタᐃࡿࡍ㸪ṇࡢ᪉ྥࡢ࿘ᮇ 1㹼7 㸪⣙ࡾ࠶࡛⬟ྍ⏝ࡀᗘ㏿⩌ࡢ⛊

3km/s ࡛ศᕸࡀࡇࡿࡍศࡓࡲࠋࡿ㸪ᅗ 4 ほ Ⅼ No.1  No.8 ࡿࡅ࠾ RR  TT ࡢ 12
ࣨ᭶ᖹᆒ┦┦㛵㛵ᩘࡽィ⟬ࡓࢀࡉṇࡢ᪉ྥࡢ⩌㏿ᗘศᩓ᭤⥺ SN ẚࠋࡍ♧ࢆSN ẚ 10 ௨

㸪RR㸪TTࡣ࿘ᮇ⠊ᅖ࡛ࡢୖ ᪉ࡢ⩌㏿ᗘࡀ⣙ 2㹼3km/s ࡛㐃⥆ⓗศᕸࡓࡲࠋࡿ࠸࡚ࡋ㸪࿘

ᮇ 5 ⛊௨ୗ࡛ࡣ RR ࡾࡼ TT 㸪5ࡀ࠸㐜ࡎࢃࡀᗘ㏿⩌ࡢ ⛊௨ୖ࡛ࡣ TT ࡀ RR ࡾࡼᗘ㏿⩌ࡢ

ẚࡢᗘ㏿⩌ࡿࡼ ほࣝࢹࣔࡢ㸪Nishida et al.,(2010)ࡽࡉࠋࡿศࡀࡇࡍ♧ࢆ್࠸㏿ࡶ

ᅗ 1� ほ Ⅼ⨨ᅗ



㍑ࠋࡓࡗ⾜ࢆᅗ 5  No.5 ࡢᆅⅬࡢ Nishida ᗘ㏿⩌ࡿࡼࣝࢹࣔ No.1  No.8 ࡿࡅ࠾ RR

 TT ࡢ 12 ࣨ᭶ᖹᆒ┦┦㛵㛵ᩘࡽィ⟬ࡓࢀࡉ SN ẚ 10 ௨ୖࡢṇࡢ᪉ྥࡢ⩌㏿ᗘศᩓ᭤⥺

㸪యⓗࡿࡍẚ㍑ࠋࡍ♧ࢆẚ㍑ࡢ Nishida ࡀᗘ㏿⩌ࡿࡼ ほࡶࡾࡼᗘ㏿⩌ࡿࡼࣝࢹࣔ

㐜ࡃศᕸࡾ࠾࡚ࡋ㸪࡛᭱⣙ 0.6km/s 㐜ࡀࡇ࠸ศࠋࡿ 

ㅰ㎡�

� ᆅ㟈ண▱⥲ྜ◊✲⯆ࡽᗈᖏᇦࣜࣞࢽほ ࢆࢱ࣮ࢹᥦ౪୍ࠋࡓࡋࡲࡁࡔࡓ࠸࡚ࡋ

㒊ࡢᅗࡢసᡂࡣ㸪GMT㸦Wessel and Smith㸪1998㸧ࠋࡓࡋࡲ࠸⏝ࢆグ࡚ࡋឤㅰ⮴ࠋࡍࡲࡋ 

ཧ⪃ᩥ⊩�

Bensen, G.D. et al. (2007), Geophys. J. Int., 169, 1239-1260. 

Dziewonski, A. et al. (1969), Bull. Seism.Seism. Soc. Am., 59, 427-444. 

Nishida et al. (2008), J. Geophys. Res., 113, B10302. doi:10.1029/2007JB005395. 

Wessel, P. and W. H. F. Smith(1998), EOS Trans. AGU, 79, 579. 

ᒣᮏ(2016), ᮾᆅᇦ⅏ᐖ⛉Ꮫ◊✲ ➨ 52 ᕳ㸪263-268. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ᅗ 3� ほ Ⅼ No.5  No.10 ࡢ 2012 ᖺ 10 ᭶

ࡢ RR ⩌㏿ᗘศᩓ᭤⥺(ᕥᅗ) SN ẚ(ྑᅗ) 

ᅗ 4� ほ Ⅼ No.1  No.8 ࡢ RR  TT

ࡢ 12 ࣨ᭶ᖹᆒ┦┦㛵㛵ᩘࡽィ⟬ࡋ

ᗘศᩓ᭤⥺(ᕥᅗ)㏿⩌ࡓ SN ẚ(ྑᅗ) 

ᅗ 2� 2012 ᖺ 1 ᭶ࡢほ Ⅼࡏࢃྜࡳ⤌ࡢ 1 ࣨ᭶ᖹᆒ┦┦㛵㛵ᩘ 
ᕥᅗࡀ Radial ┦┦㛵㛵ᩘ(RR)ྑࠊᅗࡀ Transverse ┦┦㛵㛵ᩘ(TT)ࠋࡍ♧ࢆ 

ᅗ 5� ほ Ⅼ No.1  No.8 ࡢ RR  TT

ࡢ 12 ࣨ᭶ᖹᆒ┦┦㛵㛵ࡽィ⟬ࡓࡋ

⩌㏿ᗘศᩓ᭤⥺ Nishida ẚ㍑ࡢࣝࢹࣔ



*Applicability of seismic interferometry analysis to array records of three-component microtremors 
observed in Iwate University by M.Hiraka, H.Yamamoto ,T.Saito, K.Keiji,and F.Sato 
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林野火災発生数のグリッド型推定モデルの構築 
 

福島大学共生システム理工学類 押切 ほたる 
福島大学共生システム理工学類 横尾 善之  

 
1． はじめに 
 現在，日本では年間約 2,000 件程度の林野火災が発生し，その焼損面積は約 1,000ha，損失額
は年間約 5 億円であることが総務省消防研究所の報告 (2005)から読み取れる。この資料には，
林野火災の発生件数についての県別・月別の詳細なデータが記載されている。また，寒河江・

佐々木 (1984)などの既往研究から林野火災の発生には，気象的要因，地理的要因，人為的要因
があることが分かっており，菅野・横尾(2016)によって都道府県別・月別の林野火災発生数の
簡易推定モデルの構築もされている。しかし，防災に適応させることを考えると，都道府県別

という広い範囲では気象的にも地理的にもその地域に最適な対策をすることができない．そこ

で本研究では，菅野・横尾(2016)モデルを用いて日本における 1 キロメッシュごとの林野火災
発生数を推定し，GISにより可視化させることを目的にしている。 
 
2． 方法 
 菅野・横尾(2016)モデルにおいて変数として組み込まれている傾斜 20 度以上の面積の割合，
ため池の数，月別相対湿度，風速の 1 キロメッシュごとのデータを作成する。それらのデータ
を菅野・横尾(2016)モデルに組み込み，1 キロメッシュごとの林野火災発生数を推定する。推定
した値を GIS により可視化させる。 
 
2.1 都道府県別・月別の林野火災発生数の簡易モデル 
 今回使用した菅野・横尾(2016)モデルが以下の式(1)である。ここで，𝑁，𝑇，H୰，𝑊௩，𝑁୮は

それぞれ森林面積当たりの林野火災発生数，各都道府県における 20°以上の傾斜の面積の割合，
各月の相対湿度，各月の平均風速，単位面積当たりのため池の数である．また，a，b，c，d，e
は県別に最適化するパラメータである。 
 

𝑁 =

⎩
⎪⎪
⎪
⎨

⎪⎪
⎪
⎧ 𝑎 ∙ 𝑇ି.଼ଵ + 𝑏 ∙ 𝐻୰ + 𝑐 ∙ 𝑊୴ + 𝑑  

  ൫𝑁 > 0, 𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟  𝑡ℎ𝑎𝑛  𝐴𝑢𝑔𝑢𝑠𝑡൯
  

𝑎 ∙ 𝑇ି.଼ଵ + 𝑏 ∙ 𝐻୰ + 𝑐 ∙ 𝑊୴ + 𝑑 + 𝑒 ∙ 𝑁୮
(𝑁 > 0, 𝐴𝑢𝑔𝑢𝑠𝑡  𝑜𝑛𝑙𝑦)

  
0

(𝑁 ≤ 0)

 

(1) 

Estimating 1-km-grid-wise forest fire occurrences with a simple statistical model by Hotaru Oshikiri 
& Yoshiyuki Yokoo 



 

 

3. 結果 
 福島県の月別・1 キロメッシュの林野火災発生数のグリット型推定モデルの結果は以下の図 1，
図 2であり，菅野・横尾(2016)モデルの推定グラフの結果において火災発生数推定値が最大の 3
月に比べ最小の 9 月は発生リスクの高いグリットが少ないことがわかる。また，1 キロメッシ
ュごとの推定値に関しては現在比較対象がないため福島県の合計値をΣ𝑁とし，菅野・横尾

(2016)推定値，実際の発生件数(1999~2003 平均)と比較した結果が図 3 であり，良好に推定でき
ていることがわかる。 

 

       
 図 1 福島県 4月の推定結果        図 2 福島県 9 月の推定結果 

 
図 3 福島県の 1999~2003年の平均発生件数と菅野・横尾(2016)推定値とΣ𝑁 

 
4. 考察 
 都道府県別・月別の林野火災発生頻度に関してはすでに推定されているため，本研究の新規

性は，1 キロメッシュごとの推定値を算出したこと，更に数値を可視化させたことにあると考
えられる。 
 本研究では福島県の結果のみで配色を決めているため地形による影響が強く出ているが，他

の都道府県の結果次第で影響の仕方が変化する可能性がある。  
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Applicability of the Curve-Number method  
for estimating flow duration curves in the Humid Tropics 

 

Chris Leong* and Yoshiyuki Yokoo* 

 

1. Objective and study catchments 
This paper analyzes the applicability of the 

Curve Number (CN) method in estimating flow 
duration curve (FDC) for island catchments in 
the humid tropics, toward runoff estimation in 
ungauged island catchments. The study is based 
on Hawaiian catchments. 
 
2. Results 

Figure 1 shows a comparison of measured 
runoff (Qm) and estimated runoff (Qest) for 
Alakahi catchment. Qest is overestimated, 
therefore Qm is calibrated to improve estimations 
as suggested by Tedela et al. (2012). In the low 
end, the estimated curve bends up implying an 
error in estimations. Figure 2 confirms the Qest 
accuracy. The accuracy is set as ± 30% of Qm. 
If Qest is within range, a value of 1 is assigned 
to it, otherwise it takes a 0 value. Therefore in 
the low end, Qest is poor thus has 0 values. Two 
high end data points also are out of range not 
consistent for all catchments. Figure 3 shows a 
transformation of figure 2 as a complete FDC. 
The low end is observed to have values out of 
range thus inaccurate estimates. Past research 
have shown the dominant controls for the FDC 
shape and based on these we can identify the 
applicability of the CN method to the FDC.  
The CN method was developed to estimate runoff from storm rainfall (Ponce and Hawkins, 1996) thus it 
may function well in the top end of the FDC where precipitation is dominant rather than at the low flows 
of the FDC. At the low end, geology and soil control the low tail of the FDC (Yaegar et al., 2012). 

*Graduate School of Symbiotic Systems Science, Fukushima University, Japan 

Fig. 1. Applying the CN method to Alakahi 
catchment. Alakahi WCN-Lamba 0.02 and 0.05 
are the estimated runoff at λ = 0.2 and 0.05 
respectively. Qm is the measured streamflow and 
LSM is the calibrated estimated runoff. 

Fig. 2. The points on the 1 value represent the data 
within the ± 30% range. Those on the 0 value 
represent out of range values. 



Furthermore the CN method does not consider evapotranspiration which is a dominant control in the low 
flows (Yokoo and Sivapalan, 2011).  
 
3. Expected Outcome 

Figure 4 shows each catchments maximum exceedance probability for accurate estimates when using 
the CN method. Based on this result, the CN method can possibly only make stable estimations in FDCs 
up to approximately 50% exceedance probability. 
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Fig. 4. Each catchment showing the maximum 
percentage that the CN method can estimate 
runoff within the ± 30% range from its FDC  

Fig. 3. The transformation of figure 2 as a 
FDC 
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東北地方太平洋沖地震後の大学理学分野からの情報発信における企画

の趣旨・形態・規模について 

 

東北大学災害科学国際研究所 久利 美和 
 

1． はじめに 

 東北地方太平洋沖地震に関する東北大学大学院理学研究科の情報発信の企画主旨・形態・規

模の時系列変化について本稿にてまとめる。 
 久利ほか（2011）は、東日本大震災後 3ヶ月までに理学研究科が実施した震災に関する 4件
の情報発信企画とそのうち 5月 9日学内向け企画（約 280名参加）および 5月 19日市民向け企
画（約 420名参加）の 2件の質問紙調査について、参加者の属性（居住域、職業など）、公演情

報入手法、情報必要度（震災についての日常的な話題の取り扱い程度）、情報参考度、テーマ別

関心度、および、自由記述の特徴について、概要報告を行った。結果、各種属性によらず、情

報公開の迅速性（タイムリー）への高評価と科学者の専門性や科学者にもわからないことがあ

ること（科学の不確実性の受容）への言及が学内関係者に比べて、学外者で特徴的であったこ

とが示された。一方で、行動指針に直結しない情報に情報不足感を感じる傾向があることも示

唆された。 

 本稿では、上記自由記述の詳細を解析するとともに、半年後以降の企画参加者、主体的な企

画参加ではなく、講義や出前授業で同様の内容を学んだ、生徒や学生の関心の比較を行うこと

で、非常時の情報発信を市民がどのように受け止めたかについて、日常からの関心の違いに着

目し解析することとした。 
 

2． 震災直後の企画参加者の自由記述にみる関心の動向 

 5 月 9 日および 5 月 19 日に実施した企画への自由記述については、１.学術的関心、２.情報
公開・迅速性、３.意識のずれ、４.他テーマへの関心（他地域・津波・原子力工学・医療・食
品・放射能除去など）、５.科学と社会|（情報活用・リスク評価など）、６.研究者の専門性・科
学の不確実性、７.感謝・継続依頼（日常での情報不足感・安心・安堵・わかりやすさなど）、
８.その他（企画会場・時間・運営・理学研究科ホームページへの要望など）、の項目に大別し、
記載頻度を求めた。「4．他テーマへの関心」については、学生企画では、内容が参考になった

ので、他のテーマ（津波・原子力工学など）もききたいという趣旨の記載であったが、市民向

け企画では、情報不足感（医療・食品・放射線除去など）を主張する記載や、テレビや雑誌等

で取り上げられていた行動指針についての特定の意見と講演会での研究者の意見の相違であっ

た。学生向け・市民向けともに、仙台より深刻な地域の放射線量への情報不足感、専門家と市

民の不安への意識のずれを指摘する記載があった。市民向け企画の「科学者には専門分野があ

ってなんでもわかっているわけではないことがわかった」「わからないことをわからないといっ

てくれて安心できた」「わからないという発言に誠実さを感じた」は、研究者の専門性や科学の



不確実性についての講師の発言をうけた意見であると考えられる。また、項目 1，2，3，4，7

や項目 1，2，4，5，7を含むような、不安への意識のずれや情報不足感を指摘しつつ、同時に、

公開・迅速性への感謝の記載もあった。 

 

3． 震災半年後から 1年後の企画参加者の災害知識と防災意識 

 震災後半年以降は、外部企画への講師派遣件数が増え、テーマを限定し、比較的少人数での

実施となる傾向になったが、主催企画は下記 2件である。 

国大協シンポジウム「2011 年東北地方太平洋沖地震はどのような地震だったのか？」を 10月

22日に実施し、80名の参加者が会った。質問し回答は 37名で、その内訳は、一般 22名、大学

関係者 8名、地域防災関係者 3名、報道関係者 4名であった。国大協シンポジウム「放射性物

質の拡散予測と大学人の役割」を 11月 13日に実施し、77名の参加があった。5月 19日の市民

向け企画参加者で、継続的に勉強会に参加を希望する方へ案内を送ったが、その中の参加者は

10 名以下であった。欠席返信者の理由は「選挙日のため」であった。質問紙調査は 47 名で、

その内訳は、一般 14 名、大学関係者 28 名、食品関係者 3 名、保育関係者 1 名、報道関係者 1

名、であった。 

地震・津波災害への意識について、5月 19日の市民向け企画参加者は、災害も含め、社会的・

学術的な関心は高いものの、行動の優先順位については、大学主催企画や災害をテーマとした

ものに限定されていないであろうことが推測されるものの、5月 19日市民向け企画参加者の日

常からの災害への関心についての直接的な調査は困難であることから、東北地域の地学を専門

としない大学 2年相当理工系学生 202名（2011-2013年度）、および、沿岸部高台に立地する高

校の 1年生 784名を対象（2013年度）に質問紙調査を行ない、企画来場者の結果と比較した。 

「想定宮城県沖地震より大きいと思った」の割合は、地震企画参加者、放射線企画参加者、

理工系学生、高校生の順に減少し、「何も考えられなかった」の割合は増加している。地震企画

来場者は理工系学生と比較しても震災前から地学や学術への関心が高かった。一方、防災への

備えの意識は、必ずしも高くなかった。放射線企画への参加者目的は、地震企画に比べて、学

術的興味や社会貢献よりも、研究者そのものへの関心が高かったことも明らかとなった。5 月

19日企画参加者は地震よりも放射線の拡散についての話題への関心者が多かったことから、同

様の傾向があったことが推測される。学生・生徒を対象に、地震・津波の事前知識についても

調査を行ったところ、地震後の津波発生の危険性については大学生の 9割、高校生の 8割が認

識していたが、津波が押し波から来る場合も引き波から来る場合もあることを知っていた学生

は 2割以下で、3～4割が津波の前には必ず潮が引くと認識しており、必ずしも正しい知識を有

しているわけではないことも示された。より正しい知識の普及が必要であることが示唆された。 
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Title: How we share the experience for the Great East Japan Earthquake and Tsunami and the 
role of the World Bosai Forum by Yuichi Ono 
  

題目：被災地の経験を世界に発信する意義と世界防災フォーラムの役割 

 
東北大学 災害科学国際研究所  教授 小 野 裕 一 

 
2015年に国連防災世界会議が仙台で開催され、世界の防災に関わる取り組みの指針で

ある仙台防災枠組が策定されるとともに、世界の防災関係者が、今後の防災について議

論しました。 
仙台防災枠組では、防災投資の重要性やより良い復興などの日本の提唱する考え方も

取り入れられるとともに、2011年 3月 11日に発生した東日本大震災の被災から復興へ
の活動に注目が集まりました。また、東北大学は、国連防災世界会議の会期中に、防災

について検討し議論する国際的なフォーラムを「世界防災フォーラム」と称して東北の

地にて、地元自治体等と連携して 2年に一回開催することを発表しました。 
その後、在仙台の関係者に加えて、在東京政府関係者、学術関係者、民間企業の担当

者との協議を重ね、2017 年 11 月 25 日~27 日に第一回目の世界防災フォーラムを実施
することとなりました。 
「世界防災フォーラム（以下フォーラム）」は、防災を「BOSAI」と英語表記するこ

とで、減災、事前の災害対策、災害対応、復旧・復興での対応を通じた包括的な取り組

みとして定義し、「BOSAI」の考え方により世の中の政策や、社会、文化に浸透するこ
とを意味する防災の主流化を目指すことをテーマとしています。 
特に、具体的な解決策をソリューションとして結集し共有すること、産官学民に加え

てメディアや国際機関の多様な関係者が一同に介して議論を深める場を創り出すこと、

東北を含めた被災地での被災から復興への記憶、記録、教訓を後世に引き継ぐための発

信を継続的に実施する場を創り出すことに注力します。 
 

 また、東北で開催するにあたり、被災地と本フォーラムがどのように関わっていくか

を十分に考え、被災地に沿ったプログラムの構築を目指しており、以下の通り被災地と

世界の防災関係者をつなぐ企画を検討しています。 
 フォーラムの参加者が全員参加する会議において、東北の復興の現状をクローズアッ

プした企画を一般に公開する形で実施すること、また被災地に海外の参加者が足を運ん

でいただけるような企画も検討していきます。 
 国際的な防災の関する指針である、仙台防災枠組自体は、国ごとの防災への取り組み

の指針となし、取り組みの進捗を管理するものですが、東日本大震災での被災とその後

の復興への取り組みには多くの学ぶべきことがあります。教訓を世界に発信することで

将来の大きな災害に 
備える世の中を構築することにもつながります。世界防災フォーラムは、東北を世界の

防災の発信拠点として、多様な関係者の連携のハブとなり、継続的な発信のコアとなり

ます。 
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貯水池における濁水現象の将来予測に関する研究* 
 

東北大学 工学部 建築・社会環境工学科 安松 陸史 
東北大学 大学院工学研究科 梅田 信 

1. はじめに 
 近年，気候変動の影響により局所的豪雨が頻発するようになり，貯水池内の濁度の上昇

や高濁度現象の長期化が問題となっている．いくつかの地域では，集中豪雨により濁度が

短期間に急激に上昇した結果，浄水施設の処理能力が追いつかずに断水が起こるなどの問

題も顕著になりつつある．このようなことを踏まえると，特に水源となっている貯水池に

おける濁水現象の発生状況に関する将来予測を行うことは，今後の安定した水供給の実現

のために必要である．ところで，貯水池内での濁質挙動は，水温成層の状態によって大き

な影響を受けることが知られている．また流入水に含まれる浮遊懸濁物質(SS)の沈降速度は

粒度や濁質の組成によって異なると考えられているが，これを考慮に入れた予測計算は難

しい．そこで本研究では鉛直一次元モデルを用いて，気候変動下における将来の貯水池内

の水温構造の変化を考慮した貯水池内濁水現象に関する将来予測を行う． 

 
2. 研究対象地域の概要 
 秋田県にある皆瀬ダムを対象とし

て，解析モデルの再現性の検証を行っ

た．皆瀬ダムは秋田県雄勝郡に位置し，

雄物川の支川である皆瀬川上流部の

ダム湖である．総貯水容量は 3.16×
107m3である．皆瀬ダムの平面形状を

図１に示す．皆瀬ダムでは，オリフィ

スゲート及びクレストゲート（2門）から放流を行っているほか，シリンダーゲート（最低
飲み口 E.L.224m）を通して発電用の取水も行っている．発電用水は，灌漑期（5 月 10 日
～9月 6日）までは表層取水（水深 2.5m），非灌漑期は最低飲み口で取水している． 
 
3. 研究方法 
 解析モデルの再現性は，2001 年 8 月 22 日に発生した洪水を対象として行った．対象と
した洪水時の概況を図 2～図 4に示す．また，図 5と図 6は貯水池内の水温と濁度の状況で
ある．検証計算において決定した濁質の沈降速度などを用いて，気候変動の影響を考慮し

た予測計算を実施し，その結果について考察した． 
*  Study  on  prediction  of  turbidity  in  reservoirs  under  future  environmental  changes  ,  by  Rikushi  Yasumatsu,  Makoto  

Umeda． 

図 1 対象貯水池 
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 梅田信，池上迅，石川忠晴，富岡誠司 : ダム貯水池における洪水時濁水挙動に関する数
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図 3 ダム湖への流入 SSの時系列データ 
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*Investigation of current water storage ability of paddy field in the Sasadaira River basin by Yamato Aikawa 
and Yoshihiro Asaoka 
 

 
図-1 釈迦堂川および笹平川の概要 

笹平川流域における水田貯留の実態調査＊ 

 

日本大学工学部土木工学科 ○相川 大和 
                        日本大学工学部土木工学科  朝岡 良浩 

 

1． はじめに  

準用河川は,計画降雨のリターンピリ

オドが小さいため,超過洪水の頻度が高

い。河川の整備予算などは,経済優先度の

高い 1級河川から重点的に配分されるた

め,水害が起こりやすい準用河川は,整備

が後回しになる傾向がある。そのため安

価で,地形や地勢に適した方法で水害対

策を講じることが,準用河川を整備する

市町村の課題である。 

 本研究では,準用河川の水害対策とし

て,水田貯留によって内水氾濫の被害を

軽減する取り組みに着目する。例えば,

新潟県村上市では田んぼダム事業によって,2 級河川の外水氾濫を抑制する取り組みが行われ

ている 1)。また,須賀川市では内水氾濫による被害を軽減する取り組みが行われている。 

 本研究では,福島県須賀川市笹平川流域を対象として,水田地域の現地観測に基づいて流出率

を算定して,水田の貯留能力を評価した。 

 

2． 笹平川流域の概要 

本研究は,1級河川釈迦堂川に合流する準用河川の笹平川（図-1）を対象とする。流域面積は

307.2haで,上流域（265.6ha）の大部分は水田として利用され，その他に笹平池,十貫田池,会の

田池の 3つの貯留池がある。下流域（41.6ha）は,市街地高地区が 17.7ha,市街地低地区が 23.9ha

となっている。 

釈迦堂川の H.W.L.（計画高水位）は T.P.240.0mであり,笹平川の最下流部天端高は T.P.239.0m

と,釈迦堂川に対して 1.0ｍ低い現状であるため，洪水時には合流部において浸水による被害が

発生しやすい。平成 23年 9月 21日の台風 15号豪雨時,釈迦堂川で観測された水位が T.P.240.33m

であり,笹平川の最下流部天端高を 1.33m上回った。その結果,笹平川下流域に位置する須賀川

卸センターで,約 8.5 億円の被害が生じ,浸水状況が床上 33 戸,床下 1 戸にまで及んだ。そのた

め,須賀川市は平成 28年度から降雨時の洪水流量の減少と洪水到達時間を遅らせることを目指



して田んぼダム事業を計画している。 
 

表-1 流出率とピーク流量 
降雨期間 総降雨量 直接流出率 ピーク流量 

7/3 23:00 ~ 7/6 19:00 21mm 62% 0.84m3/s 
8/2 11:00 ~ 8/3 7:00 68mm 29% 3.93m3/s 

9/13 2:00 ~ 9/13 18:00 26mm 36% 2.35m3/s 

 

3． 研究方法 

現地観測は，笹平川の上流域の最下流地点（図-1）に圧力式水位計（Onset 社，U20-001-04）
を設置して，水位の自動計測を行った。また，水位計付近において流量観測を行った。各断面

の流速は 1 点法を用いた。これらの結果から水位流量曲線を作成して，1 時間間隔の流量デー
タを作成した。さらに，ハイドロ・ハイエトグラフ（図-2）を基に勾配急変点法を用いて流出
率を算定した。 
 

4． 研究結果および考察 

 洪水開始時刻を 7月 3日 23時,終了時刻

を 7月 6日 19時と設定すると,洪水期間の

降水量 21mmに対して流出率は 62%になっ
た。 
 同様に 8月,9月の流出率を算出した結
果,8月は 29%,9月は 36%となった。水田
の水位が高い 7月は流出率が高く，水位が

低い 8，9月は流出率が低い結果となった。                      
ただし，流出率が 100%を越える洪水イベ 
ントもあり，調整池の事前放流などの影響が考えられる。 
 

5． 終わりに 

本研究では，笹平川流域の田んぼダム事業予定地を対象として，水田地域の流出率を算定し

て，貯留効果について検討した。今後は,排水施設による洪水到達時間の遅れについて検討する。 

 

謝辞:本研究は須賀川市との共同研究の一環として実施した。ここに記して謝意を表する。 
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1) 吉川夏樹,長尾直樹,三沢眞一(2009): 水田耕区における落水量調整板のピーク流出抑制
機能の評価,農業農村工学会論文集,No.261,pp.31-39. 
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＊Measurement   of   current   velocity   variations   in   a   thermally   stratified   reservoir   by  Naoki  Mizuta,  Makoto  
Umeda  and  Humihiro  Kobori 

水温成層した貯水池における流速変動計測＊
 

 

東北大学 工学部建築社会・環境工学科 水田 直樹 

東北大学 大学院工学研究科 梅田 信 

株式会社建設環境研究所 小堀 文裕 
 

1． はじめに 

ダムは，治水・利水の面で欠かす事の出来ない存在である反面，短所もある。その一つに，

出水・渇水の際，下流に長期に渡って濁水を放出してしまうという濁水長期化現象が挙げられ

る。それにより，下流域の景観が損なわれたり，魚等の水産資源に悪影響を及ぼしたりする為，

これまで濁水長期化現象に関する多くの研究が行われてきた。しかし，水温成層した環境にお

ける湖水の流動と微細粒子の沈降・浮遊過程についての詳細な研究事例は少なく，この観点か

らの現象解明が必要と考えられる。そこで本研究では，現地での流速観測を通して濁水長期化

現象の詳細なメカニズムを解明していくことを目的とする。 
 

2． 研究方法 

本研究では，一級河川・北上川水系胆沢川に建設された，岩手県奥州市に位置する胆沢ダム

(奥州湖)を対象とした。奥州湖は流域面積 185.0km2，総貯水容量 1.43×108m3の大規模な貯水池

である為，夏季には水温成層が形成される。 
現地観測は 2016年 9月 12日，図-1の地点 Aで行った。また，流速変動計測には超音波ドッ

プラー式 3次元精密流速計(Nortek社製 VECTOR)を用いた。図-2に当日の水温と濁度の鉛直分
布を示す。この状態に対して表層，水温成層付近，深層という分布を考慮して計 16水深での流
速変動を計測した。各水深での計測は，流速計の姿勢を安定させて行う必要がある為，図-3の
ような装置を用いて行った。この装置の特徴は，流速計の上部に配置した水中フロートと湖底

に設置したおもりによって流速計の姿勢を安定させている点である。図の右側のロープを引き

上げて流速計を表層から順に降下させ，片側固定の滑車により任意の深度で停止させながら底

層まで流速変動を計測できる仕組みになっている。各水深での計測は，16Hz で約 10 分間行っ
た。 
 

3． 結果 

 計測結果の一例を図-4,5に示す。図-4は水深 14m付近(表層)での計測結果における流速計の

水深を示しているが，流速計の揺れは小さく，流速計は概ね静止状態で計測出来たと言える。

図-5 は(a)水深 21m(水温成層付近)と(b)水深 31m(深層)の上下方向流速の計測結果であるが，

水温成層付近では深層よりも流速が大きい結果が得られた。 
 



 

 
 

図-5 a) 水深 21m(水温成層付近)，b) 水深 31m(深層)での上下方向流速の時系列データ 

図-1 奥州湖の平面図 図-2 濁度,水温の鉛直分布 図-3 流速変動計測装置 

図-4 水深 14m付近(表層)での流速計水深の時系列データ 



*Prediction of algal growth in water resources reservoirs in future environments and efficiency evaluation of 
an in-lake adaptation measure by Makoto Umeda 

水源貯水池における将来の藻類増殖と適応策効果の評価＊ 

 

東北大学 大学院工学研究科 梅田 信 
 

1． 序論 

 ダム貯水池は，我が国の水道水源の約半分を担っている。したがって，貯水池の水質悪化は

上水道の利用に対して影響を与えうるものであり，水道水の安定的な供給には水質管理が重要

である。貯水池における富栄養化現象の一つである藻類の過剰な増殖は，水質問題の代表的な

ものであるが，気候の温暖化により将来的に発生頻度等が増加することが懸念されている。 

 本研究では，温暖化によるダム湖内での藻類増殖状況についての予測展望を，全国的な範囲

で多数の貯水池を対象にして行った。また適応策として貯水池内の流動制御対策を行った場合

の効果発現に関して検討を行った。 
 

2． 研究方法 

 本研究では，が選定したダム湖を検討対象とした．対象としたダムの地理的分布を図-1に示

す．対象ダム選定の際に留意した点は次の通りである．まずダム湖の水質悪化の影響を受けや

すいのは，上水道への利用であると考えられるため，利用目的に上水道があるダム湖に限定し

た．また，温暖化での気温上昇による影響の現れ方に，地域的な傾向があると予想されるため，

可能な限り広い範囲からダムを選択した． 

 各ダム湖を対象とした水温解析には，既往検討における方法と同様に，鉛直一次元の水温解

析モデルを用いた。アオコの代表的な原因種である藍藻類は，高水温の環境で発生する傾向が

高いことが知られている。このような知見をもとに，貯水池内の水温の解析結果に対し，表層

水温が 20℃を超える年間日数 n1および表層水温勾配が 0.5℃/m を超える年間日数 n2という指
標から，アオコすなわち植物プランクトンの過剰な増殖という水質評価に結び付けた。水温指

標と，流入河川の総リン濃度の情報を組み合わせて経験的な評価式を作成し，湖内の表層クロ

ロフィル a濃度を推定した。ただし，将来の流入総リン濃度については，既往の実測値から変
化がないと仮定した。つまり本研究では，地球温暖化による気象条件（気温，日射量）の変化

による湖内水温環境の変化のみについての藻類増殖への影響を評価したことになる。温室効果

ガスの排出シナリオについては，種々のものが想定されているが，特に将来の気候条件変化が

大きい RCP8.5 を主に評価の対象とした。解析の対象期間は，1981～2000 年（基準期），2031

～2050年（中未来），2081～2100年（遠未来）の三期間を設定した。貯水池内の藻類増殖に対

する適応策としては，現在の富栄養化対策として用いられることが多い，湖内対策である曝気

式循環施設の設置を考慮して予測を行い，対策の有無よる比較検討を行った。 

 

 



 

図−1 予測結果に基づく Chl-a 濃度と気温の関係。白印は東日本の貯水池，黒印は西日本の貯

水池を示す。また，左図は適応策無し，右図は適応策有りの条件による結果を示す。 
 

3． 結果 

 図−1 は，検討対象貯水池を，東日本（19 ダム）と西日本（18 ダム）に分けてプロットした

ものである。また左図が適応策無し，右図が適応策としての曝気循環を導入した場合の結果を

示している。適応策なしの条件による結果では，東日本と西日本のプロットのバラつき具合が

概ね平行になっている。このことから，貯水池内での藻類増殖（クロロフィル a 濃度の増減）

という，気温変化に対する応答特性は，気温自体は異なるものの，東西日本で概ね同等である

という読み取り方ができると考えられる。またこれに対して，曝気循環を導入したときの結果

では，どちらの地域でも未導入の条件より勾配が小さくなっている。したがって，気温が上昇

した環境に対して藻類増殖を抑制する効果が発揮されていると考えられる。ただし，東西の地

域別に傾向を比較すると，勾配がより小さく出ている西日本の方が，気温上昇に対して曝気循

環がより効果を発現しやすい結果となっていると考えられる。 
 

4． 結論 

 本研究では，日本国内の多目的ダム貯水池（上水道目的を有する計 37 ダム）を対象として，

将来の気候変動による湖内水温の変化が，ダム湖内の藻類増殖環境に及ぼす影響についての評

価を行った。適応策としての曝気循環を未導入の場合，概ねすべての貯水池においてクロロフ

ィル a 濃度が増加する傾向が示された。一方，曝気循環を導入した場合，藻類増殖を抑制する

効果が発揮されることがわかった。また，全国を東西に分けて地域的な比較した場合，西日本

において曝気循環がより効果を発現しやすいと考えられる結果が得られた。 

 

謝辞：本研究は，文部科学省気候変動適応技術社会実装プログラム（SI-CAT）の援助を受けて

実施された。 
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表-１ TRIMBLE-UX5 の諸元 
項目 TRIMBLE UX5 

タイプ 固定翼 

質量 2.5ｋｇ 

翼長 1ｍ 

翼面積 34dm² 

外寸 100cm×65cm×10cm 

バッテリー 4.8V,600mAh 

航続時間 50 分 

航続距離 60km 

飛行速度 80km/時 

最高高度 5,000m 

 

UAVを用いた水田地域の地形測量と水田区画データの作成 

日本大学工学部土木工学科  ○木村健人  

日本大学工学部土木工学科   朝岡良浩  
 

1． はじめに 

準用河川は，計画降雨の再現期間が短く設定され

ているため，洪水を引き起こす一因となっている。近年

では気象条件が変化し計画，降雨を超える降雨が多く

発生しており，洪水被害が増加している。通常，河川

整備は経済優先度を考慮し，１級２級河川から整備予

算が配分されるため，準用河川では整備が不十分とな

ることも多い。そのため，地域の地形や土地利用に応

じた水害対策を講じる必要がある。このような準用河川

の水害対策の１つが，水田の貯留機能に着目して洪水

流量を緩和する田んぼダム事業である(吉川ら,2009)。
水田の貯留機能を評価するためには，流域における水

田の区画データが必要となるが，十分に整備されてい

ない地域も多い。流域内における水田の形状や寸法を

広域的かつ効率的なモニタリングするためには，航空

写真などによる測量技術が有効である。特に最近は

UAV（Unmanned Aerial Vehicle）が普及し，経済的に航
空写真測量を実施することが可能になりつつある。本研

究では，福島県須賀川市の準用河川である笹平川を

対象として，UAVによる水田地域の地形測量と水田区

画データの作成を目的とする。 
 

２．研究対象地域 
 準用河川笹平川流域は，東北自動車道を挟み，上下

流で土地利用形態が大きく異なるため，市街地調整区域

である上流域と市街地区域である下流域に分割されてい

る。流域の概要を図-１に示す。流域面積は合計307.2ha
であり，上流域(265.6ha)の大部分は水田もしくは山林で
ある。下流域(41.6ha)の大部分は住宅地であるが公共施
設 ・商業施設が集中しており ，本川釈迦堂川の

(T.P.240m)より地盤が低く，洪水時には合流部付近で自
然排水が困難となる内水被害常襲区域である。 

 
図-1 笹平川流域図 

 
写真-1  TRIMBLE-UX5 



 

３．研究方法 
 本研究ではUAVによる航空写真測量及び，水

田地域の地形測量と区画データを作成した。

UAVはTrimble社のTRIMBLE-UX5(写真-1)を使
用した。TRIMBLE-UX5の概要は表-１に示す。11
月15日に福島県須賀川市の笹平川上流域に設
定した試験エリアで実施した。撮影画像(写真-2)
のGCPとして7地点を設定した。 
 

４．結果 
 試験エリアの航空写真測量で得た点群を基に

水田ポリゴンを区間毎に作成し，それぞれのポリゴンに水田面積や，標高面積の属性を与えた(写真-3)。
このようなデータを用いて畦畔の高さを加味することにより，水田の貯水容量を算出できる。 
 

5．終わりに 
 今後は航空写真測量とポリゴン作成のエリアを流域全体に拡大するとともに，水田全体の貯留容量を

算定し，田んぼダム事案に活用する予定である。 
 

謝辞：本研究は須賀川市との共同研究の一環として実施した。また，UAVによる航空写真測量は，株
式会社開成測量設計社によって実施された。ここに記して謝意を表する。 

参考文献：吉川夏樹， 長尾直樹， 三沢眞一 (2009)：水田耕区における落水量調整版のピーク流
出抑制機能の評価，農業農村工学会論文集，261，31-39 

写真-3 水田ポリゴンサンプル図 

 
写真-2 対象地域の航空写真 



* Spatial monitoring of ice albedo with a UAV by Kenta Horie,Yoshihiro Asaoka, Takaaki Terui and  
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図-1 現地観測地域 

現地観測

UAVを用いた雪氷のアルベドの空間モニタリング＊ 
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1.はじめに 

東北地方は世界でも有数の豪雪地帯である。このような地域で発生する融雪出水は利雪・克

雪の2つの側面を持つ。利雪の例として，冬季に積雪として山地に貯えられた雪が，春から夏に

かけて融雪して河川に流出することにより,生活用水や農業用水といった水資源となり,長期間

安定した水を人間社会に供給する。しかし,克雪の例として,短時間に生じる急激な融雪出水に

よって,河川では洪水となり氾濫を引き起こすこともある。この2つの側面から春先の融雪を予

測する必要がある。 

雪氷の融解は雪氷面の熱収支に基づいた現象である。雪氷の融雪量を求めるには熱収支を構

成する要素の1つであるアルベドについて把握する必要がある。アルベドとは日射光に対する反

射光の割合である。雪氷面は,融雪により表面がざらめ雪となる。また，不純物や微生物によっ

て表面上が不均一に暗色化する。以上により空間的に不均一となるアルベドを網羅的にモニタ

リングするためには上空からの撮影が有効な手段と考えられる。 

既往の研究では,人工衛星を用いて積雪のアルベド推定が行われている。しかし,雪氷表面で

暗色化するエリアのサイズに対して，人工衛星の画像は分解能が大きいため不均一な分布を抽

出できない。そのため,分解能が高いUAV(Unmanned Aerial Vehicle)による撮影が有益と考えら

れる。UAVの研究で植物のアルベド推定は行われているが,UAVを用いた積雪のアルベドを推

定する研究例は少ない。 

本研究では,UAVを用いて雪氷体のアルベドを空間的にモニタリングする手法について検討

する。 

 

2.現地観測および地域 

 本研究では，現地観測（対象地域）は8月5日に山形県

鶴岡市に位置する月山の雪渓(図-1)で行った。UAVは無

人航空機と呼ばれ，カメラを搭載し空中から静止画や動画を

撮影可能である。本研究では，DJI社のInspire を使用した。

また，UAVには通常のデジタルカメラと，近赤外域カメラを搭

載している。本実験で使用する回転翼は離着陸場所に規定

がないため，現地到着から飛行と計測を迅速に行える。 



表-1 アルベド推定式の一覧および決定係数 

 目的変数 説明変数 決定係数 R2 
式① α(アルベド) (Rの DN)+(Gの DN)+(B の DN)+(nir の DN) 0.629 
式② α(アルベド) (R の反射率)+(G の反射率) 

+(B の反射率)+(nir の反射率) 
0.636 

式③ α(アルベド) (Rの DN×R 波長帯)+(Gの DN×G 波長帯) 
+(BのDN×B波長帯)+(nirのDN×nir波長帯) 

0.717 

式④（重回帰式） logeα R の DN,G の DN,B の DN,nir の DN 0.976 
式⑤（重回帰式） logeα R の反射率,G の反射率, 

B の反射率,nir の反射率 
0.975 

式⑥（重回帰式） logeα R の DN×R 波長帯,G の DN×G 波長帯, 
B の DN×B 波長帯,nir の DN×nir 波長帯 

0.975 

波長帯幅 R:630~680(nm),G:525~600(nm),B:450~515(nm),nir:845~885(nm) 
 

 
図-1 式④の計算値と観測値の比較 

y = 0.9838x + 0.0033 
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本研究の観測ではUAV,日射計,GPS,白板,バキュームメジャー,PCを使用した。観測地点は

雪渓周辺の砂利,道,草,雪渓内の黒雪,白雪,まだら雪の日射量,反射量を日射計を用いて（計3

回）測定し,また,雲などで天候が変わるため，ほぼ同時期の白板と対象物の測定をする必要が

ある。そのため，観測地点を測定する前に白板を毎回（計6回）測定した。さらにGPSを用いて

緯度,経度を測定した。併行してUAVを用いて,雪渓周辺を撮影した。 

また，撮影画像からR,G,B,nirのDN（デジタ

ルナンバー）を抽出して，アルベドを目的関

数,R,G,B,nirのDNを説明変数とする複数の式

について検討した。 

3.結果および考察 

 仮定したアルベド推定式一覧および決定係

数について表-1に示す。単回帰式の中では式③

の精度が最も高い結果となった。また，重回帰

式の方が単回帰より決定係数が高い結果とな

り，式④が最も精度の高い式となった。相関が

最も高い(式④)の結果を図-1に示す。 

 

4.おわりに 

 本研究は，UAVによる撮影画像と地上観察の比較により，UAVに搭載したカメラの計測波長

帯のDN値からアルベドを推定する手法について検討した。その結果，UAVの画像から雪氷体の

アルベドで精度よく推定できることを確認した。今後は提案したアルベド推定式を用いて,雪氷

上のアルベドの空間分布を推定する。 
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図 1 阿賀野川水系流域 

阿賀野川流域における融雪出水の年変動 
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1． はじめに 
阿賀野川流域は日本有数の豪雪地帯であり，その融雪が水資源として利用されている。安定

した水資源を供給するためには融雪出水を把握する必要がある。寒帯気候における長期間の積

雪分布を調べた研究は多いが，温帯の豪雪域における積雪量の融雪出水の年変動調査した研究

事例は少なく，気候変動の影響の検出および積雪を有効活用するうえで重要である。また温帯

の積雪は豊富な水資源として生活用水・かんがい用水・水力発電などに利用することができる。 

佐藤・朝岡(2016)は阿賀野川流域の積雪水量の長期変動の(1985～2015)傾向を調査し，おり

気温は僅かにに低下し，降水量は増加すること流域の積雪量は長期的に僅かに増加すること多

雪・小雪といった極端な積雪量に偏る傾向が分かっている。この研究の目的は過去の流量観測

データを過去の流速観測データを用いて融雪出水の河川流量や期間と時期が続くかを調査する

こと，多雪年・小雪年の融雪出水の特性についてリターンピリオドを用いて評価すること，10

年 1回の小雪と 10年 1回の多雪のピークの流量を融雪出水期と時期を評価することである。 

 
2．研究対象地域 

阿賀野川は，新潟・福島・群馬の 3県にまたがり，広

大な流域と長大な流路を持つ日本有数の大河で阿賀野川

水系としての本流指定部分は一級河川阿賀野川と一級河

川阿賀川（あががわ）であり，その流路延長は 210kmで

流域面積は 7710Km2また，下流部の河川水流量は日本最

大級の一級河川である。源流は栃木・福島県境の荒海山

(1580m）に発し，上流の福島県側は阿賀川と呼ばれてい

る。阿賀川の流域はいくつかの大きな支川に分かれてお

り，248本もあり流域内人口は約 59万人住んでいる。 福

島県側の流域は，地形と豊富な水に恵まれ，日本有数の

水力発電地帯となっている。 

                                                      

3．研究手法および使用データ 
 若水流量観測点北緯は 37度 15分 42秒 東経 139度 52分 11秒零点標高は 435mである。水

文・水質データベース 2002年から 2014年の日単位の流量データを取得した。これらのデータ

より各年 1 から 5 月の最大流量と発生日時を抽出した。また日流量の 10m2/s 以上及び 20m2/s

以上の継続日数を調査した。 



 
4．結果および考察                                    
図 2 に 2002 から 2014 年の 1 月～5

月の最大日流量とその発生時期を示す。

年最日大流量の平均値は 98.083m3/sと

なり，標準偏差は 13.728 m3/sとなった。

発生時期は，3 月 6 日から 5 月 4 日に

分布し，平均すると 4月 14日である。 

図-3に 2002年から 2014年のハイ

ドログラフで流量が流量が 10 m3/s 

継続する日数とそのを示す。流量が

10 m3/s以上の継続日数は，対象とし

た 12年で 25 日から 66 日で，平均

すると 46日であった。継続期間の終

了日は 4月 18日から 5月 21日に分

布し、平均すると 5月 7日であった。

同様に，図-4に 2002年から 2014年

のハイドログラフで流量が流量が

20 m3/s 継続する日数とそのを示す。

流量が 20 m3/s 以上の継続日数は，

対象とした 12年で 11日から 49日で，

平均すると 31.5日であった。継続期

間の終了日は 4 月 4 日から 5 月 12

日に分布し、平均すると 5月 1日で

あった。 

 

5．終わりに 
本研究は過去 13 年間のハイドログラフをもとに融雪出水の最大流量及び，継続日数につい

て調査した。その結果，融雪出水の継続日数は期間，終了日ともに大きく変動することを示し

た。今後は冬季の気象条件との関係について調査する予定である。 
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図-2 1～5月の日最大 

 

 
図-4 流量が 20m3/s以上の継続日数と時期 

図-3 流量が 10m3/s以上の継続日数と時期 
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熱帯アンデス地域の気候擾乱が氷河融解・流出量に及ぼす影響＊ 
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1． はじめに 

南米大陸のボリビア多民族国は年間降水量が 500mm と少なく,首都ラパスと隣接するエル・

アルトでは,上流域に分布する熱帯氷河の融解水を水資源として利用している。ボリビアには全

世界の約 20％の熱帯氷河が分布しているが,近年の地球温暖化に伴い急激な氷河の縮小が報告

されている。また,首都圏の人口が急激に増加しており,とくに,エル・アルトは 1992 年から 2012

年の 20 年間で約 40 万人から 2 倍の約 80 万人となり,首都圏の水需要を押し上げる要因となっ

ている。 

 このような背景に対して,長期的な水供給の計画を講じるためには,気候変化に応じて氷河の

変動と融解量を推定することが重要である。既往研究

により地球温暖化を考慮した融解量とそれに伴う面積

変化が推定されている 1)。水資源の少ないボリビアで

は長期的な気候変動による影響は勿論のこと,年変動

による極端な気象変化に伴う河川流量の多寡も水供給

計画を検討する上で重要である。そこで,本研究では過

去 6 年間の河川の水位と気象の年変動を明らかにする。

また,流量の年変動の多寡に着目して,影響を及ぼす気

象要素について調査する。  
 

2． 対象地域及び期間 

本研究では,ボリビアの首都ラパスの上流に位置す

るコンドリリ氷河付近に設置した河川水位観測点

（HC1）および気象観測点（MC1)のデータを用いた（図

-1）。観測点の概要を表-1 に示す。 

 

図-1 対象地域 

表-1 観測点の概要 
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図-2 月流量の偏差 

2月 4月
重相関係数 0.998 0.999
変数1（P値） 湿度（0.0360） 風速（0.0086）
変数2（P値） 気圧（0.0747） 降水（0.0117）
変数3（P値） 風速（0.1885） 温度（0.0772）

3． 研究手法 

気象観測点,水位観測点のデータを基に流量,気温,湿度,風速,気圧,日射量,降水量の月単位

データを作成した。なお,流量は HQ（Height Quantity）カーブを用いて水位から流量に換算し

た。また,重回帰分析を用いて月流量に寄与する気象要素を調査した。なお,説明変数は重相関

係数が高く,P値が低くなる 3変数を選択した。 

 

4． 研究結果及び考察 

月流量の年変動を図-2に示す。乾季

の流量変化が小さく,雨季の流量変化

が大きいことが確認できる。年変動の

大きい4月の月流量を気象要素で重回

帰分析した結果（表-2）,風速の影響が

大きく負の相関の傾向を示した。これ

は,風速が大きくなることにより昇華

が発生して,融解量が減少することが

原因と考えられる2)。 

 

5． おわりに 

本研究では，氷河融解・流出量に

対するアンデス地域の気候擾乱の影

響について解析した。このことから,

各月により相関関係となる気象要素

が異なることが明らかとなった。こ

の結果をもとに,前月の気象条件に

ついても相関関係が得られないか検証するとともに,周辺氷河についても同様の解析を行う予

定である。 
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表-2 重回帰分析の結果 
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*Review of recent water-related disasters in Tohoku region and future challenges for disaster risk reduction, Shuichi Kure, 

Shuji Moriguchi, Shosuke Sato, Keiko Udo, and Yasuhito Jibiki 
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*Runoff analysis and future projection of extreme rain in the Abukuma River basin by Satoshi Oyamada, 
Yoshihiro Asaoka and Tsuyoshi Kinouchi 

阿武隈川流域における極端豪雨時の流出解析と将来展望＊ 

 

日本大学工学部土木工学科 ○小山田 怜史 

日本大学工学部土木工学科  朝岡 良浩  
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1． はじめに 

 近年,極端な大雨が増加している傾向にあり,阿武隈川流域においても大雨による大規模な

洪水被害が度々発生している。今後気候変動による気温の上昇に伴い豪雨の規模等にも変化が

出てくることが考えられることから,気候変動による将来の極端豪雨の変化を見通す必要があ

る。本研究の目的は,気候モデル AGCM20(Atmospheric General Circulation Model) 1)の出力データ

を用い,現在と将来において年最大日雨量の降雨パターンにどのような変化が見られるかを解

析することである。 
 

2． 研究対象地域 

 研究対象地域である阿武隈川流域を図-1に示す。阿武隈
川流域（流域面積約 5,400㎢,幹川延長約 239km,流域内人口

約 138 万人）は福島,宮城両県を南北にまたがる流域で,本線

は福島県西白河郡西郷村旭岳から福島県中通りを北流し,宮

城県に入り太平洋に注ぐ。流域の年平均降水量は約

1100~1500mm である。 
 

3． 研究手法及び使用データ 

3.1 AGCM20の概要 
AGCM20 は気象庁気象研究所が開発した気候モデルであり,空間解像度は 20km メッシュで

ある。気候予測は温室効果ガス排出量のシナリオ(SRES-A1B)を想定して行われ,現在気候(1979
年 1月 1日～2003年 12月 31日),近未来気候(2015年 1月 1日～2039年 12月 31日),21世紀末
気候(2075年 1月 1日～2099年 12月 31日)の 3期間の時間雨量データが出力されている。各年
代の雨量データについて,現在気候を SPA,近未来気候を SNA,21世紀末気候を SFAとする。本
研究では SPAと SFAのデータを用い,年最大日雨量の降雨イベントを解析した。 

3.2 AGCM20のバイアス補正 

 気候モデルによって出力されたデータにはバイアスと呼ばれる誤差があり,本研究では

AMeDAS(Automated Meteorological Data Acquisition System)によって観測されたデータを用いて
補正を行った。補正式は,SPA及び同期間の AMeDASの雨量データから年最大日雨量 25年分を
算出し,指数近似により算定した。その結果を図-2に示す。 

図-1 阿武隈川流域図 



 

図-2 福島,郡山,白河の SPA及び AMeDASの年最大日雨量式 

 

4． 結果及び考察 

福島,郡山,白河における SPA,SFAの年最大日雨量の降雨イベントについて,降雨継続時間及

び年最大日雨量の平均をそれぞれの気候と地点ごとに結果をまとめた。その結果を表-1に示す。

郡山及び白河においては降雨継続時間が長くなり,年最大日雨量が小さくなった。福島において

は降雨継続時間が短くなり,年最大日雨量が大きくなることが示された。SFAと SPA差を分布
図で確認すると,白河や郡山の上流域では SPAの方が大きく,福島の下流域では SFAの方が大き
くなった。そのため現在と比較して,下流域では洪水の危険性が高まることも考えられる。 

表-1 福島,郡山,白河における各気候の降雨継続時間平均,年最大日雨量平均 

 
 

5． 終わりに 

 本研究では気候変動が極端豪雨にもたらす影響を評価した。その結果,降雨継続時間について

は福島で短くなり,郡山及び白河で長くなった。年最大日雨量については福島で大きくなり,郡

山及び白河で小さくなった。今後は極端豪雨イベントの雨量データを流出モデルへ入力し,極端

豪雨に対する流量の応答を解析し,現在と将来で洪水の頻度や規模がどのように変化するかを

見通す予定である。 

 

謝辞:本研究は須賀川市との共同研究の一環として実施した。また AGCM20のデータは,気候変

動リスク創生プログラムのテーマ C「気候変動リスクの基盤技術開発」より提供を受けた。こ
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*Characteristics of victims caused by the typhoon No.1610, 2016 by Motoyuki Ushiyama 

 
図１ 岩手県内の犠牲者発生位置 

2016年台風 10号による人的被害の特徴(序報)＊ 

 

静岡大学防災総合センター 牛山 素行 
 

1． はじめに 

 筆者は，近年発生した豪雨災害による死者・行方不明者(以下では「犠牲者」と略記)につい

て，行政資料，報道記事，現地調査などを元に，その発生日時，位置，原因外力，遭難状況な

どをとりまとめ，データベース化している(牛山，2015)．本報では 2004～2014年の主な豪雨災

害 42事例で生じた犠牲者 712人(以下では「2004-2014」)と，2016年台風 10号で生じた 27人(以

下「台風 10号」)を比較した特徴について論ずる．台風 10号災害については，行政機関の資料，

新聞報道，テレビ映像，国土地理院空中写真，その他関連資料の収集を行うとともに，2016年

9 月 2，10，11 日(いずれも岩手)，18 日(北海道)，10 月 13～15 日(岩手)に現地踏査を行った．

これらの調査結果を総合して判断，集計を行った． 

2． 死者・行方不明者の概要 

 台風 10号では，北海道で死者 2人，行方不明者 2

人，岩手県で死者 20人，行方不明者 3人，計 27人

が生じた(図１)．同一の家屋内または近接する数 m

程度の範囲内で発生したケースを１箇所として数え

ると，発生地点数は北海道 4箇所，岩手県 12箇所，

計 16箇所となる． 

3． 原因外力別犠牲者数 

 筆者は，犠牲者発生の原因となった外力を「高波」，

「強風」，「洪水」，「土砂」，「河川」，「その他」の 6

種に分類している．なお，「洪水」は河道外に溢れた

水に起因する者，「河川」は河道内の水に起因する者

である．台風 10 号では，「洪水」18 人，「河川」4

人，「土砂」5人となった(図 2)．2004-2014では，「洪

水」18.4%，「河川」19.1%，「土砂」48.9%，などで

あり，台風 10号は水関係の犠牲者が多い事が特徴と

言える．「土砂」も，明瞭な崖崩れ，土石流の直撃は見られず，いずれも「洪水」と「土砂」の

中間的な状況であった可能性が高い．平地での洪水に比べ少量の水でも川の水の速さが速くな

りやすく，河川付近の建物等に被害を与えやすい，山地河川での洪水(山地河川洪水)の恐ろし

さがあらためて示唆された．また，「河川」はいずれも車で走行中に川に転落したケースであり，

比較的小規模な水害時によく見られる「田んぼを見回りに」「川の様子を見に」といったケース

は確認できない．降雨，洪水自体が激しい規模で，「様子を見に」といった行動ができるような

状況ではなかった可能性がある． 



 

図 4 避難行動の有無 

  

図 2 原因外力別犠牲者数   図 3 遭難場所別犠牲者数 

4． 遭難場所別死者・行方不明者 

 犠牲者の遭難場所を「屋内」「屋外」に大別すると，2004-2014 では「屋内」365 人(51.3%)、

「屋外」343人(48.2%)とほぼ同程度である．なお原因外力別でみると，「土砂」のみは「屋内」

が多い(86.5%)が，「洪水」と「河川」の合計では「屋内」は 16.5%と少数であるなど，外力別

に明瞭な相違がある．台風 10号では「屋内」が 27人中 17人と多くなっている(図 3)．「洪水」

と「河川」の合計では 20人中 14人が「屋内」で，「洪水」では「屋内」が少数である 2004-2014

とはやや傾向が異なる．ただしこれは岩泉町のグループホームで死者 9人が生じた影響も大き

い．家屋が洪水により流失しその家屋で死者・行方不明者が出ることはこれまでの災害でもほ

とんど見られない．台風 10号では，「洪水」が多かったが，こうしたケースは 2箇所 2人にと

どまり，これはこれまでの事例と同傾向である．ただし，住家の流失自体は散見され，これら

が人的被害に必ずしも繋がっていないことは関心がもたれる． 

5． 避難行動(立ち退き避難) 

 ここで「避難」とは「水平避難」「立ち退

き避難」と呼ばれる行動を対象とする．

2004-2014では何らかの避難「行動あり」63

人(8.6%)，「行動なし」661人(90.5%)である．

台風 10号では，「行動あり」が 8人(30%)と，

2004-2014と比べやや比率が高い．避難先か

ら戻った自宅で遭難したケースが 3人，避難

途中が 5人である．「行動あり」8人は 2004

年以降では，2011年台風 12号(14人)，2009

年兵庫県佐用町水害(13人)に次いで多い．避難行動自体は比較的積極的であった可能性もある． 

6． おわりに 

 台風 10号による犠牲者は，その多くが「洪水」起因であったこと，避難行動をとっていた犠

牲者が多かったことなどが特徴的であったと考えられる．ただし，被害規模や，被害形態は近

年の他の災害と比較し，特異な傾向があったとまでは言えないと思われる．なお，当日は他の

観点からの集計結果についても合わせて報告する． 
参考文献 
牛山素行:2004～2014年の豪雨災害による人的被害の原因分析 ,東北地域災害科学研究,No.51,pp.1-6,2015. 
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2016年台風10号による岩泉町乙茂における洪水・氾濫痕跡から見えること＊ 

 
秋田大学 松冨英夫 秋田大学 今野史子 秋田大学 鎌滝孝信 

 
１．はじめに 
 2016年8月30日の台風10号豪雨による岩手県の被害（内閣府、9月30日現在）は死者・行方不

明者23人、全壊住家379棟、半壊住家2,120棟、一部破損住家509棟、床上浸水住家147棟、床下

浸水住家890棟、非住家被害1,671棟と甚大であった。人的被害が目立った岩手県の小本川にお

ける洪水・氾濫の理由として以下が考えられ、指摘されている。 
①8月30日の台風10号による記録的な大雨（先ず、河川上流域で大雨。その後、河川が増水状態

のときに中流域で大雨）（中央大学 山田氏）。 
②岩手県東部の岩盤は粘板岩や砂岩、花こう岩といった硬い岩石からなり、深さ1～5 mの表土

層は長年の風化で無数の亀裂が走り、透水性が高い状態で、保水能力が低い（岩手大学 大

河原氏）。 
③8月22～23日の台風9号の影響で流域の保水能力が低下していた（岩手大学 小笠原氏）。 
④乙茂地区中心部（道の駅）から直線距離で約2 km上流に位置する河川の大蛇行（抵抗）に起

因する河川水位の上昇（秋田大学 松冨）。 
⑤その直下流部における洪水流の高速化とそれに起因する河畔林の流木化（秋田大学 松冨）。 
⑥洪水流の高速化に起因する河畔林の流木化と流路浸食による洪水・氾濫流の流向変化（岩手

大学 小笠原氏）。 
⑦流木の橋梁などでの滞留による河積の減少（岩手大学 小笠原氏、東北大学 今村氏）。 
⑧川幅が約200 mの乙茂橋地点における左岸側から河川の流心方向へ約50 m突き出た乙茂橋へ

のアクセス道路の盛土による河積の減少（秋田大学 松冨）。 
⑨乙茂地区下流部における90°近い河川の曲がり（岩手大学 小笠原氏）。 
 そこで、本研究は小本川沿いの乙茂地区とその上流約3 km区間における最大の洪水・氾濫痕

跡水面位や地盤高、浸水深を実測し、上記の理由④や⑤、⑧を実証することを目的とする。 
 
２．調査結果 
 現地調査域は東西に細長い。そこで図-1に示す4領域（R1～R4）に分割して最大痕跡水面位

や地盤高などの調査結果を示す。 
 図-2 (a)～(d)に最大痕跡水面位（○地点）や地盤高（△や▲地点）の調査結果を示す。数値

は水色が最大痕跡水面位（上段：建築物の前面または側面側、下段：側面または背面側）で、

白色が地盤高である。○地点の白色数値も地盤高で、この点では浸水深が評価できる。さらに、

黄色の数値は氾濫域中に堆積した漂流物（漂流ゴミを含む）の上端を最大痕跡水面位としたも

のである。これらの水面位や地盤高はグループホーム「楽ん楽ん」から北西側約60 mに位置す

る国道455号沿いの三級基準点（☆地点、基455-29）と対応付けられている。 
                                           
* Flooding situation inferred from the watermarks of flooding at Otomo area and its upstream reach in 

Iwaizumi caused by the Typhoon No. 10 in 2016     by Hideo MATSUTOMI, Fumiko KONNO and 
Takanobu KAMATAKI 



 
図-1 最大痕跡水面位などの調査域とその分割（Google earthに加筆） 

 

 
        (a) R1領域                 (b) R2領域 

 
        (c) R3領域                 (d) R4領域 

図-2 最大痕跡水面位などの空間分布（Google earthに加筆） 

 
３．主な結果 

 現地調査に基づく最大の洪水・氾濫痕跡水面位と地形図から評価した水面勾配や平均河床勾

配から乙茂地区とその上流約3 km区間における洪水・氾濫流の状況を推定し、次の結果を得た。 
①乙茂地区の中心部から約2 km上流に位置する河川の大蛇行部で河川水位が大きく上昇した。 
②その結果、その直下流部で限界水深が形成され、洪水流が高速化した。 
③乙茂橋左岸側から河川流心方向へ約50 m突き出たアクセス道路の盛土（川幅は約200 m）と

盛土・橋梁部分における流木滞留の相乗効果により河積が減し、乙茂橋左岸側橋台付近で水

位が局所的に上昇した。 
④今回の洪水・氾濫災害は小本川のような山地河川で、洪水調節を行うところもない川沿いの

平坦地は全てが氾濫域であることを改めて知らしめた。 



 
 

土砂災害発生時の流域スケールの雨水貯留量のマッピング 

 

福島大学共生システム理工学類 長谷川 永刀 

福島大学共生システム理工学類  横尾 善之 

 

1． はじめに 

 土砂災害と流域の貯留量との関係についてこれまではタンクモデルより土壌雨量指数を用いて

推定されてきた。しかし，パラメータの決定において全国一律のパラメータを用いていることや，

降雨流出過程が 3段階に固定されていることにより，不確実性が生じると考えられている。この問

題点を解決する方法として，パラメータが少なく，それぞれの流域に合った降雨流出過程に分離す

ることができる Hino & Hasebe (1985) の成分分離の手法を用いた。そして，降雨流出過程を成分分

離した上で，Kirchner (2009) の方法を適用した。しかし，この貯留量推定法は日本の流域に適用で

きないことから，Kirchner (2009) の流量変動と流量の非線形な関係を線形なものに変更し，論理的

不整合を排除した千葉・横尾 (2015) の貯留量推定法を用いた。本研究ではこれらの手法を用いて

日本各地の災害発生時の貯留量を求め，その値を地図上にプロットすることで災害発生の危険度を

可視化させることが目的である。 

 

2． 方法 

 過去に土砂災害が発生した流域のうち北海道を除く一級河川を対象とし，流量と雨量のデータを

用いた。本研究では流量データから解析を行っていくが，北海道は積雪が多く流量データの欠損が

多いため対象流域から除くことにした。国土交通省の水文水質データベースから，流量データ及び，

雨量データを発生した年と過去 2年の合計 3年間について取得した。この理由は初期値の影響を受

けるのを防ぐためである。日野・長谷部が提案した手法では，まず流出高データを片対数プロット

し，流出高の逓減部から傾きの異なる複数の逓減部を特定した。次に，この逓減部に指数関数をあ

てはめて求めた逓減係数の逆数の時定数を利用して数値フィルターを作成した。 

 次に千葉・横尾 (2015)にならい，Kirchner (2009)の貯留量を以下の手順で推定した。まず毎時の

河川流量データの逓減部を対象に，流量減少量と流量の関係を調べた。次に，両者の関係に線形関

係を仮定し，その傾きを求めた。この傾きを利用することで，流量減少量と流量の関係を導くこと

ができる。なお，流量減少量と流量の関係を求める際には，無降雨の時間帯を対象にして，蒸発散

量が流量よりもはるかに小さいことを条件にデータを選別することで，水収支式中の降雨と蒸発散

量を無視する。この場合，流量減少量と流量の関係式を積分することで，流域スケールの雨水貯留

量と流量の関係式が導かれる。詳細は，千葉・横尾 (2015)が詳しくまとめている。なお，求まる貯

留量は，ある基準面からの高さとして計算されるため，実際の貯留量や貯留高を計算できる訳では

*Mapping rain-water storage at watershed-scale on the occurrence of sediment disaster in Japan by Eito 
Hasegawa and Yoshiyuki Yokoo 



 
 

ない。しかし，土砂災害に関しては，貯留量

の絶対値よりもその変化が重要であるため，

問題にならない。 

また，土砂災害のデータは国土交通省砂防

部が発生後に対策を講じたものとして，ホー

ムページ上で公開しているものを利用した。

その後，土砂災害発生時の貯留量と平常時の

貯留量を求め，災害時貯留量に対する平常時

貯留量の割合を求めた。割合が高い地域ほど

危険度が高いことを表している。北海道を除

く 24地点で貯留量の割合を示したマップを

作製した。 

 

3．結果 

土砂災害の発生と貯留量についての関係性に

おいて，図 2より中部地方は高い割合を示し

ている地域が多く，図 3より四国，中国地方

は割合にばらつきがあるが九州地方は低い割

合を示している地域が多いことが分かった。

今回は平常時の貯留量との比較を行ったが，

今後それぞれの流域の貯留量を成分別に精査

することで新たな地域特性を見出すことがで

き，より正確な危険度を把握できるのではな

いかと考える。 
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図 1 災害発生流域の貯留量推定結果 

図 2 東北・中部地方の貯留量値の割合 

図 3 中国・四国・九州地方の貯留量値の割合 
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下水管渠の水位モニタリングデータを用いた 

内水氾濫シミュレーションの検証＊ 
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                        日本大学工学部土木工学科  朝岡 良浩 

日本大学工学部  長林 久夫 
 

1． はじめに  

近年,ゲリラ豪雨と呼ばれる時間 50mm超える雨が増加傾向にあり,社会問題になりつつある。

郡山市の市街地では 1986 年から 2013 年の過去 27 年間で 15 回もの浸水被害に見舞われてい

る。このような浸水被害の改善を目的として,郡山市は 2014年に国土交通省の 100mm/h安心プ

ランに登録された。その 100mm/h 安心プランでは流出抑制のため,①河川・下水道の整備水準

の向上,②地域全体における分散型貯留浸透施設の推進,③危険情報の周知(住民の水害危険度の

認知向上),④地域水防の取り組み,⑤まちづくりにおける水害対策への取り組みによる対策が検

討されている。その中で,分散型貯留施設は官民連携による地域全体の設置が推奨され,分散型

貯留施設の効果を評価するには内水氾濫のシミュレーションが有効である。 

これまでに,雨水の地表面氾濫と下水管渠内の流れを統合的にシミュレーションする洪水氾

濫解析モデル(1),(2),(3),(4)が提案されてきたが,多くのモデルは氾濫域を対象とした検証が行われ,

下水管渠の水位について検証した事例は少ない。しかしながら,分散型貯留施設の効果は主に初

期損失や貯留の効果を持つと考えられ,洪水初期における下水道管渠の水位変動の計算精度を

高める必要がある。 
そのため,本研究は洪水氾濫モデルによる下水管渠内の水位計算の検証を目的として ,小規模

の洪水期間を対象とした下水管渠内の水位モニタリングを行い,洪水氾濫モデルによるの水位

のシミュレーション結果と比較した。 
 

2． 研究対象地域 

本研究は,郡山市街地における 6号幹線を対象とした(図-1)。 

上流域から集まる流量及び遮集構造による分水量を検証す

るため図-1における 3か所に水位計を設置した。分水前の水位

(st1)からは上流からの流出量,分水後の汚水管の水位(st2)及び

雨水渠の水位(st3)からは遮集構造による分水量を特定できる。 

 

3． 研究手法および使用データ 

下水管の水位・流量の計算一次元不定流解析,地表面氾濫水の計算には二次元不定流解析を行

図-1 郡山市 6号幹線と下

水道水位観測地点 



う。地表面の地盤高は,空間分解能 1mのレーザスキャンによるデータを用いた。シミュレーシ

ョンには,下水道台帳による下水管渠のデータ,現地調達によるグレーチングのデータ,郡山市の

区画・土地利用データを導入した。シミュレーションの入力データとして Xバンド MPレーダ

による解像度 250m,時間間隔 1分の雨量データを用いた。 

 

4． 結果および考察 

6 号幹線における水位実測値と計算値の比較

を図-2に示す。分水前と分水後の遮集側の 2地

点では計算結果が実測値より水位が高い結果が

得られた。水位変動を比較すると流出時の計算

結果の変動が小さく,またピーク到達時間が計

算結果の方が早いということがわかる。これら

はシミュレーン解析で貯留を適切に表現できて

いないことが原因と考えられる。またシミュレ

ーンでは雨水渠の変動がないが実測値では変動

があることがわかる。実測値及びシミュレーンの

水位が堰の高さに達していないため他の要因によ

って流出が発生したと考えられる。そのためには水渠への流出の要因を調査する必要がある。 

 

5． 終わりに 

本研究は，郡山市 6号幹線において下水管渠内の水位モニタリングを実施し,下水管渠の水
位のシミュレーション結果の検証を行った。これにより,地表面氾濫水と下水管の流れを統合
的に扱う内水氾濫シミュレーンに対して,改善項目及び検討項目が明らかになった。 
現在,国土交通省は ICTによる下水道管渠の水位モニタリングデータの普及を推奨している

本研究の成果は,下水管渠の水位モニタリングが内水氾濫シミュレーションの高精度化に対し
て有益であることを示唆している。 
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流域の主要な降雨流出機構と河川水質の関係 
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1. はじめに 
降雨流出機構の理解には未だ不完全な点が多く，その主要なプロセスを特定する方法論さえ

も確立されていない。この問題の解決に向け，Yokoo (2014)は阿武隈川で観測された河川の水

量・水質を利用して，河川流量をフィルター分離法(Hino ＆ Hasebe, 1984)によって複数の成分

分離した結果と，端成分混合解析  (End member mixing analysis: EMMA, Christophersen ＆ 

Hooper, 1990)によって複数の成分に分離した結果を比較し，両者の類似性を見出している．本

研究は Yokoo (2014)で行われた研究を全国の河川で適用し，Yokoo (2014) の知見の一般性を確

認することを目的して実施した。 

 
2. 方法 
本研究は，国土交通省の水文水質データベースから全国の一級河川のデータを取得して利用

した．全国の一級河川から，淀川の銀橋，信濃川の長岡，利根川の足利，阿武隈川の黒岩の 4

ヵ所の流量および水質を同時にモニタリングしている観測点を解析対象とした。Hino & Hasebe 

(1984)のフィルター分離法は，千葉・横尾 (2015)にならって複数回にわたって適用し，河川流

量を複数の成分に分離した．EMMAによる成分分離では，Yokoo (2014)にならい，濁度と導電

度を利用した。 

 
3. 結果と考察 
フィルター分離法による成分分離結果と，EMMAによる成分分離結果を結果，淀川，信濃川，

利根川の 3河川において比較した結果を図 1～3に示す。各図より，この 3河川においてはフィ

ルター分離法で分離した成分 Q2（2 番目に逓減時定数が大きい成分）と EMMA によって分離

した電気導電度のみが高い成分の変動に相似性があることが分かった。一方，図 4に示す阿武

隈川における結果では，フィルター分離法で得られた Q2成分は濁度と電気導電度の両方が低い

成分の間に相似が得られた。 

以上の結果から，Yokoo (2014)が報告したように，フィルター分離法による成分分離結果と

EMMAによる成分分離結果には類似した変動を示す成分があることが確認できる。この結果は，

フィルター分離による成分分離結果は単なる数学的な分離結果ではなく，地球化学的観点から

も根拠がある結果であると言える。また，フィルター分離の結果と類似した変動を示す EMMA

による分離結果の水質特性が流域によって異なることは，流域内に貯留されている雨水の水質

は流域毎に固有であることを示している。今後は，この固有性について詳しく検討する。 

*Relationship of water quality of the river and runoff processes in watershed discharge by Nagano 
Hidenori and Yoshiyuki Yokoo 



 
図 1 淀川・銀橋で得られた結果           図 2 信濃川・長岡で得られた結果 
 

 
図 3 利根川・足利で得られた結果          図 4 阿武隈川・黒岩で得られた結果 
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*tFISH/EEW: Real-time tsunami forecasting based on offshore tsunami data and Earthquake Early Warning 
by Akiko Horiuchi, Ryota Hino, Yusaku Ohta, Masaaki Kachi, Shunichi Koshimura, and Hiroaki Tsushima  

tFISH/EEW 緊急地震速報で起動する即時津波予測＊ 

 

 東北大院理 堀内明子・日野亮太・太田雄策 

エイツー 加地正明 
東北大災害研 越村俊一 

気象研 対馬弘晃 
 

沖合津波波地震発生後に速やかに近地津波予測を行うことは防災上きわめて重要である。我々は，

形逆解析による初期波高分布の推定に基づき，沿岸の津波波形を予測するアルゴリズムtFISHの性能
評価の一環として，Mw7.3の2011年3月9日の三陸沖地震(以下，3.9地震)に伴う津波の予測実験を行
ってきた(堀内ほか，JpGU2015)。地震発生6分後には精度の良い沿岸の予測津波波形を得ることがで
きる一方で，沖合の津波データが十分に得られない地震発生直後では，正しい初期波高分布が得ら

れず，沿岸での津波高を過小評価するという問題点があった。 
近年，沖合津波観測波形データ以外の手段としてリアルタイムGNSSを用いたRAPiDアルゴリズム

(Ohta et al., 2012)に基づいて得られる初期波高分布をtFISHと組み合わせ，地震発生直後の津波予
測精度を改善する手法(tFISH/RAPiD)が提案されている(Tsushima et al., 2014)。しかし，RAPiDは，陸
上GNSS観測点で十分大きい永久変位が観測されるM8以上の巨大地震に対しては有効であるものの，
海域で発生するM7クラスの地震に対してはその精度が必ずしも十分ではない。一方で気象庁による緊

急地震速報（EEW）は，M7クラスあるいはそれ以下の規模の地震に対しても，確実に震源情報を提供
する。そこで本研究では，気象庁のEEWで地震後直ちに報ぜられる震源要素とtFISHを組み合わせて
津波を予測するアルゴリズムtFISH/EEWを開発している。ここでは，同アルゴリズムを3.9地震の実測デ
ータに適用して，その性能評価を行った。 

tFISH/EEWにおいては，地震発生直後にEEWで得られる気象庁マグニチュードから経験則 (Wells 
and Coppersmith, BSSA, 1994)に基づいて矩形断層モデルを作成し，それによる海底上下変動を初期

波高分布の開始モデルとする。この開始モデルを，沖合で観測される津波波形データを用いた逆解析

に従って逐次修正し，改善された波源モデルに基づく沿岸の津波波形を予測する。ここでは，当時の

緊急地震速報の最終報を用いて開始モデルを作成し， 震源近傍の海底で得られた3.9地震の近地津
波波形（Kubota et al., EPSL, 2016）を用い， tFISH/EEWによりGPS波浪計観測点における津波を予測
した．また，開始モデルの起源となるEEWから得られる震央位置と規模がもつ不確実性も考慮して複数
の異なる開始モデルを用いた予測も試行した。予測された津波波形を実測された波形を比較すると，

開始モデルによらず，地震発生から2分後には波源直上の水圧計の津波データにより波源モデルが修
正され始め，約10分後には観測波形と概ね一致する予測波形が得られることが分かった。 
講演では，日本海溝海底地震津波観測網（S-net）のデータを用いてtFISH/EEWによる津波予測を

行った場合の性能についても予察を加える。 



*Spatiotemporal variation of seismicity in Akita prefecture triggered by the Tohoku-oki earthquake by 
Masahiro Kosuga 
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* The amplitude dependent dynamic characteristics of a building structure with eccentricity based on 
long-term monitoring data                            by Hidetaka TOMARU, Masato MOTOSAKA 

実観測記録に基づく偏心を有する建物の振幅依存振動特性＊ 

 

東北大学大学院工学研究科都市・建築学専攻 都丸英剛 
東北大学災害科学国際研究所 源栄正人 

 

1． はじめに 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は東北地方を中心に東日本各地に甚大
な被害をもたらした。近年では災害発生時の最中・直後の意思決定、あるいは事業計画を適切

なものとするために構造ヘルスモニタリングに注目が集まっており、盛んに研究が行われてい

る 1）。しかしながら、実構造物を対象とした損傷検出、健全性評価を検討した例は十分とは言

えず、定量的検証を行うための知見不足が課題となっている。 
本報告では、多くの地震を経験した石巻市牡鹿総合支所庁舎を対象に、微動レベルから強震

動レベルの長期モニタリングによる実観測記録に基づいて、地震時とその前後、復旧耐震補強

工事前後における振幅依存振動特性の分析を行う。 
 

2． 対象建築構造物 

対象建築構造物である石巻市牡鹿総合支所

庁舎は、宮城県牡鹿半島南端の鮎川浜の高台に

ある、1975年 10月竣工の地下階無しの RC造地

上 3階建の事務所建物である。2007年 3月より

観測を行っている。東日本太平洋沖地震におい

て、1 階で 675gal、3 階で 1055gal の貴重な強

震記録が観測された。図 1に断面図と平面図、

を示し、強震計位置を で示す。 

既往の研究
2）
で対象建築物の牡鹿総合庁舎には、

4Hz強、5Hz周辺と 6.5Hz周辺に固有振動数が 

卓越し、短辺方向の並進、長辺方向の並進、ねじれモードが存在する 2軸偏心の建築構造物で

ある事が分かっている。これら 3つのモードの固有振動数の推移を分析する。 

 

3． 長期微動観測記録に基づく振動特性 

 微動連続観測記録を基に、以下の手順で固有振動数の変化を求めた。3 階の観測記録を用い

て、深夜 1時間のノイズの少ない 10分間の記録を抜き出し、フーリエスペクトルのアンサンブ

ル平均をとることにより求めた。長期モニタリングの結果を日平均気温変化と共に図 2に示す。 

日平均気温は最寄りの石巻気象台のデータを用いた。赤枠で囲った部分は復旧・耐震補強工事

を行った時期である。 

図１ 断面図、平面図と強震計位置 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 日平均気温と 3つのモードの固有振動数推移 

3 つの固有振動数はほぼ平行に推移をしており、東北地方太平洋沖地震による剛性低下の際も

同程度の振動数低下をしている。だが、改修後の季節変動幅がねじれのモード程大きくなって

いる。また、改修前は、冬季に振動数が最大になっているが、改修後には夏季に最大となって

いる。コンクリートは健全な状態程、温度上昇による固有振動数の増加が大きくなる 3）ことか

ら改修工事の効果が出ていることが分かる。また期間中に明らかな振動数の上昇が見られる。 

 

4． 地震時における固有振動数変化 

図 3に東北地方太平洋沖地震時の伝達関数

の変化を示す。切り出し時間は 10.24秒でシ

フト時間は 5.12秒である。第一波が到達する

とともに徐々に振動数が低下し、揺れが落ち

着くと再び上昇していることが分かる。また、

第二波到達時にねじれの固有振動数と長辺 1

次の固有振動数が近接していることが分かる。

建物に大きな損傷を受けたと考えられる。 

 

5． まとめ 

 リアルタイム構造ヘルスモニタリング構築に向け、実存構造物の振動特性の長期変化に基づ

く評価を、3 つのモード固有振動数を対象に行った。今後は３つの固有振動数の関係性を考慮

した関係式を導き、剛心位置の変化を追跡する。 
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ング,日本地震工学会論文集 第 12巻、第 5号（特集号）,pp117-131,2012 
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図３ 3/11SD地震継続中伝達関数変化  



Investigation of damage prediction based on damage surveys of the 2011 Tohoku-chiho taiheiyo-oki 
earthquake       by Daiki Sato , Susumu Ohno , Akihiro Shibayama 
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東日本大震災の振動被害悉皆調査結果に基づく被害率推定の検討 

東北大学大学院工学研究科  佐藤 大樹 

東北大学災害科学国際研究所  大野 晋  
東北大学災害科学国際研究所  柴山 明寛 

1．はじめに 

地震被害想定の研究では，兵庫県南部地震の地震動被害データから被害率曲線を算定してい

るものが多い例えば 1)。しかし，それ以降の地震では同一震度でも実被害率が小さい傾向 2)や，

罹災証明のデータでは被害率が大きく評価される傾向 3)がある。そこで，本研究では M9.0を記

録した 2011年東北地方太平洋沖地震の強震記録と悉皆調査による建物被害データを用いて，建

物群の振動被害率曲線の検討と，建物群モデルを用いた応答解析による被害率推定の検討を行

った。 

2．悉皆調査に基づく建物群被害率 

被害データは日本建築学会が行った，東日本大震災の悉皆調査結果 4)を用いた。建物群は構

造種別(木造・S 造・RC 造)，建築年代(1980 年以前，1981～2000 年，2001 年以降)によって分

類し，地盤変状がある建物はデータから除いた。これらのデータを整理し，各悉皆調査地域，

各建物群の被害率（一部損壊以上率、全半壊率、全壊率）を算出した。各地点の地震動データ

には東北大学，東北工業大学，気象庁，防災科学技術研究所の強震記録を用いた。 

3．地震動指標の検討 

境ら 5)にならい，木造建物群の実被害率と相関の高い地震動指標として，周期と減衰定数の

範囲を検討した。減衰定数を 0～1.0と変化させて周期 0～5秒の弾性加速度応答スペクトルを

計算しておき，周期と減衰定数の組み合わせごとに実被害率と推定被害率の残差の標準偏差を

求め，コンターにして示した。図 1に木造・1980年以前の全壊率の例を示す。実被害率と相関

を持つ周期は 0.7-1.1秒，減衰定数は 20～40％程度であることが分かる。なお、他の建築年の

全半壊率及び全壊率においても同程度の範囲で他に比べて相関がよくなった。境ら 5)は周期 1-

1.5秒，減衰定数 20～30％が建物の被害率との相関が高いと報告しており，それよりも短周期

側で相関が高くなる結果とな

った。周期 0.7-1.1秒，減衰

定数 20～40％の加速度応答

の平均値を地震動指標として，

建築年別に全壊率の被害率曲

線を求めた結果を図 2に示す。

おおむね実被害率と推定値が

対応していることが確認でき

る。 

 

(左)図 1  建物被害と相関を持つ周期と減衰定数 

(右)図 2  木造全壊率の被害率曲線 



4．建物群の応答解析による検討 

 悉皆調査地域の建物群を一質点系のモデル群で表し，それらの非線形応答解析によって被害

率を求める。建物群モデルの作成方法は以下の通りである。 

境ら 6)の平均的な木造建物群の周期分布から変換したベースシア係数分布を，小檜山ら 7)の

耐震診断の地域性に従って補正し，東北地方の平均的なベースシア係数分布を求める。これを

鈴木ら 8)の各建築年の骨格曲線に従って係数倍して，各建築年のベースシア係数分布を求めた

(図 3)。各分布をそれぞれ 49 分割して，骨格曲線として用いる Slip＋Bilinear モデルのベー

スシア係数に当てはめる。また，質量は屋根の重量によって変化するとして，悉皆調査の屋根

種別より「土葺瓦」「土無瓦」「金属・スレート」の 3 種で質量を設定し，悉皆調査地域毎に各

屋根の存在比で重みづけする。よって，建物群モデルは各建築年で 49×3＝147 モデルとなる。

これに各悉皆調査地域で観測した地震動を入力して非線形応答解析(図 4)をする。層間変形角

が一定の値を越えたモデルを全壊と判断して，各悉皆調査地域におけるモデル群の全壊率を算

出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 東北地方における各建築年の耐力分布   図 4  Slip＋Bilinear応答解析結果の例 

 

5．まとめ 

東日本大震災の悉皆調査結果に基づき，構造種別・年代別の被害率曲線と，建物群モデルを用いた被

害率推定の検討を行った。木造について弾性加速度応答を指標とした場合，減衰定数を 20～40％，周期

0.7～1.1 秒の平均加速度応答が実被害率との相関がよいことが分かり，これを用いて被害率曲線を求め

た。境ら(2013)5)の報告と比べて短周期側で相関がよくなる結果となった理由も含め，今後は建物群モデ

ルを用いた応答解析による検討を進めていく。 
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*A study about reasonable target level of seismic retrofit and decision support tools for local residents based 
on seismic risk evaluation at elementary school district level by Rinsei Onodera and Takeshi Sato 

小学校区レベルの地震リスク評価に基づく 
耐震改修の適正な目標評点と説明ツールに関する研究＊ 

 
東北大学 工学部  〇小野寺 凜成 

東北大学災害科学国際研究所   佐藤 健   
 

1．背景と目的 
仙台市では，自助共助を防災対策の上で重要な取り組みと位置付けている 1)。しかし，住民

に対し奨励される，耐震改修で目標とすべき耐震診断評点は，市内で一律 1.0以上となってい
る 2)。そのため，地区特性と住民にとっての改修可否の 2点を考慮する余地がある。 
そこで本研究では，地区特性と住民の判断の 2点を考慮した地震リスク評価を行い，適正な
目標評点を求めた。また最終的に、住民が改修する際の意思決定支援として、評価結果を提示

する説明ツールを作ることを目指す。そのため、評価は説明ツールで提示することを想定して

行った。本稿では，説明ツールの一部となる，リスク評価と目標評点の適正化の結果を示す。 

2．評価対象 
対象とする地区は，仙台市内南部の16小学校区とした。図1のように，ハザードの大きさが
異なり，比較することができる小学校区を選択した。評価の対象となる被害は，上部構造に関

して，木造住宅の建物被害と，それによる死者数，損失額の3つとした。また，地区特性とし
ては，各地区の地震動発生確率，年代別住宅棟数，年代別平均床面積の3つを考慮した。 

3．評価手法 
地震リスク評価は，主に山口ら 3)の手法に倣って被害の 30年間期待値を 250ｍメッシュ単
位で数値解析し，小学校区ごとに総和することで行った。地震動のデータは J-SHIS4)から得ら

れるものを利用し，木造住宅データは H19年度被害想定 5)時のものを使用した。 
目標評点の適正化は，目標評点を 0.1,0.2,0.3,…,1.5と変化させ，それぞれの場合の改修後の
地震リスク評価結果を比較することで行った。住民が改修するか否かの判断は，木耐協のアン

ケート結果 6)を回帰し，費用と点差によって変化する確率で表現した。目標評点と改修前評点

による改修確率の曲線を，図 2に示す。改修後の被害から，適正な目標評点を検討した。 

 
  

図 1：対象小学校区とハザード 図 2：費用と点差によって変化する改修確率 
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4．評価結果 
各被害期待値の，目標評点による変化を図 3，4，5に示す。代表として，八木山，富沢，若

林，六郷の 4小学校区を抜き出した。各被害の最小となる目標評点が適正だと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

全壊棟数と死者数については，地区によらず，それぞれ同程度の目標評点(0.8～0.9)で，最

少となった。対して，損失額と改修費用の和については，地区のハザードの大きさと強い相関

があった。ハザードの大きい六郷では高い評点(0.7)で，小さい八木山では低い評点(0.3)で被害

が最小となった。しかし，残りの地区特性である年代別の住宅棟数と平均床面積，さらに住民

の判断に関しては，有意な影響がみられなかった。これらの影響を無視できるとした場合は，

ハザードのみを参照することで，適正な目標評点を簡便に推定できる可能性があるといえる。  

本稿では，各被害が最小となる目標評点を適正値としたが，各被害をすり合わせた適正化も

可能である。例えば，死者の許容人数を定め，それを満たす範囲で損失額と改修費用の和が最

小となるような適正化をすることもできる。  

5．まとめと今後の課題 
地区特性と住民の判断を考慮して，仙台市南部の小学校区レベルの地震リスク評価を行い，

耐震改修の目標評点を適正化した。建物被害や人的被害に注目すると，目標評点は地区によら

ず，0.8～0.9が適正値となった。対して，損失額と改修費用の和に注目すると，ハザードが大

きい地区ほど目標評点が高く適正化された。 

今後は，ハザード以外の考慮対象に関して，影響を考察する。また，評価対象を地区全体の

視点から住民視点に近づけながら，説明ツールを具体的に作成していく。 
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5)仙台市防災会議：仙台市地域防災計画，地震災害対策編，第 6節，p.20，平成 19年 3月 
6)日本木造住宅耐震補強事業者協同組合(木耐協)，“調査データ”  「2013年 01月 19日発表 耐震補強

にかける金額の意識について」 http://www.mokutaikyo.com/data.html（参照 2016/10/14） 

図 3：全壊棟数の変化 図 4：死者数の変化 図 5：損失額+改修費用の変化 
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*Investigation on disaster prevention awareness of the junior high school students in the coastal area of Akita 
Prefecture by Shingo Yasuda , Takanobu Kamataki, and Kazuya Watanabe  

秋田県沿岸市町における中学生の防災意識に関する研究＊ 

 

秋田大学工学資源学部    安田 慎吾 
秋田大学地方創生センター  鎌滝 孝信 

        秋田大学大学院理工学研究  渡辺 一也 
 

1.はじめに 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災以降，大規模な自然災害が起きた際に一人一人が主体性を

持った減災行動をとることが必要と，様々な場面で唱えられている。また，近年では太平洋側

と日本海側における住民の防災意識の違いが問題になっており，相対的に太平洋側では防災意

識が高く，日本海側では低い傾向にあるとされる（内閣府，2016）。このような背景から，秋田

県内では，小学生を対象とした防災意識に関するアンケート調査が実施され，アンケートそれ

ぞれの質問に対する回答の単純集計およびクロス集計結果を基に検討が行われてきた（佐藤ほ

か，2016）。一方，地域の過疎化，高齢化が進む秋田県の各自治体では，中学生や高校生が地域

防災における次世代のリーダーとして活躍していくことが期待されている｡そこで本研究では，

日本海側に位置する秋田県沿岸市町の中学生の防災意識に関するアンケート調査を行った。ま

た，比較対象として，今後南海トラフでの大きな地震が想定される愛知県と三重県の中学生と

の防災意識の違いを比較し，秋田県の中学生が意識すべき課題について検討する。 

 

2.調査実施学校 

調査対象とした中学校は，秋田県内で八峰町１校，能代市 7 校，男鹿市 4 校，潟上市 3 校，

秋田市 2 校の計 17 校である。秋田県以外では，愛知県愛西市と三重県桑名市でそれぞれ 1 校ず

つを対象とした。また，秋田県能代市の 5 校と愛知県愛西市および三重県桑名市の中学校は，

それぞれ米代川と木曽川すなわち一級河川の下流部かつ沿岸の周辺に立地していることから，

それぞれの周辺地域特性が似ていると判断し比較対象とした。 

 

3.調査方法 

アンケート調査は 2016 年 7 月～10 月に実施し，実施校の教員を通じて生徒にアンケートを

配布し，その場で記入および回収を行った。アンケートの回収は秋田県，愛知県，三重県合わ

せて 19 校，4827 人である。回収したアンケートは，それぞれの質問の回答に対する単純集計

を行い，さらに 2 つ以上の質問の回答を組み合わせたクロス集計を行った。また，学校周辺の

地域特性が似ていると考えられる秋田県能代市と愛知県愛西市および三重県桑名市にある中学

校における集計結果の比較を行うことによって，秋田県の生徒が今後意識していかなければな

らない課題について検討した。 

 



4.結果 

本講演では，「避難に関する知識」と「ハザードマップの認知」についての結果と考察を行

う。「自然災害が起きた際，避難の仕方を知っていますか？」という質問で得られた回答別に，

「ハザードマップがどのようなものか知っていますか？」という質問に対する回答の集計結果

は以下のとおりである。 
（1）秋田県内の生徒のみの集計結果：避難の仕方を「知っている」と回答した生徒では，

ハザードマップを認知している生徒の割合は 76％だった．一方，避難の仕方を「知らない」と

回答した生徒では，ハザードマップを認知している生徒の割合は 57%であった。 
（2）能代市と愛西市および桑名市の生徒の集計結果の比較：能代市と愛知県および三重県

で集計した生徒の人数に多少の差はあるが，今回の質問では能代市の生徒がハザードマップを

「知っている」と回答した人が全体の約 73％で，愛知県・三重県の生徒がハザードマップを「知

っている」と回答した生徒が全体の 71％となった。 
 

5.まとめ 

ハザードマップを認知している割合についてみると，避難の仕方を「知っている」と回答し

た生徒は，（1）（2）のどちらでも 70％を超える結果となった。また，避難の仕方を「知らない」

と回答した生徒でも，（1）（2）のどちらも 60％前後となった。このことから，中学生がハザー

ドマップを認知している割合は比較的高いといえるのかもしれない｡しかしハザードマップは

自然災害が起きた際，避難する上で重要かつ有用なものであるため，普段の学校の授業で防災

教育を行うことや，防災に関するイベントなどを開催することでハザードマップの認知度をさ

らに向上させる取り組みを行っていく必要がある。また，ハザードマップを生徒に自ら作る機

会を与え，自発的に防災に関して意識を持たせることが必要であると考える。 
 

6.謝辞 

アンケート調査を実施するにあたり，秋田県教育庁保健体育課および八峰町，能代市，男鹿

市，潟上市，秋田市の各教育委員会，秋田県内 17 校，愛知県内 1 校および三重県内 1 校の中学

校の校長をはじめとする教職員および生徒の方々に多大なる協力を頂いた｡この場を借りて深

く感謝いたします｡ 
 

参考文献：伊村則子ほか，千葉県市原市立小学校における小学生と保護者を対象とした防災に

関する調査報告書，2009；内閣府，平成 28 年度版防災白書, 2016；佐藤ほか，秋田県内の小学

生および保護者の防災意識に関する研究，土木学会東北支部講演要旨，CD-ROM，2016. 
 



*Disaster education in Faculty of Education, Arts and Science in Yamagata University by Yoshiyuki 
Murayama 

山形大学地域教育文化学部における防災教育 

－これまでの実績と学部改組への取組－＊ 
 

山形大学大学院教育実践研究科 村山 良之 
 

1． はじめに 
 山形大学地域教育文化学部では，2015年度から児童教育コース（小学校教員養成課程）にお

いて，防災教育科目「教員になるための学校防災の基礎」を開講し，2015年度入学生が 3年生

となる 2017年度から必修科目として本格開講する。選択科目としての開講 2年間の実績を踏ま

えて，その成果と課題について検討する。 

 またこの間，学部改組が決まり，2017年度入学生から新たな学部での教育，研究が開始され

ることになった。新学部は従来の 5コースから 2コースとなり，児童教育コースはそのままで，

文化創生コースが新設されることとなった。これにともない防災教育が充実されることとなり，

現在その詳細を検討中の防災教育科目について報告する。 

 
2． 「教員になるための学校防災の基礎」開講 2年の成果と課題 
 同科目では，地球科学的内容を授業時数の約半分を割いて前半に 8コマ，後半に防災教育と

防災管理の実際的内容を 6コマ置いている。また授業担当者として，筆者を含む大学教員 3名

の他，現職校長と山形地方気象台から，いずれも無償で支援していただいている。 

 開講 2年目にあたる 2016年度は，開講初年度の反省を踏まえて，オリエンテーション段階で，

前半の地球科学的な知識が自校化（ローカライズ）の土台でありひいては学校防災の鍵である

ことをよりていねいに説明した。さらに後半の最初となる第 10回目の授業では，ハザードと土

地条件に関する情報の把握方法について，事例地域を示しつつ前年度以上にていねいに説明し

た。第 10回目授業後の感想や 2016年度授業終了後の学生からの感想によれば，前半の地球科

学的内容の授業が前年度よりもわかりやすかったことがうかがえる。授業全体への感想におい

ても，肯定的なものが前年度同様に多く得られた。 

 学部改組でも変わることなく設置される児童教育コースでは，本科目が必修科目として継続

開講されることとなった。2017年度以降は，そもそも受講を希望していない学生を含む受講生

対象の授業となるため，これを踏まえてよりいっそう授業の改善に努めていきたい。 

 

3． 学部改組にともなう防災教育科目の新設 
 学部改組によって新設される文化創生コースは，『地域社会における文化的な豊かさの保持と

健やかで安心な生活の維持に寄与する「地域課題解決のスペシャリスト」を養成』することを

目的とするもので，その必修科目として「地域防災論」が開設され，筆者が担当することとな

った。同科目は，2年生後期に置かれるため，2018年度後期からの開講となる。 



 同コースは，定員 95名で，「心身健康支援」と「芸術文化創生」の 2つのプログラムからな

り，前者は食物学および心理学を，後者は音楽芸術学，造形芸術学，スポーツ科学を中心とす

るプログラムである。このような多様な専門性を持つまたは志向する学生を対象とし，必修科

目としての防災教育科目の設計は大きな課題である。 
 まず，既設防災科目が教員養成課程対象であるために学校防災に焦点を当てたものであった

のに対して，新規科目では，地域課題としての防災の課題解決に取り組む人材の養成のための，

より幅広い内容が求められる。一方で，上記のような多様な受講生を対象にかつ必修科目とし

て設置されることから，地域防災に対する必要感の醸成と，最低限の地球科学的内容の理解お

よび同内容への興味を喚起することが基盤となる。かなり高いハードルが想定される。 
 いまのところ，下記のような授業計画を検討中である。 
 

2018年後期開講予定「地域防災論」授業計画案 
第 1回：ガイダンス／本授業の目的，方法，概要について説明する。 

第 2 回：地域防災の課題／受講生の体験や『記録集』等をもとに，東日本大震災等で明ら
かになった防災の課題を把握する。 

第 3回：地震と津波による災害／プレートテクトニクス，活断層，地盤，液状化 
第 4回：気象災害／梅雨，台風，前線，水害，風害，雪害 
第 5回：地形と水害／沖積低地 
第 6回：火山災害／火山灰，火砕流，火山泥流 

第 7 回：前回までの内容をふまえて，地域で防災に取り組む際に把握すべきハザードと土
地条件について検討する。 

第 8回：災害の一般的構造／誘因（ハザード）と素因，災害過程 
第 9回：防災法規と制度／地域防災計画，自助，共助，公助，自主防災組織 
第 10回：地域の防災課題／「DIG」 
第 11回：災害場面での行動選択／「クロスロード」 

第 12回：避難と避難所／学校地域連携，防災訓練 
第 13回：ボランティア／ 
第 14回：災害復興／心のケア（サポート），教育支援 
第 15回：まとめ／地域防災の課題と受講生が果たすべき役割 

 
 まだ未確定の計画であるが，上記の目的と受講生の状況を踏まえると，各回の内容とともに

授業の方法についての工夫が必要である。受講生につながる題材を適確に取り上げることや，

受講生の活動を授業に多く取り入れること等が求められよう。これらは，教育効果の向上に寄

与しひいては既存科目の改善にもつながることが期待される。 
 

4． おわりに 
 山形大学地域教育文化学部では，教員養成課程における学校防災に関する教育に加えて，地

域課題解決に取り組む人材養成を目指す新コースにおける防災教育に，取り組むことになる。 



*The work of making a teaching material of The Earthquake In Niigata for elementary school social studies 
by Hikaru Kuroda 
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*Framework of disaster response planning from social engineering viewpoint (Case in individualized 
tsunami evacuation: Tendenko) by Makoto Okumura 

社会工学的視点から見た防災計画の枠組み 
（てんでんこ避難問題を例に）＊ 

 

東北大学災害科学国際研究所 奥村 誠 
 

1． 災害時行動の不確実性 

 講演者は，東北大学災害科学国際研究所の人間・社会対応研究部門に所属し，交通計画・及

び施設配置計画の研究経験に立脚して，津波避難あるいは被災地への緊急物資支援への数理工

学モデルの適用を研究してきた．その際，計画問題に関与する個々のステークホルダーの行動

原理を踏まえることが求められるが，再帰年が長い大規模な災害時における人々の行動原理を

観察・調査することが難しく，モデルの解として得られた行動指針が実際に実行可能であるか

どうかがわからないという問題に直面してきた． 
 仮にある災害時の実行動が観測できたとしても，時間や場所，天候などの条件が異なる次の

災害でも人々が同様の行動を取りうるのかはわからない．少数の参加者が事前情報の元で参加

する訓練で観察された行動は，情報が欠乏しパニック状況になる災害時には実行できない可能

性もある．アンケート調査による回答は，災害時に行うべきだと回答者が「頭で考えている」

行動に過ぎず，災害時に「身体が動く」かどうかはわからない． 

 

2． 物理工学的アプローチの限界 

 水の流れなどの物理現象を扱う従来の工学分野では，その現象を支配する原理が既知で「基

礎方程式」が確立していることが多い．計算資源の制約を勘案して，高次項を無視したり時空

間のメッシュを大きめに取れば誤差が大きくなるが，現象の観測結果や実験結果との比較の中

で，計算手法の精度を徐々に上げて許容範囲に収めていくというアプローチが可能である． 

 これに対して，人間行動を内包する問題では，モデルや計算手法を合わせていくべき相手が

不確実であり，観測が難しいという問題に直面する．災害直後に経験者から行動の詳細を聞き

出すことや再現実験を行うことには倫理的な問題があり，時間が経ってからの調査では選択的

な忘却や行動者自身の加齢に伴う運動能力の変化より，回答の信頼性が失われる危険性がある． 
 災害時の行動実態を捉える一つの可能性は，災害時の携帯電話やスマホ等の位置情報データ

の活用である．ただし，これらのデータは高度に個人的な内容を含み，事前に承諾を受けた分

析目的以外に用いることは困難である．今後の災害時のデータの活用のため，分析期間を限定

して必要最小限の情報に限定した利用計画を立て，事前の合意をとるための議論を加速させる

ことが望まれる．  
 

3． 協働によるアプローチの必要性 

 以上のように，社会的なシステムでは，内部のステークホルダーの将来の災害時の行動を外

部の観測者が客観的に捉え，分析の精度を高めることには限界がある．そこで考えられるアプ



 

 

ローチは，計画者と各ステークホルダーとが，将来の災害時にそれぞれがとるべき行動原理を

意識化し，その行動を無理なく実現できるような仕組みを協働で造っていくというアプローチ

である．このとき，各ステークホルダーの行動基準は，物理工学のように客観的なものとして

事前に「存在している」のではなく，相互の確認によって将来の災害に適用する行動基準を「具

体化し，決めていくべきもの」となる．モデル化においても，徐々に高次項を加えたりメッシ

ュサイズを細かくして複雑化していくことはステークホルダー側の理解を困難にさせるため，

本質的で不可欠な要素に絞り込んでモデルの透明性を保つ必要がある．  

 

4． てんでんこ避難に関わる計画問題 

 以下では仮想的に，自治体の防災担当者が避難インフラの在り方を検討し津波避難計画を策

定する状況を考える．図-1のように，この自治体は海岸に面する 2つの集落 A,Bからなり，漁
業の衰退と人口減少を受け主要な就業の場は集落 Aに偏在しているため，体力的に恵まれてい
る非高齢の就業者が日中には多く滞在している．他方集落 Bには就業年齢を過ぎた高齢者が居

住している．津波避難を支援するハードな施設として，(1)集落 Aにおける津波避難タワー，(2)
集落 Bから高台に至る津波避難路，および(3)2つの集落を直結する道路の 3つの施設整備構想
があるが，予算の制約からその中の 2つしか整備できないと仮定する． 
 どの施設が安全度の向上に有効かは，集落の人々がとる避難行動のパターンによって大きく

異なる．図 2に示すように，仮に集落 Aに就業する人々が，集落 Bの高齢の家族の避難を援助
する(同伴避難)行動をとるなら (3)の集落間道路と(2)の B 集落の避難路が必要となる．他方地

域の人が「てんでんこ避難」をとるなら (1)の避難タワーと(2)の避難路の整備が望ましい． 
 防災担当者が行うべきことは，地域の人々の現在の行動を観測して同伴避難とてんでんこ避

難の比率を知って客観的に政策を決めることではない．より積極的に，地域の人々に両方の行

動のメリットとデメリットを説明し，その地域ではどちらの行動原理を基本とするのかを決め，

それを支える情報伝達体制を整備していくことが重要であり，選択した行動が確実にできるよ

うに，避難訓練を繰り返し行って課題を見出して解決を図っていくことが求められる． 

 

5． おわりに 

 以上，防災計画において自然現象を対象とする

応用物理工学的アプローチには限界があり，地域

の人々との協働の中でとるべき行動を決めていく

社会工学的アプローチが重要となることを論じた．

関連研究の整理もまだで，極めて粗削りな議論に

とどまっている．質疑において今後の展開への示

唆をいただければ幸いである． 
 
【参考文献】1)奥村誠・越村俊一・寺田賢二郎：災

害対応技術におけるシミュレーションの役割と限界，

2013.6.2，広島工業大学，土木計画学研究・講演集(CD-ROM)，Vol.47，No.252. 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 仮想的な避難インフラの整備構想 

 

 

 

 

 

 

図-2 同伴避難とてんでんこ避難 
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*Evacuation drill for children getting on school bus - A Case study of Toyoura Elementary School, Tsuruoka 
City in Yamagata Prefecture - by Manabu Ushikusa 

GC[WPG�İû+��<ƝƯŸŞ�

ƼÅÕĺƷÆÊňƈěÀµĈ-gr�ąƼƺ�

�

ÅÕ¯µ¯µƩðţ¹Ǝľņł� ħũ� µ 
�

1ƽ  .�6+�
� ƓÏƻÅÕĺ'.|ŉį×ñ-ĞÁ+o�µĈŘÓ��Ɩ5 1ƹƻƚƌƮƔµ?íë�<!6

GC[WPG�¿}�=<Ŧĕq�®��&<�Ąøā¯Ʊģ-ðŸ- 1 %+GC[WPG

�İû?ß¸�!ģº½ÜROT@W-òx8ƝƯŸŞ-¹÷ŋ-ơŲÝ�æ�:=<�ƻÅ

Õĺ+ƨ:��ŕgr.ƲÌ+Á*-�¹Þ'�<� 

� óƞłµĹ'.ƻ�µĈ+��<PG¿}-ķĶƻ¾İPGZƍśPG-�ŋ?ƃć�ƻ�¦

�+��<GC[WPG-Ěİĩėŋƃć¬�	Ƹ2008ƹ?4(6!�Ðń§-GC[WPG+

Ʀ�&7ƻ�Ðń§+��<GC[WPG+9<¶~Ŀu-çƖ+%&	Ƹ2008ƹ?Ɣļ�!�

lÖ-ƃćŋ.*�ƻGC[WPG+��<¶~½Ō-çƖĩė.`ú'�<� 

� āľņ-ķĶ.ƻl^-9�*Ĭĩ?Ə4�ƻÅÕĺƷÆÊňƈěÀµĈ'¹Ǝ�=!GC

[WPG�İû-ƝƯŸŞ+%&ƻ¹÷-Ťü8Ŗŝ?4(6ƻŸŞ?Ɣ�&Ù:=!áĆ

8ƂƵ?òĭ�ƻGC[WPG�İû?ß¸�!ģº½Ü-�šgr?éŀ�<�('�<� 

�

2ƽ  ƃć½Ɖ�
� žÔµĈ.ƻÅÕĺƷÆÊcÛƞ�:�ű+ 20km 3)Ʈ=!øāĜĖÇ-]Ģ©�+â¨

�&<�2013 Ï�:µĈ-ƛďƠŠƸµ��Ŝƹ�ĉŷ�=ƻƓƬ- 2 Ĉ(Ř��ƻ2015

Ï 4 ÿ+ƈěÀµĈ(�&ƤĈ�!�µĈ�.ƻ]ĢƻÀĘğƻ«ŨĔƻıŧ+��:=<�

]Ģ©�-|ŉ.×Đƻj-©�.GC[WPG?�İ�ƻ^Œį�V[J[(*<ī?Ŝá

�Ɣµ�&<� 

� ÅÕĺ'.ƻ2016Ï 3ÿ+øāĜ'-¯Ŵč©Ʊ'ĵį�<ęĘ+9<ĖÇ©ª-ĝē�9

0Ůº-ß¸?ųĸ��ŭ�! 2ƹ�ö!*ß¸-ĨÚ.ƻ�ƙûƥ�¯Í+Ľş�!�('�

<�]Ģ©�'.ƻęĘþƶēp 13.2mƻ20cm-ęĘ��ƙ�<ûƥ� 8�(*$!�ö!*

ß¸��ŭ�=<�Ï�:ƻµĈ8ESTOLA[HYI[�ƝƯâ+*$!ƫ-Ɨ£+Ʀ>

<g��Ƈ�©ªZµĈZŬï-]Ţ'çƖ�=ƻ©ªƧģ+½�<ƦÛ�ƲÌ+ƶ�ƈě

ÀµĈ'.ƻ2016ÏÒ-µĈŖ£-ơĤ- 1%+Ƨģðţ?æ�&<� 

 

3ƽ  ŸŞ¹÷4'-Ťü8Ŗŝ�
� µĈŘ��+.ƻ3 Ĉ-Ř�?�ġ+çƖ�<!6�Ř�Ġx² n	�źŠ�=ƻ©ªZ

µĈZŬï-]Ţ+9<�Ƈ�Ņ5ơ,:=!�GC[WPG+%&.ƻ�Ř�Ġx² n	



 

 

-Ś�ƞn+�&ƻƗŬW[M8vĳōâŋ-ĉŷ�*�=&<�µĈŘ�Ö- 2016Ï 3

ÿ+.ƻGC[WPG-¶~*ƗŬ?í�<øÌĶ*�ŕ?\Äz¹�<!6+ƻ²ŹĊ�?

Ƅ�Ɗ�PGƗŬnŁ 2 Ł7�Ĳ�&
Þ¬hên��Ƥy�=!�
Þ¬hên�'.ƻG

C[WPG�İû-|ŉ-Č³8¶~+Ʀ><Þ¬ŋ��Ā�=!�(+��ƻƗŬû-ģº

½Ü+%&Ž��>=!�PGƗŬnŁ�:7ƻĄøā¯Ʊģû-gr?Ə4�!ģº½Ü

çƖ-à��ŀ�=ƻGC[WPG�İû-ƝƯŸŞ+Ʀ�<ſœ*�»-ĉŷ�Ŭ>=!� 

�

4ƽ  ƝƯŸŞ-¹ƫ�
� 2016Ï 6ÿ 1øƻ\ô

_Ĉå¿-\Į(�&

¹÷�=!�ŊŢ.ƻP

GƗŬnŁ(²Ź°ő

?ŗ1ƷÆÊðţ² 

n�90µĈƣ-Ż�

?��ƻıŧ©�-GC

[WPG+�d��a

ŵ¼?Ŭ$!Ƹŭ 1ƹ�Ɣ

Ì.ƗƑã 1�'ƗŬĊ

�+Ô!<�ƻi¤-Ÿ

Ş'.PGƗŬnŁ�

:d� �® �=Ë

��!� 

�

5ƽ  �>;+�
� āŸŞ-¹÷ÖƻµĈZPGƗŬnŁZÊð²ŎĭƂ�= =-�Ĺ�ƭő�=!�áĆ(

�&ƻ�qĶ*î¢èŠ?ų��!Ĥ?æ�<�(�'�<�r�/ƻƕ8�*|ŉĿƀ?�

ť+�<!6+|ŉ�Ő+Ɓ5m�?k�<�(ƻbã'|ŉ-ƝƯíë?�ť+�<!6+

ƝƯROT@Wŋ?VTKC+}=&Ìx�<�(ŋ'�<���&ƻ|ŉZð ZƗƑã-

ƧģàƆ�Ø�l^+ƶ4$!(�ÔgŢ-żs7*�=&<�ƂƵ.ƻĩė+Ü�&)

-ƝƯâ(Ŗƍ?Ɯä�<-�(�¡Ƶ+ĦĤ��=!�GC[WPG-pŠ+9;ƝƯ

â8Ŗƍ�Ĵ*<!6ƻƗŬŏ¥+½Ü�!ƝƯâ(Ŗƍ?ź¸�<�(ƻ©Ʊ+9$&

õƳÈŪ�fß�=<ƗŬŏ¥+�&.ƻůñ-ƝƯâ8Ŗƍ�:Ɯä�ť+�<�(ŋƻ

žÔµĈ'.9;¹ƎĶ*ŸŞ-ĉŷ�ř�:=&<��

�
ƅƒƾƈěÀµĈĈƣÉūw\ĒƻðƴcĂ#�³Ē+.ƻāľņ-ķĶ?�ĭŶ!"�ƻQ@
VYDƃć+���!"!��
�šóĪ�
�ƹ ÅÕĺðţÑŚ�ƂƸ����ƹ�Îá �� ÏÒÅÕĺµĈ�Ƣ	�
�ƹ ÅÕĺƸ����ƹ�ÅÕĺęĘĝēß¸ZŮºß¸ƃćƸċŲƹ	�

ŭ 1� ıŧ©�� ƝƯŸŞ-ŖƘ 
đƪ� ŸŞ�» 
 01 � ƟtÃ T´ƍ?�+ý�$!â'©Ʊĵį 
� � � d� �:-åŀ� PGvĎ 
 02   ƗƑã� Ň?Ƥ�&FBXYZƧģĥśZìËưŽ 
      'Þ¬�ƭ 
 03   5-8�Ö+ęĘŰă-Þ¬Ŀƀ 
      d� �:ƝƯåŀ 
 04   UYNHW?Š&ī�(+~ _Ɛ 
      d� �ƝƯâ?�åŀ 
 05   ęĘÞ¬ĿƀÖ 1�� ùıŧÀµĈ2ƝƯƤ± 
 06   {ƴ.ƶµÏ|ŉ� þÖÂPGƗƑã�  
      |ŉÀƋ;'ƝƯ 
 07   ęĘÞ¬ĿƀÖ 6� 30Ń 
      ùıŧÀµĈ+~ �Ļ 
 08   ęĘÞ¬ĿƀÖ 7�� Ĥ�Ƥ± 
 09   ęĘÞ¬ĿƀÖ 9� 30Ń� Ĥ�·e 
 10   d� � ~|ŉƝƯ?µĈ2ìËưŽ'¬� 
 11   ęĘÞ¬ĿƀÖ 10�� ŸŞŔe-åŀ 



中学で学習した地震に関する知識の定着度*

弘前大学　片岡俊一

１．はじめに

　最近では，自然災害が多発していることから一般住民向けの防災教育が様々に行われており，

その中には，防災士講座のように系統立って災害を学べるものもある．このような，系統だって

災害を学ぶ時には，聴講者が一体どの程度の知識を有しているかを確認する必要があろう。

　災害をもたらす自然現象を学習するのは中学校からである。地震に関しては，中学の理科第 2

分野で１年次に学ぶ。一方で，それ以降に地震について学習する機会はそれほど多くない。高校

においては，最近は理科基礎を３科目学ばなくてはならない制度となったため，地学を履修でき

る機会は増えたものの，履修している生徒の数は多いとは思えない。

　つまり，一般住民向けの防災教育の内容の検討には中学で学習した地震の知識がどの程度定着

しているのかを確認することが必要であると考えた。そこで，平成 25年度と 26年度に高校生，

大学生，防災講座に参加された市民の方に対してアンケート調査を行った。以下に，その内容を

まとめる。

２．調査内容と調査対象

　本調査では，表 1に記載されている質問票

を配り，その場で答えてもらった。表１の内

容は，市販されている中学生の理科のワーク

ブックを参考に作成した。

　調査対象は，平成 25年度の青森県立高校

の１年生 1903名，平成 26年度の青森県内の

大学生 359名，平成 25年度，平成 26年度の

弘前市防災マイスター育成講座1の受講生 68

名である．

　青森県立高校については，１年生が在籍し

ている全ての高校（61校）に質問票を送付し，

各高校毎に１クラス分の回答を依頼した。回

答は 54校からあった。青森県の公立高校の

１年生の総数に対する回答者の割合は 21%と

なる．ただし，回答者の数は各高校毎にばら

ついており，17名から 42名であった。また，回答者数と正解率に正の相関が見られた。そこで，

以下では各質問に対して，高校毎に求めた正解率をさらに平均したものを高校生の代表値とする。

　大学生は弘前大学と青森大学の学生を対象とし，教養の授業あるいは専門課程の授業であって

も入門的な授業で質問票を配布した。回答の際には，地学の履修の有無も確認したが，履修した

* Study for degree of fixation of seismological knowledge those were studied in junior high school by 

Shunichi Kataoka

表 1　質問内容

①　地震が起きたときに、はじめに伝わる
小さな揺れを何というか。

②　①の揺れを引き起こす、伝わる速さの
速い波を何というか。

③　地震が起きたときに、後から伝わる大
きな揺れを何というか。

④　③の揺れを引き起こす、伝わる速さの
遅い波を何というか。

⑤　②の波と④の波が届いた時刻の差を何
というか。

⑥　観測地点での地震の揺れの大きさを表
す数値を何というか。

⑦　地震の規模を表す値を何というか。

⑧　震源が海底の地下にあった場合、海水
がもち上げられて高波が発生すること
がある。このような現象を何というか。



学年を確認することを忘れており，大学での履修の可能性もある。

　弘前市防災マイスター育成講座は弘前市が実施している地域の防災リーダー育成プログラムで

あり，受講生は自主的に参加されている。平成 25年度は任意で回答してもらったが，平成 26年

度は受講者全員に回答してもらった。回答時には年齢と性別も記載してもらった。受講生の中に

は，弘前大学の学生と思われる方や 20代の方も含まれており，大学生のグループとの一部重複が

ある。

４．調査結果

　各質問の正答率を高

校生，大学生，防災講

座受講生に分けて示す

と図 1のようになる。年

齢が進んだ防災講座受

講生は前半の問題に対

する正答率は低いが，

後半の問題に対する正

答率は高校生，大学生

と同等である。

　図の最後に示した

「震度・M」は震度とマ

グニチュードとの両者

とも正解であった人の

割合である。これを見

ると，３つのグループで遜色がないことが分かる。

５．まとめ

　中学で学習した地震の知識がどの程度定着しているのかを調査した。定着の度合いの基準とし

て，中学を卒業したばかりの高校 1年生を対象に調査し，更に，大学生と防災講座受講生にも同

じ質問を行った。地震や地震動の知識は高校生の正答率が高かったが，震度とマグニチュードに

対しては３つのグループで同程度の正答率であった。
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図 1　調査対象毎の各問の正答率
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*Changes in disaster research theme by group activities at Super Science High School by Yoshi Abe and  
SSH Research Division of Sendai Daiichi High School 

スーパーサイエンスハイスクールにおける 
グループ活動による災害研究の取組と設定テーマの変遷＊ 

 

東北大学災害科学国際研究所 安倍 祥 

宮城県仙台第一高等学校 SSH研究部 
 

1． はじめに 

 宮城県仙台第一高等学校（仙台市若林区）は、2012年に文部科学省からスーパーサイエンス

ハイスクール（SSH）の指定を受け、第 1 学年および第 2 学年の生徒全員と第 3 学年の理系生

徒全員を主対象に、現在 5箇年目の取り組みを進めている。第 1学年では、数学および理科に

学校設定科目を設けているほか、総合的な学習の時間を発展させた「学術研究基礎（1 単位）」

を設け、海洋生物をテーマとした課題研究と、自然災害をテーマとした課題研究「災害研究」

を行っている。高大連携の取り組みとして、災害研究に大学教職員や大学院生がティーチング

アシスタントとして参加して助言・支援したてきたほか、大学院生による講演なども行われて

きた。本稿では、これまで 4箇年にわたり実施された災害研究から生徒らが設定した研究テー

マについて分析し速報として報告する（詳報は、東北地域災害科学研究第 53巻へ投稿する）。 

 

2． 学術研究基礎における災害研究 

 第 1学年の生徒（各年度約 320名）は、4～5名程度のグループを編成し、表１に示す 4研究

部門 64グループ体制（2012年度においては 5研究部門 80グループ）で、それぞれ自主的に研

究テーマを設定し調査研究活動とポスター発表、そしてレポート作成に取り組んでいる。 

表１ 災害研究の研究部門体制（毎年度 9月～1月に研究実施） 

部門 大テーマ 研究内容 

Ａ 災害記録研究 

～災害と記録～ 

災害教訓を語り継ぎ、大震災の記録を国内外で活用することで、地域
の歴史や文化を災害から守り、次の世代に受け渡していくための方法
論を探求する。 

Ｂ 災害に対する人間と社会の対

応研究 ～人と災害～ 

歴史的視点での災害サイクル・復興の再評価を行い、災害をあらかじ
め織り込んだ社会を考える。被災地のニーズに応える被災地支援や災
害対応型救急医療などを研究する。また、国内外の災害の歴史や文化
の違いを踏まえ、人間の災害認知と行動を研究する。 

Ｃ 防災・減災・復興のための科

学技術研究～技術と災害～ 

東日本大震災の教訓と復興メカニズムの解明に基づき、防災・減災の
ための技術の再構築を考える。地震や津波の変形過程および地域の被
災過程を明らかにし、災害リスクの軽減や防災・減災技術等を研究す
る。また、歴史、文化、環境、産業に配慮した復興計画を研究する。 

Ｄ 災害理学研究～災害と現象～ 地震やそれによる津波をはじめ、火山噴火、気候変動などの自然災害
の発生メカニズム解明に取り組む。また震災後の被災地の環境や生態
変化を調査・観察し、災害が環境や生態へ与えた影響を研究する。 

 

3． 災害研究における研究手法 

 4箇年のグループ研究活動について、主たる研究手法別に分類して図１に示す。「実験」に取

り組むグループ数に増加が見られる。 



4． 災害研究の対象ハザードおよび災害事例 

 研究の対象となった災害事例は、最も身近で情報量の多い東日本大震災が多く（表２）、研究

に取り上げられたハザードも津波、地震の順に多い（ハザード別の比較は掲載省略、当日発表）。 
 2013年 10月の台風 26号による伊豆大島の土砂災害をきっかけに、この年度は土砂災害を研
究対象とするグループ数が増加

し、翌 2014年 8月豪雨による広
島市土砂災害など翌年度も土砂

災害の研究に取り組む例が見ら

れた。 
 同様に、2014年 9月の御嶽山
噴火災害を契機に同年度から噴

火災害をテーマに研究に取り組

むグループ数が増加し、社会に

大きな影響を与えた災害が研究

テーマの設定にも反映されてい

ることがわかる。 
 その他の詳報について、5 箇
年目の研究動向も踏まえ研究集

会当日に発表する。 
 

表２ 災害研究で取り扱われた災害事例（※１研究に複数事例を取り上げるケースがある） 

 

 

参考文献 宮城県仙台第一高等学校(2016)平成 27年度 SSH研究開発実施報告書(第 4年次)  

     http://www.sendai1.myswan.ne.jp/pdf/H27SSH.pdf 

地震 東日本大震災 69 東日本大震災 54 東日本大震災 46 東日本大震災 49

津波 阪神・淡路大震災 3 阪神・淡路大震災 5 阪神・淡路大震災 1
想定南海トラフ地震 1 想定南海トラフ地震 2 想定南海トラフ地震 1 想定南海トラフ地震 1
1978宮城県沖地震 3 1978宮城県沖地震 1
昭和三陸地震 1 1993北海道南西沖地震 1

関東大震災 1 1885安政江戸地震 1
想定活断層長町-利府線 1 2008岩手・宮城内陸地震 1
2000鳥取県西部地震 1 1611慶長地震津波 1

869貞観地震津波 1
1960チリ地震 2 2010チリ地震 1

2008四川地震 1
2004インド洋大津波 1 1755リスボン地震 1

噴火 蔵王山噴火災害 1 蔵王山火山活動 2 蔵王山火山活動 2
2014御嶽山噴火 5 2014御嶽山噴火 1
阿蘇山噴火 1
桜島噴火 1

台風 平成24年7月九州北部豪雨 1 2013伊豆大島土砂災害 2 2014広島市土砂災害 1 2015関東・東北豪雨 3
風水害 平成24年台風17号 1 平成25年台風 1 平成26年台風19号 1 ハリケーンカトリーナ 1

平成25年台風30号 1 平成16年台風23号 1
竜巻災害 1 平成17年台風14号 1

平成27年台風18号 1
その他 2013ロシア隕石落下 1

計 82 70 66 63

2012年度(80班) 2013年度(64班) 2014年度(64班) 2015年度(64班)

 

図１ 災害研究の主たる研究手法 



* Disaster prevention tourism using disaster archive by Akihiro Shibayama 
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